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（研究要旨） 

本研究では、英米独仏 4か国における更年期に関する法制度、行政施策、医療・予防政策、

雇用分野の取組、民間活動を比較し、日本における政策形成と職場環境整備への示唆を検

討した。各国の調査報告書をもとに、更年期特化立法、既存法の解釈、行政計画、医療・予

防、労働安全衛生、職場配慮、経済的損失の把握等の観点から整理した。その結果、イギリ

スは雇用分野と健康分野を接続する国家戦略モデル、フランスは健康政策先行モデル、ア

メリカは研究基盤・地方政府先行モデル、ドイツは雇用分野ソフトロー型モデルとして整

理された。日本では、更年期を女性の健康、労働者の健康保持増進、就労継続、企業の人材

確保、労働安全衛生、不利益取扱い防止にまたがる横断的課題として位置づけ、既存制度

への組込み、ガイダンス、管理職研修、職場配慮例、評価研究を段階的に検討していくこ

とが望ましい。 

 

Ａ.研究目的 

女性は更年期（閉経前後の約 10 年間）に

おいて、性ホルモンの変動により、ほてり、

抑うつ、睡眠障害、関節痛、易疲労感など

様々な更年期症状を生じる。その症状の程

度、医療ニーズ、就労への影響、職場での理

解や配慮の必要性には個人差が大きい。更

年期に伴う血管運動神経症状、睡眠障害、抑

うつ・不安、集中力低下、関節痛、疲労感等

は、生活の質だけでなく、労働機能、プレゼ

ンティーズム、欠勤、離職、キャリア形成に

も影響し得る。他方で、更年期は長く私的な

問題、年齢に伴う自然な変化、あるいは医療

的に扱うほどではない問題として不可視化

されやすく、女性本人、医療者、使用者、管

理職、同僚のいずれにおいても知識や理解

が十分でない場合がある。 

本研究の目的は、英米独仏 4 か国におけ

る更年期に関する取組を比較し、日本にお

ける政策形成と職場環境への示唆を明らか

にすることである。比較にあたっては、法制

度の有無だけでなく、既存法の解釈による

対応、行政計画、医療・予防政策、労働安全

衛生、雇用管理、民間団体・企業の取組、経
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済的損失の把握、社会的啓発、治療ガイドラ

インの整備状況を含めた。 

 

Ｂ.研究方法 

本研究は、文献・資料に基づく比較法制

度・政策研究である。対象国は、イギリス、

フランス、アメリカ、ドイツの 4 か国とし、

各国の法体系や政策に詳しい法学系研究者

に、主として公開資料に基づく調査を依頼

した。さらに、4 か国の調査報告および追加

調査の結果をもとに比較法的検討を行った

（資料１から５）。得られた報告書をもとに、

以下の観点から情報を抽出した。第 1 に、

更年期に特化した立法の有無である。第 2

に、既存法の解釈によって更年期症状を有

する労働者や患者に対応できる範囲である。

第 3 に、行政計画・国家戦略・政策文書の

位置づけである。第 4 に、健康分野におけ

る予防、健康診断、治療、診療ガイドライン、

医療保険、情報提供の状況である。第 5 に、

雇用分野における使用者の義務、合理的配

慮、労働安全衛生、管理職研修、職場環境調

整、民間認証・誓約・標準規格の状況である。

第 6 に、更年期による経済的損失の把握と、

社会的啓発の方法である。 

分析は、国別整理と横断比較の二段階で

行った。国別整理では、各国の制度的背景に

即して更年期対策の特徴を記述した。横断

比較では、各国を、①国家戦略モデル、②健

康政策先行モデル、③研究基盤・地方政府先

行モデル、④雇用分野ソフトロー型モデル

として類型化した。そのうえで、日本への示

唆について、健康分野、雇用分野、法政策、

産業保健実務、企業実装、研究・評価の観点

から考察した。 

なお、本研究は既存資料に基づく二次的

整理であり、各国法令・行政文書・政策動向

のすべてを網羅的に検証したものではない。

特に、近年更年期に関する法政策は急速に

変化しており、調査時点以後に制度変更が

生じている可能性がある。また、国によって

は、治療ガイドラインの有無、地方政府の施

策、民間保険の対象範囲などに未確認の点

が残る。したがって、本報告の知見は、今後

の追加確認を前提とした政策比較の中間的

整理として位置づけられる。 

 

Ｃ.研究結果 

1. 4 か国の取組の全体像 

4 か国の取組は、いずれも更年期を個人

の健康問題にとどめず、社会、医療、労働、

企業実務に関係する課題として扱い始めて

いる点で共通している。しかし、政策の入口

は大きく異なる。イギリスは、ジェンダー平

等政策と雇用政策を入口にしつつ、健康分

野ではライフコースアプローチを採用して

いる。フランスは、女性の健康をジェンダー

平等政策に位置づけ、健康分野の予防・診

断・情報提供を中心に制度化している。アメ

リカは、連邦レベルでは医学研究と情報提

供が厚く、雇用法制や保険適用では州・市な

ど地方政府が先行している。ドイツは、更年

期に特化した国家戦略や立法は未整備であ

るが、一般平等待遇法、連邦反差別局、INQA

（新しい労働の質イニシアティブ）等を通

じて、雇用分野での差別予防と職場改善を

中心に取組が進められている（表１）。 

 

2. イギリス：雇用分野と健康分野を接続す

る国家戦略モデル 

 イギリスでは、2019 年の政府平等局によ

る「各ステージにおけるジェンダー平等：変
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革のためのロードマップ」において、更年期

が将来の職場不平等の解消に向けて取り組

むべき課題の一つとして位置づけられた。

背景には、2010 年代以降に官民で実施され

た調査により、更年期が労働参加、就労継

続、業務遂行、職場文化に影響することが可

視化されたことがある。CIPD や Fawcett 

Society 等の調査は、更年期症状による業務

遂行能力への影響、仕事への意欲低下、自信

喪失、欠勤、離職等を示し、更年期が個人の

健康問題にとどまらず、人事管理上・経営上

の課題であることを社会に示した。 

 雇用分野で最も特徴的なのは、2025 年雇

用権利法による 2010 年平等法の改正であ

る。250 人以上の労働者を雇用する使用者

は、男女賃金差への対応とともに、更年期を

迎える労働者支援に関する平等アクション

プランを策定・公表することが義務づけら

れる方向である。この制度は、更年期を個人

の申出や個別紛争の問題にとどめず、組織

全体の方針、管理職研修、職場環境整備、サ

ポートネットワーク、更年期リスクアセス

メント、ニーズに対する方針と手続の見直

し、として扱う点に特徴がある。使用者は、

組織内の課題を理解し、必要な行動を選択

し、その理由を説明し、計画を提出・公表し、

見直すことが求められる。すなわち、更年期

支援をPDCAサイクルに載せる制度設計で

ある。 

 ただし、イギリスでも更年期そのものが

平等法上の独立した保護特性とされている

わけではない。更年期に関連する不利益取

扱いは、性別、年齢、障害等の保護特性との

関係で、差別、ハラスメント、合理的調整義

務の不履行として扱われ得る。重い更年期

症状が日常生活や業務遂行能力に長期的か

つ重大な影響を及ぼす場合には、障害とみ

なされる可能性がある。この解釈を平等人

権委員会の使用者向けガイダンスが示して

いる点は、紛争予防と使用者の理解促進の

観点から重要である。 

 健康分野では、イングランドとウェール

ズが、女性の健康戦略におけるライフコー

スアプローチを採用している。ライフコー

スアプローチは、思春期、妊娠、出産、産後、

更年期、高齢期といった女性のライフステ

ージを連続的に捉え、各段階におけるリス

ク因子を減らし、保護因子を強化する考え

方である。イングランドの女性の健康戦略

では、更年期に関する質問を NHS の定期健

康診断に組み込むことや、更年期女性の就

労継続を支援する雇用政策との接続が掲げ

られている。これは、更年期を医療分野だけ

でなく、就労継続と社会参加の問題として

も扱うものである。 

 その他、イギリスに特徴的な取組として、

更年期雇用アンバサダー、英国規格協会に

よる標準規格、民間認証制度、更年期支援宣

言、管理職研修、ツールキット、好事例の公

表など、ハードローとソフトロー、官と民、

医療と職場を組み合わせている点が挙げら

れる。更年期支援を個別配慮にとどめず、組

織の方針、管理職教育、実態把握、行動計画、

評価に落とし込む点は日本の参考となる。 

 

3. フランス：健康分野を中心とする予防・

診断モデル 

 フランスでは更年期への政策的関心は比

較的新しいが、2024 年の大統領表明、2025

年の議会報告書、2025 年の公衆衛生法典改

正により、健康分野を中心とする制度化が

進んでいる。フランスにおける基本的な位
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置づけは、女性の健康を男女間の不平等を

取り除くための重要な政策領域と捉え、そ

の中に更年期を組み込むというものである。

女性と男性の間の平等に関する省庁間計画

「女性も男性も平等」において、更年期につ

いて女性への寄り添いを強化することが運

用目標の一つとされている。 

 フランスの特徴は、雇用分野の直接的規

制よりも、健康分野の予防・診断・情報提供

が先行していることである。公衆衛生法典

には、45 歳から 65 歳の女性が、更年期に

関する情報提供とリスク要因の把握を目的

とする長時間診断を受けることができ、疾

病保険が適用される旨の規定が新設された。

この長時間診断は、「私の予防健康診断」に

組み込まれ、自己質問票、更年期について健

康専門職と面談したい場合の予約、通常よ

り長い診断、予防個別プランの作成という

流れを形成している。この制度は、更年期を

症状が悪化してから受診する問題としてで

はなく、予防的な健康相談、リスク評価、個

別予防計画の対象として扱う点に意義があ

る。日本では、職域における定期健康診断の

標準的な問診票に女性の健康に関する質問

が組み込まれたが、更年期に関して更年期

前からの予防的な情報提供の導線は十分に

整理されていない。フランスの制度は、既存

の予防・健診の枠組みに更年期を組み込む

発想を示している。 

 雇用分野では、フランスはイギリスほど

国家主導の法制度を整備していない。労働

法典上、使用者は労働者の安全を保障し、心

身の健康を守るために必要な措置を講ずる

義務を負うため、更年期症状が労働能力に

影響する場合には、労働安全衛生上の課題

となり得る。また、更年期を理由とする不利

益が女性労働者と他の労働者の間に待遇上

の不均衡をもたらす場合、間接差別として

捉えられる可能性がある。一方で、更年期休

暇については、企業レベルの労使協定によ

り導入される事例があるものの、公共部門

では法的な制約が大きい。地方公務員に対

する欠勤の特別許可は、親であることや一

定の家族の出来事と関連する必要があり、

更年期休暇は現行法上その枠に入りにくい。

これは、更年期休暇を制度化する際には、職

場配慮、病気休暇、柔軟な勤務形態、労働時

間調整、受診への配慮等との関係を踏まえ

て慎重に設計する必要があることを示して

いる。 

 フランスの示唆は、日本において更年期

支援を開始する際、まず既存の健康相談・予

防健診・保健指導に更年期を組み込むこと

の有効性である。健康分野から入口を作る

ことは、本人のプライバシーを守りつつ、医

療アクセスと職場支援を接続するうえで現

実的である。ただし、健康分野に限定する

と、個人での取組の枠に収まってしまい、職

場での業務調整や不利益取扱い予防には届

きにくい。 

 

4. アメリカ：研究基盤は強いが、法的対応

は地方政府が先行するモデル 

 アメリカは、更年期に関する医学的研究

の蓄積が厚い。国立衛生研究所を中心とし

て、女性の健康イニシアティブ、全国の女性

の健康に関する研究、MsFLASH、MsBRAIN

等が実施され、閉経後女性の疾病予防、中年

期女性の身体的・心理的・社会的変化、更年

期症状、認知機能等について知見を蓄積し

てきた。女性の健康イニシアティブは 16 万

人を超える女性を登録した長期的調査であ
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り、SWAN は更年期女性の健康変化を年次

フォローアップする疫学研究として、更年

期研究の基盤を形成している。 

連邦機関による情報提供も豊富であり、

更年期、ホルモン療法、心血管疾患、がん、

補完代替医療等について一般向け・専門職

向けの情報を提供している。また、学会・民

間団体として、アメリカ産婦人科学会、更年

期協会、内分泌学会、女性健康研究協会等が

ガイドブック、患者向け資料、ツールキッ

ト、動画を提供している。 

一方、法的対応は連邦レベルでは限定的

である。更年期に特化した連邦法は未成立

であり、更年期を雇用差別法においてどの

ように扱うかについても一定の限界がある。

1964 年公民権法第 7 編、妊娠差別禁止法、

年齢差別禁止法、障害のあるアメリカ人法

等が更年期に関連する事案に適用され得る

が、通常の更年期を障害として扱うことに

は裁判所が消極的である場合がある。他方

で、重篤な症状、医学的に誘発された更年

期、手術に伴う更年期などは、障害または医

学的状態として合理的配慮の対象となる可

能性がある。 

地方政府は連邦政府よりも先行している。

ロードアイランド州は、公正雇用慣行法を

改正し、妊娠・出産に関連する状態に加え

て、更年期および関連する医学的状態につ

いても合理的配慮の対象に含め、使用者が

過度の負担を証明できる場合を除き、合理

的配慮の拒否等を違法な雇用慣行とした。

権利周知の掲示義務や申立手続との接続を

通じて、実効性を意識した設計となってい

る。フィラデルフィア市も同様の条例を制

定した。さらに、イリノイ州、ルイジアナ州、

ニュージャージー州では、更年期治療の保

険適用を義務づける動きがあり、カリフォ

ルニア州やニュージャージー州では臨床医

の研修強化に関する法案が提出されている。 

アメリカの示唆は、医学研究、医療保険、

雇用差別法、職場配慮が別々の制度領域に

存在する場合、全体としての政策整合性が

弱くなりやすいことである。研究基盤が強

くても、医療アクセス、費用負担、職場配慮、

使用者の理解、臨床医教育が結びつかなけ

れば、当事者の支援には直結しない。日本で

は国民皆保険と地域保健・産業保健に関す

る制度が存在し、研究・医療・保健・職場を

接続しやすい。アメリカの経験は、研究知見

を制度実装へ移す仕組みの重要性を示して

いる。 

 

5. ドイツ：雇用分野における差別予防とソ

フトロー中心モデル 

 ドイツには、現時点で更年期に特化した

連邦法や包括的国家戦略は存在しない。し

かし、政治的関心は高まりつつあり、更年期

の医学研究、医学生教育、企業の健康管理、

婦人科医への報酬、請求コード、学際的医師

教育、研究支援、国家戦略の開発を求める提

案もなされている。これは、ドイツでも更年

期を医療と雇用の双方にまたがる政策課題

として捉え直す動きが始まっていることを

示している。 

 法制度上は、一般平等待遇法が重要であ

る。同法は、人種・民族的出自、性別、宗教・

世界観、障害、年齢、性的アイデンティティ

に基づく差別を禁止する。更年期に基づく

不利益は、性別、年齢、また症状が重い場合

には障害と関連し得るため、保護の対象と

なる可能性がある。更年期を理由とする配

置転換、昇進見送り、不利益な評価、ハラス
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メント等は、具体的事情によって差別に該

当し得る。また、使用者には、従業員に不利

益や差別が行われないよう措置を講ずる義

務がある。 

ドイツの特徴は、雇用分野における情報

提供と行動アプローチが比較的進んでいる

点である。連邦政府が資金を投入する新し

い労働の質イニシアティブは、企業に対し

て、更年期を議題にすること、理解を促進す

ること、情報を提供すること、職場や働き方

を調整すること、健康措置を行うこと、ネッ

トワークを構築することなどを助言してい

る。法的拘束力はないが、企業が職場文化や

労務管理の一部として更年期を扱うための

実務的な入口を提供している。 

また、連邦反差別局は、「職場における更

年期症状」に関する政策文書を公表し、更年

期症状による差別のリスクと行動アプロー

チを提示している。ドイツでは 900 万人以

上の女性が更年期を迎え、50 歳以上の女性

の一部が更年期症状により退職し、年間 94

億ユーロの経済損失が見込まれるとされて

いる。経済損失の可視化は、使用者や政策担

当者に対して、更年期を人材確保・労働力維

持の問題として認識させるうえで重要であ

る。 

ドイツの示唆は、いきなり新法を作らな

くとも、既存法の解釈、政策文書、チェック

リスト、企業向け情報、民間保険基金との連

携、社会的啓発によって、職場の更年期支援

を進められることである。日本でも、中小企

業を含む企業現場にとっては、法的義務の

追加よりも、まず何をすればよいかが分か

る資料、管理職研修、相談体制、配慮例、好

事例集、チェックリストの方が実装しやす

い可能性が高い。 

 

Ｄ.考察 

 4 か国比較から、第一に、更年期をどの政

策枠組みで捉えるかが重要であることが分

かった。英仏は、更年期を女性の健康とジェ

ンダー平等の課題として明示的に位置づけ

ている。米独は国家戦略としては未整備で

あるが、研究、差別禁止 

、職場配慮、医療アクセスの問題として対応

が進みつつある。日本では、更年期を特定の

理念だけに依拠して扱うのではなく、女性

の健康、労働者の健康保持増進、就労継続、

企業の人材確保、労働安全衛生、プレゼンテ

ィーズム・アブセンティーズムの防止、不利

益取扱いの防止、男女共同参画政策等を接

続する横断的課題として位置づけ、かつこ

れらを統合しながら政策や実務に落とし込

む観点を持つことが重要である。より包括

的には、更年期を「ライフステージに伴う健

康課題に応じた就労継続支援」の中に位置

づけ、その中に女性の健康、労働者の健康保

持増進、企業の人材確保、不利益取扱いの予

防、ジェンダー平等を含めることが望まし

い。このような枠組みであれば、男性更年

期、慢性疾患、障害、育児・介護、メンタル

ヘルス等の他の就労上の健康課題とも整合

的に扱うことができる。更年期に関する取

組は、ライフステージや健康状態に応じた

働き方の調整を進める一領域として位置づ

けられるべきである。 

第二に、更年期に対するタブー視や不可

視化を防ぐため、調査と情報発信が重要で

ある。イギリスでは、官民の調査により、更

年期症状が仕事に与える影響、離職、欠勤、

意欲低下、能力発揮の困難が可視化され、政

策化につながった。ドイツでも経済損失の
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試算が政策文書の中で使用されている。日

本でも、更年期症状と労働機能、プレゼンテ

ィーズム、欠勤、離職、医療受診、職場配慮、

管理職理解、企業規模、職種との関連を調査

し、社会的に共有することが重要である。 

第三に、健康分野では、ライフコースアプ

ローチと疾病に対するアプローチを補完的

に用いる必要がある。ライフコースアプロ

ーチは、思春期から老年期までの女性の健

康を連続的に捉え、更年期を予防・早期介

入・健康教育の対象にできる利点がある。一

方、具体的な症状や疾患、ホルモン療法、精

神症状、骨粗鬆症、心血管リスク等に対する

専門的な診断・治療を担うアプローチも不

可欠である。日本では、健康日本 21 等でラ

イフコースアプローチが掲げられているが、

更年期に対する教育や啓発を行う場面を、

更年期前からどのように確保するかが課題

である。内容としては相談導線、情報提供、

医療者教育、専門医連携が必要である。 

第四に、雇用分野では、使用者が更年期を

人事管理上・労働安全衛生上・経営上の課題

として理解する必要がある。更年期支援は、

単に女性に特別扱いをすることではなく、

労働者が健康状態に応じて能力を発揮し、

就労継続できる環境を整えることである。

これは、企業の人材確保、離職防止、プレゼ

ンティーズム対策、生産性維持向上にも関

係する。具体的な対応例として、休憩の取り

やすさ、温度・湿度への配慮、制服・作業服

への配慮、座席配置、換気、飲水、トイレへ

のアクセス、時差勤務、短時間勤務、在宅勤

務、通院しやすい勤務時間設計、一時的な業

務量調整、夜勤・交替勤務の見直し、管理職

との面談、産業保健職への相談、サポートネ

ットワーク等が考えられる。これらは一律

に義務づけるものではなく、特に中小企業

では人的・財政的余力に限界があるため、本

人の希望、症状の程度や医学的必要性、業務

内容、職場規模、他の労働者との公平性を踏

まえ、可能な範囲で検討されるべきである。

また、管理職・人事担当者・産業保健職への

教育も必要である。管理職には医学的判断

を負わせるべきではないが、症状をからか

う、不利益に扱う、本人の同意なく情報共有

する、過度な配慮を押しつける、昇進・配

置・評価に不利に用いる、といった対応を避

けるための基本知識が必要である。産業保

健職には、更年期症状、メンタルヘルス、生

活習慣病、睡眠、骨粗鬆症、心血管リスク、

治療と仕事の両立支援、専門医紹介等の知

識が求められる。対応にあたっては本人の

プライバシーと自己決定を最優先する必要

がある。更年期は機微な健康情報であり、本

人が申告しない限り職場が把握すべき情報

ではない。職場支援は、本人の申出または同

意を前提に、必要最小限の情報共有で行う

べきである。更年期であることを理由に、本

人の意に反する配置転換、業務制限、昇進抑

制、情報共有を行ってはならない。 

第五に、既存の法律や制度で対応できる

事項を、使用者・労働者・産業保健職に分か

りやすく示す必要がある。各国では、差別禁

止法、障害差別、労働安全衛生義務、合理的

配慮、間接差別等の解釈により、更年期に対

応できる場合がある。日本でも、女性活躍推

進法、男女雇用機会均等法、労働安全衛生法、

安全配慮義務、ハラスメント防止に関する

関係法令、治療と仕事の両立支援、健康経営

等の既存制度と更年期の関係を整理し、行

政資料、Q&A、ガイダンス、パンフレット

に明記することが有効であると考えられる。 
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 日本において、直ちに更年期に特化した

包括的立法を行う必要があるかについては

慎重に検討すべきである。イギリスは雇用

分野でアクションプランの義務化に進んで

いるが、これは官民調査、社会的認知、政策

的意思、既存の平等法制、ジェンダー賃金格

差報告制度等の基盤があって成立している。

日本では、まず既存制度の中で更年期を明

示し、ソフトロー、行政資料、ガイダンス、

好事例、認証制度、行動計画、研修教材を整

備することが現実的である。更年期休暇に

ついては、導入を否定する必要はないが、そ

れを中心施策に据えることには慎重である

べきである。更年期症状は個人差が大きく、

症状の種類も多様であるため、休暇だけで

は十分な支援にならない。むしろ、柔軟な勤

務、通院配慮、職場環境調整、業務調整、相

談支援、管理職研修、医療アクセス改善を含

む段階的支援の中の一つとして位置づける

ことが望ましい。休暇制度を作る場合にも、

利用しやすさ、濫用防止、診断書要件、プラ

イバシー、他の休暇制度との整合性を慎重

に設計する必要がある。 

今後、日本で更年期への支援を進めるに

は、政策実装と同時に評価研究を行う必要

がある。評価指標としては、認知度、相談窓

口利用、受診、治療継続、症状による負担、

労働機能、プレゼンティーズム、欠勤、離職

意向、実際の離職、職場満足度、管理職の理

解、配慮の実施割合、ハラスメント経験、企

業側の実施負担等が考えられる。単に施策

を導入したかどうかではなく、本人、職場、

企業、医療機関のそれぞれにどのような効

果と負担が生じたかを検証する必要がある。

また、医学的介入だけでなく、心理教育、運

動、睡眠、食事、社会的支援、職場環境調整、

セルフケア情報提供の効果も検討すべきで

ある。医療機関へのアクセスが重要である

一方、更年期に関するすべての困難を医療

化することは望ましくない。一般的な情報、

セルフケア、かかりつけ医、産婦人科・更年

期専門外来、産業保健、心理的支援、職場配

慮を段階的に接続することが重要である。 

本研究の限界として、各国調査の資料、4

か国比較資料に基づく二次的整理であり、

各国の全法令、判例、行政文書、最新政策を

網羅的に確認したものではない。更年期に

関する法政策は近年急速に変化しているた

め、制度の施行時期、細則、強制執行、地方

政府の施策、保険適用範囲、治療ガイドライ

ンの有無については、今後も継続的な確認

が必要である。また、本報告は日本への政策

的示唆を提示するものであり、特定の制度

導入の効果を実証的に検証したものではな

い。日本での実装にあたっては、労働者本

人、使用者、産業保健職、医療機関、労働組

合、中小企業、非正規労働者、地方自治体等

の視点を含めた追加調査や、介入とその評

価が必要である。 

 

Ｅ.結論 

 本分担研究では、英米独仏の 4 か国の更

年期に関する取組を調査し、その比較を行

うことで、日本における取組への示唆を検

討した。 

 各国の取組は、制度的背景に応じて異な

る発展を示していた。イギリスは、雇用分野

と健康分野を国家戦略として接続し、使用

者の行動計画、民間認証、ライフコースアプ

ローチを組み合わせている。フランスは、健

康分野の予防・診断・情報提供を中心に制度

化し、雇用分野では労使自治と既存法の解
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釈に委ねている。アメリカは、医学研究では

先行する一方、法的対応は連邦よりも地方

政府が先行しており、職場配慮や医療保険

適用の地域差が大きい。ドイツは、国家戦略

や特化立法は未整備であるが、差別禁止、企

業向け助言、政策文書、チェックリストを通

じて雇用分野のソフトロー型対応を進めて

いる。 

 日本への示唆は、第一に、更年期を女性の

健康、労働者の健康保持増進、就労継続、企

業の人材確保、労働安全衛生、プレゼンティ

ーズム・アブセンティーズムの防止、不利益

取扱いの防止、男女共同参画政策等を接続

する横断的課題として位置づけることであ

る。第二に、国内実態調査と経済的影響の可

視化により、社会的関心と使用者の理解を

高めることである。第三に、いきなり包括立

法や休暇制度を中心に据えるのではなく、

既存の健康診断、保健指導、産業保健、自治

体相談、女性活躍推進、健康経営、両立支援

制度等の取組に更年期を明示的に組み込み

ながら、ソフトロー、ガイダンス、Q&A、

管理職研修、職場配慮例、好事例、認証・イ

ンセンティブを用いた段階的実装を進める

ことである。 

最終的には、更年期支援は、特定の属性の

みを優遇する制度ではなく、ライフステー

ジや健康状態に応じて労働者が能力を発揮

し続けられる職場づくりの一環として設計

されるべきである。そのためには、本人のプ

ライバシーと自己決定を尊重しつつ、医療、

産業保健、使用者、労働者、行政、学会、民

間団体が共通の言語と実務資料を持ち、過

度な医療化と過度な自己責任化の双方を避

けながら、現実的な支援を積み重ねる必要

がある。 

 

Ｆ.研究発表 

1. 論文発表   

なし 

 

２．学会発表等  

なし 

 

Ｇ.知的財産権の出願・登録状況 

なし
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表１. 4か国の更年期政策の比較

項目 イギリス フランス アメリカ ドイツ 

基本モデル 国家戦略モデル。雇用分野

では更年期支援の行動計

画、健康分野ではライフコ

ースアプローチ。 

健康政策先行モデル。公衆

衛生・予防健康診断・長時

間診断を中心に制度化。 

研究基盤・地方政府先行モ

デル。連邦は研究と情報提

供、州・市が職場配慮や保

険適用で先行。 

雇用分野ソフトロー型モ

デル。差別禁止法制、政策

文書、企業向け助言、チェ

ックリストを中心に対応。 

更年期特化立法 250人以上の使用者に更年

期支援を含む平等アクシ

ョンプラン策定・公表を義

務づける方向。 

公衆衛生法典に更年期の

長時間診断への疾病保険

適用を規定。 

連邦には未整備。ロードア

イランド州等が差別禁止・

合理的配慮を規定。州によ

って保険適用義務化も進

む。 

連邦レベルでは未整備。国

家戦略化を求める政治的

提案は存在。 

既存法による対応 平等法上、性別・年齢・障

害に関連する差別として

対応し得る。労働安全衛生

法上の健康・安全・福祉保

護義務も関係。 

労働法典上の安全衛生義

務、間接差別としての解釈

可能性。 

公民権法第 7編、ADA等に

よる対応可能性。ただし

「通常の更年期」を障害と

扱うことには限界。 

一般平等待遇法により、性

別・年齢・障害に関連する

差別として対応可能。 

医療・予防 NICE ガイドライン、NHS

健康診断への質問組込み、

女性の健康戦略。 

予防健康診断、自己質問

票、長時間診断、予防個別

プラン、ホルモン治療薬再

評価。 

NIH、WHI、SWAN等の研

究基盤。FDA、HHS等の情

報提供。HRT警告見直しの

動き。 

連邦保健省等による情報

提供。治療ガイドラインの

有無は追加確認が必要。 

民間・職場実務 標準規格、認証、誓約、ア

ンバサダー、管理職研修、

ネットワーク形成。 

企業レベルの労使協定に

よる更年期休暇事例。健康

情報提供は公的機関・学会

中心。 

学会・民間団体による情報

提供、ツールキット、州法

に基づく職場配慮。 

INQA、連邦反差別局、ベル

リンの行動指針、民間企業

の労務管理情報、社会的啓

発サイト。 
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英米独仏４か国にみる更年期に関する取組と日本への示唆 

 

日本大学名誉教授 神尾真知子 

 

１．はじめに 

 2025 年に、EU 議会はライフコースアプローチによる「女性の健康に関する広聴」を行

い1、「思春期」「妊娠」「出産」「産後」「（前後）更年期」という女性の異なるライフコース

において、「受けたヘルスケアの質」、「医療スタッフによる情報」、「医療スタッフによっ

て示された敬意」について、個人に質問した。その結果、図表 1 に見るように、「（前後）

更年期」に関する肯定的な回答は、「受けたヘルスケアの質」について 25％以下、「医療ス

タッフによる情報」について 25％以下、「医療スタッフによる敬意」について 25％から

50％と、女性のライフコースにおいて最も低かった。 

  

図表１ 女性のライフコースにおけるヘルスケア・情報・敬意に関する意識 

 

注：75％以上というのは、4 人に 3 人以上が回答、75％から 50％は、4 人に 2 人又は 3 人が回答、50％

未満から 25％は、4 人に 2 人又は 1 人が回答、25％未満は 4 人に 1 人以下が回答した。 

 

 このように、女性のライフコースにおいて、更年期に最も課題がある。このことは、本

調査対象国である英米独仏に共通する課題である。しかし、更年期に対する政府の取組に

は違いがある。ジェンダー平等の視点をもって、国家戦略として更年期の問題に先進的に

取組んでいるのがイギリスである。雇用分野では更年期に特化した立法を行い、官民挙げ

て職場の更年期支援の取組が行われている。健康分野では、国民保健サービスの権限を有

するイングランド及びウェールズが、ライフコースアプローチによる女性の健康戦略によ

 
1 European Parliament, Analysis of the results of the European Parliament’s public 

consultation on Women’s health, November 2025. 回答者は、個人 1,722 人、ステーク

ホルダー92、ヘルスケア専門家・機関 94 の計 1,908 であり、国別にみると、ドイツ

34％、ベルギー18％、オランダ 8％（以上で計 60％）となっている。個人の回答者の

96％は女性であり、高等教育を受けた者 82％、20 歳から 60 歳の年齢の者 89％、雇用さ

れている者 80％である。 
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り、更年期の問題に取り組んでいる。フランスは健康分野で更年期に特化した立法を行

い、ジェンダー平等の視点から女性の健康問題をとらえている。 

健康分野の取組が先行し、雇用分野では労使自治に委ねている。アメリカとドイツは、更

年期に関して国家戦略を有しておらず、更年期に特化した法律を持っていないが、いずれ

も、連邦レベルで立法化の試みがなされてはいる。また、更年期について、現行法の解釈

により対応が可能な場合がある。アメリカは、更年期の医学的研究では世界をリードして

いるが、法的対応においては、地方政府が連邦政府よりも先行している。ドイツは、雇用

分野に特化した取組を官民あげて行っている。 

 本報告では、まず各国の更年期の取組の特色を記述し、4 か国の調査によって浮かび上

がった更年期の課題を提示し、それに対する法的対応及び施策について検討し、日本への

示唆を述べる。本稿で、「雇用分野」とは職場の労働に関する問題を対象とする領域を、

「健康分野」とは女性の健康、医学、医療に関する問題を対象とする領域を意味してい

る。したがって、労働安全衛生の問題は両分野にまたがっているが、雇用分野に分類す

る。 

なお、調査報告が提出された後に動きがあった国については、最新の情報を記述し、ま

た国によっては補足した情報がある2。調査対象国によっては、資料上確認ができていない

情報があることをおことわりしておきたい。  

 

図表２ 4 か国の更年期への取組の比較 

項 目 イ ギ リ ス フ ラ ン ス ア メ リ カ ド イ ツ 

特 徴 ジェンダー平等政策の 

下で、雇用分野の更年 

期の課題を官民あげて 

取り組み、健康分野で 

はライフコースアプロ 

ーチで取り組む国家戦 

略モデル 

「女性の健康」をジ

ェンダー平等政策

に位置づけ、健康分

野の取組に特化し、

雇用分野は労使自

治に委ねているモ

デル 

更年期の医学的研究で 

は世界をリードする 

が、法的対応では連邦 

政府よりも地方政府が 

先行しているモデル 

 

 

国家戦略はまだな

いが、雇用分野に

特化して官民あげ

て取り組むモデル 

 

 

 

更年期に特

化した立法 

【雇用分野】 

250 人以上の使用者3に更年

期支援のアクションプラン

策定・公表義務化の立法

【健康分野】 

公衆衛生法典に更年期

のための長時間診断に

疾病保険が適用される

（連邦政府） 

なし 

（地方政府） 

使用者に更年期差別及び合

（連邦政府） 

なし 

 

 
2 イギリスについては、雇用権利法に基づくアクションプランの内容、イングランドとウ

ェールズの女性の健康戦略について新たな動きを記述し、アメリカについては、医学的

研究の内容及び連邦政府の動きを補足し、ドイツについては、連邦議会の動きを補足し

た。各国調査では言及されていない記述については、参照した文献等を注に記載する。 
3 イギリスとドイツの調査報告では、「雇用主」という言葉が使われているが、本稿では

「使用者」という言葉に統一する。 
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（2025 年雇用権利法による

平等法の改正。政府平等機

会局による使用者向けガイ

ダンスあり） 

旨の規定を新設（2025

年） 

理的配慮の義務づけ（ロー

ドアイランド州、フィラデ

ルフィア市等） 

民間医療保険に更年期治療

をカバーすることを義務づ

け（イリノイ州、ルイジア

ナ州） 

既存の法律

の解釈によ

る更年期へ

の適用 

【雇用分野】 

一定の更年期症状は「障

害」とみなされる可能性が

あり、平等法に違反する差

別禁止・合理的配慮の対象

となりうる（2010 年平等

法。平等人権委員会によ

る、職場での更年期症状に

関する使用者向けガイダン

スあり） 

労働衛生：労働安全衛生法

の「使用者の健康・安全・

福祉の保護義務」は、更年

期症状にある労働者に対し

ても負うものと解されてい

る。 

【雇用分野】 

労働衛生：労働法典の

使用者の労働安全衛生

義務は、更年期症状の

ある女性に対しても及

ぶ。 

更年期を理由とする差

別は、労働法典の間接

差別と解し得る。 

【雇用分野】 

（連邦レベル） 

更年期は、1964 年公民権法

第 7 編の性差別及び 1990 年

障害のあるアメリカ人法の

障害に該当しうる。 

 

 

【雇用分野】 

更年期に基づく不利益

は、性別、年齢、（更

年期症状が重い場合

は）障害に該当し、差

別禁止に該当し、保護

の対象となる。間接差

別と解することもでき

る。使用者に従業員に

不利益や差別が行われ

ないような措置をとる

義務（一般平等待遇

法） 

行政計画 【ジェンダー平等】 

2019 年政府平等局「各ステ

ージにおけるジェンダー平

等：変革のためのロードマ

ップ」 

【健康分野】 

2026 年「改定イングランド

のための女性の健康戦略」

（10 年計画） 

2026 年「NHS ウェールズ

女性健康計画-ウェールズの

女性の健康 10 年計画」 

【ジェンダー平等】 

2023 年「女性も男性も

平等」（女性と男性の

間の平等に対する省庁

間計画） 

【全般】 

2025 年更年期に関する

議会報告書（事実上の

更年期に関する取組の

ロードマップ） 

  

公の施策 【雇用分野】 【雇用分野】  【雇用分野】 
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助言・あっ旋・仲裁機関に

よる使用者対象の平等法に

関するガイダンス、平等人

権委員会による雇用権利法

の使用者向けガイダンス、

更年期雇用アンバサダーの

任命 

【健康分野】 

更年期タスクフォース設置

（政府横断的な検討会議開

始）、ウィメンズ・ヘル

ス・アンバサダーの任命

（イングランド）、女性の

健康推進担当官の任命（ス

コットランド） 

労働衛生：「キャリア

半ば診察」に更年期の

課題を組み込み、職場

環境の調整を行う。 

 

 

 

【健康分野】 

保健・家族・自律・障

害者省、全国疾病保険

金庫による情報提供、

スポーツ・若者・市民

活動省によるガイド発

刊、地域保健機関によ

り民間の更年期の取組

への支援等 

 

 

 

 

 

 

 

【健康分野】 

連邦レベルでの更年期に関

する医学的調査・研究の実

施、情報発信 

官民あげた「新しい労

働の質イニシアティ

ブ」プロジェクトの中

で使用者向けの更年期

に関する具体的な支援

の情報提供及び助言、

連邦反差別機関による

「職場における更年期

症状」という政策文書

の発表（政治家、企業

代表、労働組合などを

対象に更年期症状によ

る差別のリスクと行動

アプローチを提示） 

【健康分野】 

連邦保健省による情報

提供 

医療 【健康診断】 

更年期に関する質問を国民

健康サービスの無料定期健

康診断に組み込む（イング

ランド）、ホルモン補充療

法の処方実践の見直し（ウ

ェールズ） 

【治療薬】 

更年期治療薬の販売方法の

変更（処方箋なしの購入） 

 

 

【治療ガイドライン】 

国立保健医療研究所により

出されている 

【健康診断】 

予防健康診断に自己質

問票に更年期に関する

質問→健康専門職との

面談予約→長時間の診

断→予防個別プランの

作成という仕組みの導

入 

【治療薬】 

保健高等機関によるホ

ルモン治療薬の再評価

（償還に大部分好意的

な評価） 

【治療ガイドライン】 

フランス産婦人医協会

により出されている 

 

 

 

 

 

 

 

【治療薬】 

ホルモン補充療法の枠囲い

警告の解除に着手 

 

 

【治療ガイドライン】 

アメリカ産婦人科学会によ

り出されている 

【健康分野】 

疾病志向アプローチ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【治療ガイドライン】 

有無について最終確認

ができていない（ドイ

ツ調査報告では「あ

る」とされているが、

他の文献では「ない」

とされている 
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民間の取組 【全般】 

大学、王立看護協会、民間

企業等による情報提供、動

画等 

 

 

 

 

【雇用分野】 

使用者が更年期に関して任

意に取り組むインセンティ

ブの実施：①更年期に関す

る標準規格、②更年期フレ

ンドリー認証、③職場にお

ける更年期（支援）誓約 

 

 

 

 

 

 

 

 

【雇用分野】 

主に企業レベルで労使

協定による更年期休暇

の導入の事例あり 

 

 

 

【健康分野】 

フランス更年期学会、婦

人科オンラインによる

情報提供、プランニング

ファミリアルによる無

料のディスカッション

グループの創設等 

【全般】 

民間団体や学会による一般

向けのホームページ上の情

報提供、書籍の販売等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【健康分野】 

アメリカ産婦人科学会、更

年期協会、内分泌学会等に

よる情報提供 

【全般】 

社会における更年期の

タブーを撤廃し、職場

で取り組み、更年期政

策を国家戦略とする議

題に載せるために議員

への呼びかけをするサ

イト「私たちは 900 万

人」 

【雇用分野】 

ベルリン法・経済単科

大学と民間の保険基金

が共同で更年期の行動

指針を発表、民間企業

による企業の労務管理

の視点からの情報提供 

【健康分野】 

ドイツ更年期学会によ

る情報提供 

 

 

更年期によ

る経済的損

失の額の把

握 

あり なし あり あり 

作成：筆者 

 

２．イギリス‐ジェンダー平等政策の下で、雇用分野の更年期の課題を官民あげて取り組

み、健康分野ではライフコースアプローチで取り組む国家戦略モデル 

 

 イギリスでは、2019 年の政府平等局の「各ステージにおけるジェンダー平等：変化のた

めのロードマップ」において、更年期の問題がジェンダー平等政策に位置づけられてい

る。そして、国家戦略として、雇用分野及び健康分野において、他の国に先駆けて更年期

に関する取組を行っている。そのようなイギリスの先進的な取組の背景には、2010 年代に

更年期に関する調査が官民をあげてなされ、更年期の問題と課題が社会に認識されたこ
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と、そして更年期にかかわる問題の克服が、男女平等の確保だけではなく、経済成長とい

う社会全体の利益につながるという共通理解をえられたことがある。イギリスは、更年期

による経済的損失の具体的数字を算出している。 

イギリスの特色は、雇用分野で更年期に特化した立法を行っていることである。2025 年

に成立した「2025 年雇用権利法」4（以下「雇用権利法」という。）によって、「2010 年平

等法」（以下「平等法」という。）を改正し、使用者に対して、更年期を迎える労働者支援

に関するアクションプランを策定することを義務づけた。調査によると、「更年期の女性

の 5 人に 3 人が職場で悪影響があり、約 90 万人の女性が更年期症状を理由に離職してい

る」（2019 年英国人事開発協会調査）、「44％が仕事上の能力への影響があり、61％が症状

による仕事への意欲喪失があった」（2022 年 Fawcett Society 調査）などの実態が明らか

になり、更年期が人事管理上の問題であることが可視化されていた。 

250 人以上の労働者を雇用する使用者は、男女賃金差への対応とともに更年期を迎える

労働者を支援するアクションプランを策定し、政府のポータルサイトで公表することが義

務づけられた。政府平等機会局による雇用権利法のガイダンスによると5、使用者は、次の

ステップを踏むことが義務づけられる。①組織内の課題を理解する、②とるべき「行動」

を選択する、③なぜその行動を選択したか等を説明する、④アクションプランをジェンダ

ー賃金格差部に提出する、⑤アクションプランを見直す。このように、PDCA サイクル

で、アクションプランを実施していくことが使用者に求められている。この義務は、2026

年 4 月以降は任意とされ、2027 年中に法的義務として施行される予定である。 

②で選択する「行動」は、少なくともひとつ企業が選ばなければならないが、ガイダン

スでは、政府が調査し、開発した「行動」が 18 種類示されて推奨されている。職場にお

いて平等を推進する効果的な方法であるというエビデンスがあるとされている「行動」で

ある。18 種類の「行動」のうち、更年期に関連する「行動」は、次のような 6 種類であ

る。①更年期の従業員を支援するように管理職を研修する、②更年期の従業員に産業衛生

（労働衛生）の助言をする、③更年期サポートグループ及びネットワークを作る、④更年

期の従業員に対して職場環境を整備する、⑤職場の更年期リスクアセスメントを行う、⑥

更年期の従業員のニーズに応えているかどうかについて方針と手続を見直す。 

産業や職種などによって働き方は異なり、更年期に伴って生ずる問題も異なってくる。

アクションプランの策定によって、各職場に合った取組が期待でき、PDCA サイクルを回

すことによって、実効性を高めることができる。アクションプランの公表によってその企

業の取組が「見える化」され、取組のインセンティブとなる。 

 なお、現時点では同義務違反に対する強制執行を許容するという規定はあるものの、規

則等が未整備のため詳細は明らかではない。 

 
4 同法が適用されるのは、イングランド、ウェールズ、スコットランドである。 
5 https://www.gov.uk/government/publications/creating-an-action-plan-guidance-for-

employers 

https://www.gov.uk/government/publications/creating-an-action-plan-guidance-for-employers
https://www.gov.uk/government/publications/creating-an-action-plan-guidance-for-employers
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 また、既にある法律によって、更年期に対応することができる。平等法では、更年期自 

体は同法が明記する保護特性ではないが、更年期に関連しつつ、性別や年齢、障害を理由 

に差別が行われる場合は、平等法違反に該当し、更年期症状が女性労働者の日常的な業務 

遂行能力に長期的かつ重大な影響を及ぼすような場合、障害とみなされる可能性があり、 

使用者は合理的配慮を行う義務がある。このような平等法の解釈は、平等人権委員会（平 

等法の履行確保機関）による使用者向けガイダンスで説明されている。更年期という新た 

な事態に対する平等法の適用に関して、解釈を明確に示すことは、紛争の事前防止になる 

し、また、使用者に対して更年期の取組を促すことにもなる。 

実際に、雇用審判所に差別等の申立がなされている。たとえば、2018 年の審判の事案で 

は、重い更年期症状の労働者が解雇された事案があり、当該解雇は同法が禁止する障害に

起因するものであり、正当な目的を達成するための適切な手段はないとし、復職までの未

払い賃金と慰謝料が認められている。 

 1974 年労働安全衛生法（以下「労安法」という。）は、使用者に、自ら雇用する労働者

だけでなく、事業者内で働く派遣労働者や自営業者等を含む人々の、職場における「健

康、安全、福祉」を保護する義務を規定しているが、労安法の下で使用者は、更年期症状

のある労働者に対しても、職場における「健康、安全、福祉」の保護義務を負うものと解

されている。 

イギリス政府の雇用分野の取組で注目されるのは、職場の女性の健康を支援する施策推

進者である「更年期雇用アンバサダー」を民間人から任命していることである。同アンバ

サダーは、政府の関連機関と連携しながら、企業経営者等に対し、①職場での更年期方針

の策定を推し進めること、②職場で可能なグッドプラクティスを推進すること、③更年期

に関する問題についての意識を向上させることなどが期待されている。実際には、任命か

ら半年後の報告書によると、広報、政府等関連機関との連携、講演、使用者との面談・事

実調査などを行った。また、同報告書には、いくつかの企業のグッドプラクティスが収録

されている。2025 年には、更年期雇用アンバサダーに、専門的な見地から情報を提供する

役割を担う更年期諮問グループが設置され、アンバサダーの機能強化が図られている。ア

ンバサダーの任命は話題性があり、職場の更年期問題に社会の注目を集めることができ

る。 

 以上のような、雇用分野の公的な動きと連動して、民間においても更年期の取組がなさ

れている点が、イギリスの特色である。主なものとして、使用者に更年期の取組を任意に

促すものとして、①英国規格協会による更年期に関する取組の標準規格、②民間認証制

度、③職場における更年期（支援）誓約がある。最もハードルの低い誓約に最も多くの組

織や企業が参加しており、更年期支援の取組のきっかけとしてこのようなハードルの低い

取組もあってよいと考える。これら任意の取組のうち、更年期フレンドリー認証は、ホー

ムページにおける認証企業等の公表と認証印の使用、職場における更年期（支援）誓約

は、職場変革のためのツールキットの入手、といったインセンティブを用意している。任
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意の取組を企業等に促すためには、何らかのインセンティブを用意することが効果的であ

る。 

 健康分野でも、更年期に関して、イギリスは特色ある取組をしている。イングランドと

ウェールズが、ライフコースアプロ―チに基づいた女性の健康戦略を策定している（両地

域でイギリスの 90％前後の人口を有する）。イギリスでは、国民保健サービス（税による

公的医療制度）は、イングランド、ウェールズ、スコットランド、北アイルランドという

4 つ各地域の所管である。 

イングランドとウェールズが採用しているライフコースアプロ―チは、WHO が推奨し

ているものである。イングランド公衆衛生局の資料によると6、ライフコースアプロ―チ

は、個人の心身の健康やウェルビーイングは、生涯を通してより広い決定要因によって影

響を受けるとし、人々が生まれ、生活し、働く条件を改善することにより、より広い決定

要因に取り組むことは全体的な健康の改善を助けるという認識に立っている。ひとつのラ

イフステージのひとつの疾病への介入に集中する「疾病志向アプローチ」ではなく、健康

やウェルビーイングを推進し又は回復することにおいて大きな違いをもたらす重要なステ

ージ、移行期、環境を考慮する。ライフコースアプロ―チは、現在及び未来の両方の世代

の健康及びウェルビーイングを重視する。ライフコースアプロ―チでは、重要なライフス

テージで、エビデンスに基づく介入を通してリスク要因を最小化し、保護要因を強化す

る。ライフコースアプロ―チは。女性の思春期から老年期までを包括的にとらえる。 

 イングランドは、2022 年に最初の女性の健康戦略を策定し、2026 年 4 月に改定した

（10 か年計画）7。改定された女性の健康戦略は、次のような４つの目的からなる。①私

たちは女性の声と選択に基づいて行動する、②私たちは問題のある国民健康サービスの実

績をもっと女性に寄り添う、③私たちは全ての女性を健康で、実りある人生を送るように

支援する、④私たちは女性のために働きかつ女性をエンパワーする調査や発展へのアプロ

ーチを創造する。そのための具体的な行動を 117 提示している。そのうち更年期に関する

ものは、11 ある。いくつか紹介する。②行動 29：医療ルートを標準化し、不必要な手続

き的な遅延を取り除く。③行動 67：更年期の質問を国民健康サービスの定期的な健康診断

（40 歳から 74 歳）に入れる。このことによって、500 万人の女性が更年期及び移行期に

ついて助言を受けやすくなる。③行動 93：2025 年雇用権利法によって、企業規模の大き

い使用者にジェンダー賃金格差と更年期支援の行動計画の策定を義務づける。このことに

よって、更年期を通して女性が仕事にとどまることを支援するように使用者をより動機づ

ける。行動 93 のような雇用分野の取組が、健康分野の女性の健康戦略にも掲げられてい

ることが注目される。更年期で離職する女性がいることを、健康分野の問題としてもとら

えている。また、施策推進者として、ウィメンズ・ヘルス・アンバサダーを任命した。 

 
6 https://www.gov.uk/government/publications/health-matters-life-course-approach-to-

prevention/health-matters-prevention-a-life-course-approach 
7  https://assets.publishing.service.gov.uk/media/69df5d7261d2e8e9b9e42d2e/renewed-

womens-health-strategy-for-england-web-accessible.pdf 

https://www.gov.uk/government/publications/health-matters-life-course-approach-to-prevention/health-matters-prevention-a-life-course-approach
https://www.gov.uk/government/publications/health-matters-life-course-approach-to-prevention/health-matters-prevention-a-life-course-approach
https://assets.publishing.service.gov.uk/media/69df5d7261d2e8e9b9e42d2e/renewed-womens-health-strategy-for-england-web-accessible.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/media/69df5d7261d2e8e9b9e42d2e/renewed-womens-health-strategy-for-england-web-accessible.pdf
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 ウェールズでは、2026 年に初めて女性の健康戦略を策定した8。ウェールズの 4,000 人

の女性や少女の声を反映している。イングランドと同様に、ライフコースアプロ―チに基

づき、8 つの優先分野にまたがる約 60 の行動が、短期（2 年以内）、中期（3 年から 5

年）、長期（6 年から 10 年）に分けて掲げられている。更年期は、6 番目に掲げられ、ホ

ルモン補充療法に関するすべての処方実践を見直し、地域の更年期支援者を育成し、研究

を行うこととしている。 

 2021 年に、更年期タスクフォースが設置され、2022 年に保健省を中心に、初会合が開

催され、イングランド、スコットランド、ウェールズ、北アイルランド各担当大臣と臨床

医が出席し、政府横断的に更年期対策を検討する会合を開始した。この検討会議には、雇

用関連の大臣も加わっており、更年期における職場支援についても検討された。 

 更年期に関する治療ガイドラインは、国立保健医療研究所から出されている9。 更年期

支援のためのガイドライン等は、大学、王立看護協会、ロンドン警視庁などから出されて

いる。YouTube も利用されている。 

  

３．フランス‐「女性の健康」をジェンダー平等政策に位置づけ、健康分野の取組に特化

し、雇用分野は労使自治に委ねているモデル 

 

 フランスの更年期についての関心は、最近のものであるが、2024 年の大統領表明、それ

を受けた 2025 年 4 月の更年期に関する議会報告書に見るように、政治的な関心は高まっ

ている。議会報告書は、これからの施策について提言とそれを実現する行動を提示してお

り、更年期に関する取組の事実上のロードマップになっている。  

フランスでは、女性の健康は、女性と男性の不平等を取り除く強力なテコであるという

認識に立ち、女性と男性の間の平等に関する省庁間計画である「女性も男性も平等」に位

置づけられている。更年期について女性の寄り添いを強化することが、運用目標のひとつ

になっている。このように、更年期の取組は、ジェンダー平等政策に位置づけられてい

る。 

更年期に関しては、健康分野に特化した取組をしている。議会報告書の提言（以下「提

言」という。）を受けて、2025 年 12 月に公衆衛生法典に、更年期に関する「長時間の診

断」に疾病保険が適用される条文が新設された。「長時間の診断」は、既にある「私の予

防健康診断」に組み込まれている。同じく提言を受けて、「私の予防健康診断」の質問事

項に更年期に関するものが設けられ、更年期について健康専門職に面談したい場合は申し

込むことができる。その際の面談は通常の診断よりも長い「長時間の診断」を行い、自身

 
8  https://meassociation.org.uk/wp-content/uploads/2024/12/NHS-Wales-Womens-

Health-Plan-2025-35-Dec.24-1.pdf、簡易版

https://performanceandimprovement.nhs.wales/functions/networks-and-

planning/womens-health/wh-news/womens-health-plan-for-wales-launched/ 
9 https://www.nice.org.uk/guidance/ng23（詳しい内容はアクセスできなかった） 

https://meassociation.org.uk/wp-content/uploads/2024/12/NHS-Wales-Womens-Health-Plan-2025-35-Dec.24-1.pdf
https://meassociation.org.uk/wp-content/uploads/2024/12/NHS-Wales-Womens-Health-Plan-2025-35-Dec.24-1.pdf
https://performanceandimprovement.nhs.wales/functions/networks-and-planning/womens-health/wh-news/womens-health-plan-for-wales-launched/
https://performanceandimprovement.nhs.wales/functions/networks-and-planning/womens-health/wh-news/womens-health-plan-for-wales-launched/
https://www.nice.org.uk/guidance/ng23
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の予防個別プランを作成する。このように、定例の健康診断に更年期を組み込んで、予防

的な取組が行われている。 

また、保健高等機関は、保健省の委託を受けて、ホルモン治療の医薬品の再評価を行

い、償還について大部分好意的な意見を維持した。 

 雇用分野では、特に新たな立法はない。しかし、フランスにおいても、既存の法律の法

解釈によって更年期に対応できる場合がある。労働法典は、使用者に、安全を保障し、労

働者の心身の健康を守るために必要な措置をとることを義務づけているが、更年期は、労

働能力に影響を与える症状（疲労、ストレス、睡眠障害、筋肉の痛み）をもたらすこと等

から、労働衛生の課題ととらえられている。また、更年期は、更年期に関係する女性労働

者とその他の労働者の間に待遇の不平等をもたらすので、労働法典の間接差別と解され得

る。 

既にある「キャリア半ば診断」に更年期の課題を取り込み、職場環境の調整を行ってい

る。CFDT（フランス民主総同盟）を除いて、労働組合も使用者団体もともに更年期に関

して関心を持っていないが、主に企業レベルの労使協定により更年期休暇が制度化されて

いる事例がいくつか存在している。 

 しかし、公共部門では法的なハードルがある。女性地方公務員に対して更年期休暇を導

入するためには、導入を決定する権限を有する地方公共団体の首長の決定がなければなら

ず、たとえ地方公共団体の首長が更年期休暇の導入を決定したとしても、公務一般法典に

より、「親であること」及び「一定の家族の出来事」に関連した欠勤であることが「特別

の欠勤の特別許可」の要件となっており、更年期休暇はいずれにも該当しない。  

 情報提供については、保健・家族・自律・障害者省、全国疾病保険金庫、スポーツ・若

者・市民活動省が行っている。健康分野の情報が中心である。 

 民間では、国立フランス産婦人科医協会（アソシアシオン）が、更年期に関する臨床実

践ガイドラインを公表している。家族計画のためのフランス運動（アソシアシオン）に所

属する団体は、無料ですべての人に開かれたディスカッショングループの創設などを行っ

ている。 

 

４．アメリカ‐更年期の医学的研究では世界をリードするが、法的対応では連邦政府より

も地方政府が先行しているモデル 

 

 アメリカは、更年期の医学的研究では世界をリードし、注目されている10。連邦レベル

の更年期の医学的研究・調査は、国立衛生研究所が中心となっている。国立衛生研究所が

かかわる更年期の医学的研究として、①女性の健康イニシアティブ、②全国の女性の健康

に関する研究、③MsFLASH と MsBRAIN、④メイヨークリニックでの両卵巣摘出術に関

 
10 FPANLYTICS,The Health and Economic Impacts of Menopause,2025,p.17. 
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する研究がある11。 

「女性の健康イニシアティブ」は 1991 年に開始され、国立心臓肺血液研究所が後援す

る長期的な全国健康調査であり、あらゆる人種や社会経済的背景の閉経後の女性の改善を

目指すものである。全国 40 の臨床センターで 16 万 1,000 人以上の女性を登録し、その主

たる目的は、心臓病、乳がん、大腸がん、骨粗鬆症、閉経後の女性に多いその他の病気を

予防することを含んでいる。 

「全国の女性の健康に関する研究」は、1994 年に調査が始まった、中年期の女性の健康

についての長期的疫学的な研究である。同研究は、国立老化研究所、国立看護研究所、国

立衛生研究所、女性健康調査室、国立補完代替センターの共同の後援でなされている。初

回登録時に 42 歳から 52 歳の閉経前の女性 3,300 人以上のコーホートを対象に、年次フォ

ローアップしている。同研究は、中年期を通じて生ずる身体的、生物学的、心理的、社会

的変化を調査し、特に更年期の移行に重点を置いている。その研究の最終ゴールは、科学

者、医療提供者、女性が、中年の経験がどのように加齢期の健康や生活の質に影響を与え

るのかを学ぶことを手助けすることにある12。 

「MsFLASH と MsBRAIN」は、国立老化研究所が後援する 2 つの研究である。症状と

健康試験に関する恒久的な答えを発見する更年期戦略である MsFLASH と女性の閉経血管

運動症状と脳の老化に関する MsBRAIN は、それぞれ、更年期の身体的症状と脳の健康に

与える移行期の影響を調査する。 

「メイヨークリニックでの両卵巣摘出術に関する研究」は、両卵巣摘出術によって引き

起こされる早期閉経の影響を研究している。 

連邦レベルでは、医学的な情報は、女性健康研究室、国立がん研究所、全米補完統合研

究所、国立心臓肺血液研究所等がホームページで提供している。更年期に関する一般向け

の情報は、連邦保健福祉省の女性健康局や保健福祉省の食品医薬局13が提供している。ま

た、国立老化研究所も一般向けの情報をホームページで提供している14。いずれも You 

Tube による解説もある。 

連邦レベルでは、女性の健康に関する国家戦略は今のところないが、議会は更年期の医

学的研究には関心をもっており、2024 年 5 月 2 日に超党派で「更年期ケア及び中年の女

性健康推進法案」が上院に超党派で提出された。立法趣旨は次のようであり、アメリカの

健康分野の課題をうかがい知ることができる。「全米では、毎日 6,000 人以上の女性が更

年期になり、現在 7,500 万人の女性が、閉経移行期、更年期、又は閉経後にいる。しか

し、全米の人口の半分が実際に更年期を経験するだろうという事実にもかかわらず、更年

期研究は、長い間不十分に投資され、見過ごされてきた。今日まで、更年期及び中年期の

女性の健康問題に関する特別にフォーカスした、連邦の研究、認識、教育、アウトリーチ

 
11 Menopause & Health 
12 About SWAN - Study of Women’s Health Across the Nation 
13 https://www.fda.gov/consumers/womens-health-topics/menopause 
14 https://www.nia.nih.gov/health/menopause 

https://orwh.od.nih.gov/menopause-midlife-health#card-1292
https://www.swanstudy.org/about/about-swan/
https://www.fda.gov/consumers/womens-health-topics/menopause
https://www.nia.nih.gov/health/menopause
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のプログラムはほとんど存在しない。今日まで、更年期及び更年期ホルモン治療に関する

連邦政府による資金が提供された臨床試験は少なく、医師への更年期教育はほとんどなさ

れていない。全米の専門医学研修期間のプログラムのたった 30％が、最近の調査に沿った

公式の更年期教育を提供しているにすぎず、産婦人科研修医の 80％は、更年期を話し合う

ことに準備不足であることを認めている。」同法案は、更年期と中年期の女性の健康問題

によりよく取組むために、連邦の更年期研究、認識と教育努力、ヘルスケア労働者の研

修、公衆衛生の促進及び予防の強化並びに拡大を目指している15。健康分野に特化した法

案である。5 年間で２億 7,500 万ドルの予算を予定している。なお、同法案は、2025 年の

時点で成立していない。 

 連邦政府の施策も遅れていることは、大統領のプロジェクトで更年期に関するものは、

ごく最近しかみられないことからいえる16。 

バイデン政権下において、以下のような取組がなされた。2023 年 11 月に、大統領の権

限に基づき、「女性の健康研究に関するホワイトハウスイニシアティブに関する覚書」が

出された17。覚書は、女性の健康に関するホワイトハウスイニシアティブは、ファースト

レディのオフィスに置かれ、副大統領室、国防省、農務省、保健福祉省、国立衛生研究

所、食品薬局等がメンバーであり、連邦の女性の健康研究を推進することが使命であり、

行うことができるのは助言のみである。2024 年 3 月に、大統領令が出され、女性の健康

研究及び革新を推進するための新たな行動を公表した。大統領は、議会に対し、女性の健

康研究のための新しい資金に、大胆かつ変革をもたらす 120 憶ドルの投資をするように要

請した。2024 年 5 月 10 日、バイデン前大統領は、女性の健康に対する関心を高めるため

に、5 月 12 日から 18 日までを「全国女性の健康ウィーク」とすると宣言した。 

第 2 次トランプ政権では、更年期に関する取組としては、20 年以上枠囲い警告をしてい

たホルモン補充療法を廃止したことくらいである。 

このことの背景には、前述した 2002 年の国立衛生研究所の「女性の健康イニシアティ

ブ」によるホルモン補充療法についての研究が、高用量のホルモン補充療法の錠剤と乳が

んや心血管疾患の増加とを関連づけたところ、食品医薬局は、枠囲い警告を導入したた

め、ホルモン補充療法の処方は大幅に減少した。しかし、その後の研究で、乳がんのリス

クは当初報告されたよりも低く、多くの患者にとってホルモン補充療法の利点がリスクを

上回ることが判明した18。女性の健康イニシアティブの研究に参加した女性の平均年齢は

63 歳で、更年期を経験する女性の平均年齢を 10 歳以上上回っており、もはや一般的に使

 
15 https://www.murray.senate.gov/wp-content/uploads/2024/05/One-Pager_Menopause-

Bill_Final-1.pdf 
16 https://www.presidency.ucsb.edu/  
17 https://www.presidency.ucsb.edu/documents/memorandum-the-white-house-

initiative-womens-health-research 
18 https://petrieflom.law.harvard.edu/2024/10/16/out-of-the-shadows-menopause-and-

the-law/ 

https://www.murray.senate.gov/wp-content/uploads/2024/05/One-Pager_Menopause-Bill_Final-1.pdf
https://www.murray.senate.gov/wp-content/uploads/2024/05/One-Pager_Menopause-Bill_Final-1.pdf
https://www.presidency.ucsb.edu/
https://www.presidency.ucsb.edu/documents/memorandum-the-white-house-initiative-womens-health-research
https://www.presidency.ucsb.edu/documents/memorandum-the-white-house-initiative-womens-health-research
https://petrieflom.law.harvard.edu/2024/10/16/out-of-the-shadows-menopause-and-the-law/
https://petrieflom.law.harvard.edu/2024/10/16/out-of-the-shadows-menopause-and-the-law/
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用されていないホルモン配合を投与されていたのである。そこで、2025 年 11 月 10 日

に、食品医薬局は、ホルモン補充療法の枠囲い警告を撤廃することに着手すると公表し

た。ただし、エストロゲン単独製品については、子宮内膜がんの枠囲い警告を削除するこ

とを求めていない19。 

 雇用分野では、更年期に関する特別の立法は現時点でなされていないが、既存の立法に

よって更年期の問題を裁判で争うことはできる。たとえば、①性差別を禁止する 1964 年

公民権法第 7 編、②性差別の禁止には「妊娠、出産、または関連する状態に基づく差別」

が含まれることを明確にした 1978 年妊娠差別禁止法、③年齢を理由とする差別を禁止す

る 1967 年年齢差別禁止法、④1990 年障害のあるアメリカ人法（2008 年改正）である。

②の妊娠差別禁止法にいう「関連する状態」に更年期が含まれるのかについて、雇用機会

均等委員会のガイダンスは沈黙している。更年期を③の年齢差別禁止法の年齢と関連づけ

ることはされていない。更年期に関する雇用差別訴訟は、ほとんど①の公民権法第 7 編か

④の障害のあるアメリカ人法に基づいている。 

更年期ステレオタイプに基づく差別やハラスメントの主張は、既存するアメリカの雇用

差別の枠組みに容易に適合する。他方で、従業員の更年期症状に基づく又は関連してなさ

れる、使用者による不利益な措置を性差別として争う場合には、判決は統一されていな

い。また、裁判所は、「通常の」更年期を、障害のあるアメリカ人法にいう「障害」とす

ることに積極的ではない20。しかし、更年期に関連する重篤な症状は、合理的配慮を必要

とする医学的障害と認められる可能性があるし、手術や治療によって早期又は医学的に誘

引された更年期は、自然の更年期とは区別され、同法の保護を受け得る21。とはいえ、実

際に裁判で争って、勝訴することは少ない。 

 連邦政府の法的対応が遅れているのに対し、地方 2025 年 7 月に時点で、15 州で 20 件

以上の更年期に関する法案が提出され、10 数州で新たな立法が生まれつつある。法律の大

部分は、更年期ケアに対する保険適用、認識と教育、臨床医研修、職場の更年期に関する

ものである。 

アメリカでは、職場において更年期に対する配慮はほとんどなされていない。そこで、

ロードアイランド州は、公正雇用慣行法を改正し、全米で初めて、更年期症状を理由とす

る差別を使用者に禁止し、更年期症状を経験している労働者に合理的配慮を提供すること

を使用者に義務づけた（2025 年 6 月 24 日施行）。ロードアイランド州の法律で注目され

るのは、使用者に対し、妊娠、出産、更年期および関連する医学的状態に関して、差別を

 
19 https://www.fda.gov/news-events/press-announcements/hhs-advances-womens-

health-removes-misleading-fda-warnings-hormone-replacement-therapy 
20 Bridget J. Crawford, Emily Gold Waldman ＆ Naomi. R., WORKING THROGH 

MENOPAUSE, WASHINTON UNIVERSITY LAW REVIEW VOL.99,2022, pp.1551-

1552, p.1555, p.1556, p.1562. 
21 https://www.hrsource.org/HRS/Articles/2025/12/16/Is-Menopause-Protected-in-the-

Workplace-- 

https://www.fda.gov/news-events/press-announcements/hhs-advances-womens-health-removes-misleading-fda-warnings-hormone-replacement-therapy
https://www.fda.gov/news-events/press-announcements/hhs-advances-womens-health-removes-misleading-fda-warnings-hormone-replacement-therapy
https://www.hrsource.org/HRS/Articles/2025/12/16/Is-Menopause-Protected-in-the-Workplace--
https://www.hrsource.org/HRS/Articles/2025/12/16/Is-Menopause-Protected-in-the-Workplace--
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受けない権利および合理的配慮を受ける権利を知らせる書面を、従業員がアクセス可能な

場所に掲示する義務を課している点である。また、更年期に関する苦情は、雇用関連の苦

情申立制度の一部として扱われると考えられる。法の実効性を高める内容となっている。

ロードアイランド州に影響を受けて、フィラデルフィア市は、主要都市で初めて同様の条

例を制定した（2027 年 1 月 1 日施行）。 

 アメリカで、もうひとつ更年期に関して法的対応が必要となるのは、医療保険である。

日本のように国民皆保険により公的医療保険にすべての住民がカバーされておらず、民間

医療保険、使用者が加入する民間保険（従業員 50 人以上在籍する企業は従業員に医療保

険の提供を義務つけ）、公的な医療としてメディケア（障害者及び 65 歳以上の高齢者向

け。連邦が運営）とメディエイド（低所得者向け。連邦と州が運営）などがある22 

更年期治療に対する適用は、連邦や州の規則及び保険会社によっており、多様である。

公的プランも含めて、多くのプランは、ホルモン治療などの基礎的な更年期管理治療をカ

バーしていない。イリノイ州とルイジアナ州の 2 州は、公的及び私的保険提供者に対し

て、ホルモン及び非ホルモン治療を含む医学的に必要な更年期治療をカバーすることを義

務づけている23。さらにニュージャージー州でも、New Jersey Menopause Coverage Act

が成立し、医学的に必要な更年期前・更年期治療について健康保険カバーを求める制度が

導入された。 

 以上のほか、アメリカでは更年期に関する医療に問題があるので、臨床医の更年期研修

の強化に関する法案がカリフォルニア州とニュージャージー州で提出された24。 

 アメリカ産婦人科学会は、更年期症状に関する治療のガイドラインを出し、更年期に関

する情報提供も行っている25。民間団体である更年期協会は、ホームページで更年期に関

する情報を提供し、また、『更年期ガイドブック』を作成して販売している。女性健康研

究協会もホームページで「更年期準備ツールキット 女性のエンパワーメントガイド」を

無料で提供している。それに合わせて、YouTube の解説も提供している26。産婦人科学会

は、更年期の移行期を迎える女性たちに専門的で偏りのない科学的な根拠に基づいた情報

を与え、エンパワーする『更年期：産婦人科医があなたに知ってほしいこと』を販売して

いる。内分泌学会も、更年期に関する一般向けに情報を提供している。YouTube の解説も

ある。 

 

５．ドイツ‐国家戦略はまだないが、雇用分野に特化して官民あげて取り組むモデル 

 
22 日本貿易振興機構ニューヨーク事務所海外調査部「米国における医療保健制度の概要」

（2021）9 頁。 
23 注 10）p.18. 
24 https://edition.cnn.com/2025/07/11/health/menopause-bills-wellness 
25 https://www.acog.org/clinical/clinical-guidance/practice-

bulletin/articles/2014/01/management-of-menopausal-symptoms 
26 https://swhr.org/resources/menopause-preparedness-toolkit-video-series/ 

https://edition.cnn.com/2025/07/11/health/menopause-bills-wellness
https://www.acog.org/clinical/clinical-guidance/practice-bulletin/articles/2014/01/management-of-menopausal-symptoms
https://www.acog.org/clinical/clinical-guidance/practice-bulletin/articles/2014/01/management-of-menopausal-symptoms
https://swhr.org/resources/menopause-preparedness-toolkit-video-series/
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ドイツは、更年期に特化した立法を行っていないが、政治的な関心はもたれつつある。

2024 年 10 月に、キリスト教民主同盟とキリスト教社会同盟の党員が連邦議会に、更年期

の医学調査をより奨励し、更年期の企業の健康管理を改善する提案を行った。その内容

は、次のとおりである。①更年期に関する教授法及び意識向上の研究を強化する。②医療

支援に無料で又は低費用で容易にアクセスすることを保証する。③医学生の職業教育を強

化する。④労働条件の適応とともに、経営実践に更年期の問題を含む。⑤内分泌学の教育

内容を広げ、治療の助言をするために婦人科医が特別に報酬を受けることに配慮する。⑥

更年期の困難な段階における患者の治療について特別のコードを準備する。⑦たとえば、

内科医や整形外科医のような、医師の学際的な意識向上に取りかかる。⑧更年期の困難な

段階に対して医学的に寄り添う、よりよい内分泌学。⑨更年期の研究により一層財政支援

する。⑩国際的な先例やよりよい実践を基礎とした国家戦略を開発する27。 

⑤の「治療の助言をするために婦人科医が特別の報酬を受けることに配慮する」という

提案は、公的医療保険では医師の処方があれば更年期治療はカバーされるが、民間保険プ

ランの場合、更年期の治療の助言に対して医師が保険に請求できる額に法的な上限がある

ことからなされている。また、⑥の提案は、更年期に特化した請求コードが存在しないこ

とからなされている28。 

更年期に特化した法律は存在しないが、既存の法の解釈によって、法的対応が行われう

る。一般平等待遇法は、「人種や民族的出自、性別、宗教や世界観、障害、年齢、性的ア

イデンティティ」に基づく差別を防止することを目的とするが、更年期に基づく不利益

は、性別、年齢、（更年期症状が重い時には）障害に該当する場合は、同法によって保護

される。更年期は、性別・年齢差別の可能性を含むので、間接差別に該当する可能性もあ

る。同法は、従業員に不利益を与えることの禁止、差別禁止に違反する規定は無効である

こと、差別が契約上の義務違反であることが示されている。更年期であることにより配置

転換をしたり、パフォーマンス低下により昇進を見送ったりすることなどは、差別に該当

する。使用者は、従業員に不利益や差別が行われないような措置をとる義務がある。差別

禁止違反があった場合、使用者に対して職場環境を整えるという管理責任を問い、使用者

は被害者に対して損害賠償を支払う義務が生じる。また、差別救済機関として、連邦反差

別局（連邦家庭・高齢者・女性・青少年省の下部組織。ドイツの調査報告では「連邦反差

別機関」と訳されているが、「連邦反差別局」の訳に訂正する。一般平等待遇法を運用し

実施する機関）がある。 

ドイツでは、雇用分野において、連邦政府が資金を投入した、官民合同で行っている

「新しい労働の質イニシアティブ」が国家的プロジェクトとして稼働している。同イニシ

アティブは、ホームページに「更年期：企業はなぜこの問題に注目すべきか？」というペ

 
27 フランス議会報告書に掲載されている各国報告のうちドイツの報告 
28 注 10）pp.27-28。 
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ージを作って、情報を提供している。ほとんどすべての女性が労働生活の中で更年期を迎

えること、更年期の特徴的な症状の説明、企業が従業員に適切な支援を行うことで長く働

いてもらえること、そのために企業がなすべきことなどが示されている。企業に対して、

更年期に関する取組の解説もしている。 

また、連邦反差別局は、「職場における更年期症状」という政策文書を発表し、更年期

症状による差別のリスクと行動アプローチを提示している。同文書は、方法論的には、

2022 年にイギリス政府が公表した「更年期症状と職場」というプロジェクトに依拠してい

る。ドイツでは 900 万人以上の女性が更年期を迎え、50 歳以上の女性の 10％が更年期症

状により退職し、年間 94 憶ユーロの経済損失が見込まれるとしている。政治家、企業の

代表、労働組合、健康保険会社、NGO などの市民活動家に対して、具体的に推奨できる

行動を提示する。 

健康分野では、連邦保健省が、更年期の情報提供及び啓発をホームページで行ってい

る。なお、ドイツには更年期に関する臨床ガイドラインがあるかどうかは、ドイツ調査報

告の 5 頁によると、ドイツ更年期学会より治療ガイドラインが出されていると記述されて

いるが、2025 年発刊の他の文献では「ない」と記述されているため、有無について最終確

認ができていない。 

ベルリン法・経済単科大学と民間の保険基金が共同で、更年期の共同指針を発表してい

る。更年期の症状、専門家による多方面からの分析、労働領域における措置と責任に関す

るチェックリストも示している。ドイツ更年期学会は、一般向けの情報提供を行ってい

る。民間の企業では、労務管理についての情報提供を行う民間会社が、企業労務管理の観

点から更年期症状に着目し、労働条件改善のための教育と支援の必要性を訴えている。医

師、薬剤師、ジャーナリスト、インフルエンサー等からなる団体が、「私たちは 900 万

人」というサイトを運営し、更年期の社会的タブーを取り除くことなどを目的としてお

り、更年期政策が国家戦略となるように連邦議会議員に働きかけるメール作戦の呼びかけ

も行っている。 

 

６．4 か国調査から浮かび上がってくる更年期の課題と日本への示唆 

 

【全体的な課題】 

第１の課題は、更年期の問題の本質をどのようにとらえるのかということである。更年

期に対する社会や医療の関心が低く不可視化されていること、女性の声が反映されていな

いこと、更年期女性が職場において配慮されず離職していることなど、イギリスもフラン

スも更年期がもたらしている現状を把握して、男女間に不平等が存在するととらえ、ジェ

ンダー平等政策に更年期を含めた女性の健康を位置づけている。 

日本においても、更年期の問題の本質をどうとらえるのかがまず問われることになる。

更年期の問題は、雇用分野と健康分野の両方にまたがる分野横断的な問題であり、両分野
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をつらぬく共通の視点が必要である。イギリスとフランスは、それが「ジェンダー平等」

であった。アメリカとドイツは、更年期の問題を国家政策の中でどのように位置づけるの

かについての視点をまだ持っていない。日本においても、更年期の問題の本質をどうとら

えるのかが問われることになる。視点をもたない更年期の取組は個々ばらばらな取組にな

ってしまう可能性が高い。 

第２の課題は、更年期の取組の遅れの背景には、更年期がタブー視されていること、更

年期によって生じている様々な問題を社会が認識していないこと、更年期に対する偏見と

差別があることなどがある。このような課題を解決するためには、更年期に関する調査が

重要である。調査結果の公表によって、更年期に対する社会の関心を喚起し、その実態と

課題を社会に提示することができる。イギリスは、2010 年代に更年期に関する調査が官民

あげて行われたことが先駆的取組につながっている。また、テレビ報道も効果的である。 

【健康分野の課題】 

第３の課題は、更年期に対して、どのような医学的なアプローチをとるのかということ

である。イギリスは、ライフコースアプローチをとっている。このアプローチは、女性の

思春期から老年期までの各ステージを包括的にとらえる。ライフコースの観点は、一定の

疾病が生じるリスクを減らす早期の介入の可能性を提供するとされている29。対比される

アプローチは、ひとつのライフステージのひとつの疾病への介入に集中する疾病志向アプ

ローチである。予防や早期介入を重視する観点からは、ライフコースアプローチには大き

な利点がある。日本は、健康日本 21（第三次）において、女性の健康関係については、ラ

イフコースアプローチを採用しているが、十分とはいえない。イギリスの取組を参考に、

更年期を含めた女性の健康に関して、よりきめ細かなライフコースアプローチを検討して

はどうだろうか。 

第４の課題は、更年期の知識が女性にも医療関係者にも不足していることである。女性

に対する一般的な医学知識の情報提供が必要であり、いずれの国も官民によって情報提供

が行われている。同時に医療関係者への情報提供と教育・研修が不可欠である。いずれの

国も更年期治療において医師の知識不足や教育・研修不足があることが指摘されている。

日本における更年期治療に問題があるのかどうか、あるとすればどのような問題か、医学

教育や研修において更年期の問題は十分に取り上げられているのか、などの点検が求めら

れよう。 

【雇用分野の課題】 

第 5 の課題は、フランスのように、労使ともに更年期の問題に関心がないために取組が

なされないということである。労使、特に使用者が、更年期の問題は人事管理上及び経営

 
29 Royal College of Obstetricians ＆ Gynaecologists, Better for Women, Better for 

women,2019,p.28. 

 

 



資料１ 

40 
 

上問題であることを理解しなければ、職場における更年期の取組は進まない。そのために

は、更年期がもたらしている生産性への影響や離職などの実態を調査によって明らかにす

ることが必要である。また、更年期による経済的損失の数字を調査によって明らかにする

ことも効果的である。経済的損失の数字は、フランス以外の国は既に算出しており、日本

も既に経済産業省により算出している。あとは使用者に数字を示して経営課題であること

の理解をいかに浸透させていくかである。 

 第 6 の課題は、解釈により既存の法律で更年期に対応できる場合、使用者にそのことを

どのようにすれば理解してもらえるのかということである。いずれの国も、既存の法律の

解釈で更年期の問題の一部は対応することができる。しかし、使用者がそのことを理解し

ていない場合がある。イギリスは、平等法がどのような場合に更年期症状に適用されるの

かという行政解釈を示すガイダンスを平等人権委員会が出している。このようなガイダン

スは他の 3 か国では見られないが、更年期に対する使用者の理解と更年期にある女性労働

者への対応を促すものとして評価することができる。 

日本でも、たとえば、女性活躍推進法の一般事業主行動計画で、「職場における女性の

健康上の特性に係る取組」をすることが望ましいとされ、そのような取組は、新たに設け

られた「えるぼし認定プラス」の要件となっているが30、「女性の健康上の特性」に更年期

が含まれることは、パンフレットには記載がなく、通達を見ないとわからない31。既にあ

る法制度で更年期に関しても利用できる場合には、そのことの説明があれば使用者も対応

することができる。 

【更年期の取組を進める手法】 

第 7 の課題は、更年期の取組をどのような手法をもって進めるのかということである。

イギリスは、雇用分野において、新たな立法により、職場における更年期支援のアクショ

ンプランの策定と公表を使用者の法的義務とするというハードローの手法をとった。立法

事実と立法意思があったからといえる。しかし、イギリスにおいても、政府は、更年期を

平等法の新たな保護特性として追加することや、複数の差別が交差・重複する差別類型を

認めることには消極的である。既存の法の解釈によって、更年期に対する対応が可能な場

合は、問題がない限り、新たな立法は考えなくてよいだろう。 

また、更年期の取組を始めたばかりのドイツに見るように、ガイダンスやチェックリス

トなどのソフトローの手法をとることは現実的な対応といえるだろう。 

第 8 の課題は、更年期の問題は、雇用分野と健康分野という異なる分野にかかわるの

で、政策的な連携が必要であるということである。イギリスの更年期タスクフォースのよ

うに、政府横断的な組織と会合の開催は効果的である。日本の場合、同じ厚生労働省が所

管する問題なので、連携しやすいと考えられる。また、連携は、公と民間の間でもなされ

ることが効果的である。 

 
30 https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001663919.pdf 
31 https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001658359.pdf 

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001663919.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001658359.pdf
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更年期障害に関するイギリスの法制度、施策等－最終報告－  

（ 「更年期症状を有する女性労働者の健康増進に資する知見の収集と整理のための

研究」令和 7 年度厚生労働科学研究費補助金女性の健康の包括的支援政策研究

事業）  

日本大学法学部  藤井直子  

 

Ⅰ はじめに 

イギリスでは、近年、更年期障害に伴う様々な課題が、健康・保健分野における男女

格差の一因にあると捉え、この格差解消に向けた取組を推進している。また、更年期障

害が仕事などの社会生活に与える影響や、それに伴う職場での不利益取扱いや差別

といった問題への社会的関心も高まっている。 

2010 年代以降、官民問わず、更年期に関連する調査が実施され、そのなかでは、

更年期に関する理解度や、更年期障害の経験の有無と症状、更年期が労働へ与える

影響などが確認されてきた。そして、それらの調査からは、職場での更年期障害に関す

る理解不足や適切な支援の欠如、いじめや嫌がらせ、不適切な労務管理や不当な懲

戒にまでつながっている実態も明らかになっている 32。さらに、更年期障害を理由に、

100 万人近くの女性が離職しているとの報告もある33。 

また、更年期の女性は偏見（スティグマ）にさらされることが多く、年齢差別や性差別

的な職場環境のなかでは、精神的にも肉体的にも一層強い負担を強いられているとの

指摘もある34。 

イギリス政府は、健康・保健、雇用、社会の各分野におけるジェンダーギャップ解消

への取組を推進しており、女性の更年期障害に伴う諸課題がジェンダーギャップ要因の

1 つであると位置づけ、政府主導による様々な関連調査や政策を進めている。  

たとえば、2019 年にイギリス政府が公表した政策文書「あらゆる分野でのジェンダー

平等を目指すロードマップ」では、働く女性たちの約 47％が更年期障害を経験すると

指摘しつつ、この点を将来の職場の不平等解消に向けて取り組むべき課題の 1 つであ

ると示した35。 

 
32 Department for Education, The effects of menopause transition on women’s 

economic participation in the UK （Research paper by Joanna Brewis, 

Vanessa Beck, Andrea Davies and Jesse Matheson） , 2017 ほか。  
33 BUPA, ‘Written Evidence from BUPA [MEW0046] ’, evidence submitted to 

Women and Equalities Committee Inquiry into Menopause and the 

Workplace,  2021 

<https://committees.parliament.uk/writtenevidence/39244/pdf/ > 2025 年 11 月

最終アクセス  
34 L. A. Whiley et al., ‘“A part of being a woman, really”: Menopause at work 

as “dirty” femininity ’, 2022, Gender, Work & Organization Volume 30, Issue 

3, 897-916. 
35 HM Government, Gender equality at every stage: a roadmap for change , 

https://committees.parliament.uk/writtenevidence/39244/pdf/
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さらに、更年期に関連する法制度としては、2024 年に発足した労働党政権のもと、

2025 年 12月に「2025 年雇用権利法（Employment Rights Act 2025） 」が成立し、

それに伴い、2010 年平等法に更年期の労働者にかかわる新たな規定が加わることとな

った。一定規模以上の使用者に対し、更年期を迎える労働者支援策を含む「平等アク

ションプラン」策定の義務づけである。 

本報告では、イギリスにおける更年期関連の主な施策や法制度の内容、また、民間

企業や組織における取組例を明らかにする。  

 

Ⅱ イギリスにおける更年期を取り巻く主な社会状況・調査  

⚫ 2015 年、英国国立保健医療研究所（The National Institute for Health 

and Care Excellence）が更年期ガイドラインを公表 36（最新版は 2024 年 11 月

版）  

⚫ 2017 年 7 月、教育省が、女性の経済参加における更年期の影響に関する調査

報告「The effects of menopause transition on women’s economic 

participation in the UK」を公表 37  

⚫ 2017 年 8 月、BBC が「BBC 更年期」Menopause and Me と題するドキュメンタ

リーを放送 38  

⚫ 2018 年 10 月 18 日世界更年期デー、市民（Diane Danzebrink 氏、自身が更

年期障害経験者であり、Menopause Support という非営利組織を創設）がオン

ライン署名「更年期を社会みんなの問題に」（＃Make Menopause Matter）サイ

トを立ち上げキャンペーン開始  

⚫ 2019 年、英国人事開発協会（CIPD）による調査 39  

同調査は、オンラインインタビューを用いて実施。45 歳から 55 歳までの女性労

働者 2010 人から有効回答を得ている。また、2019 年 3 月にフィールドワーク

での調査も実施した。  

同調査により、  

 
CP140, 2019.  
36 NICE, ‘Menopause: identification and management’ 

<https://www.nice.org.uk/guidance/ng23> 2025 年 11 月最終アクセス  
37 Department for Education・前掲注 1）  
38 The Guardian, Interview ‘I just coped’: Kirsty Wark on breaking the 

silence about menopause, 16 Apr 2017  

<https://www.theguardian.com/society/2017/apr/15/menopause -kirsty-wark-

breaking-the-silence>; BBC, ‘One-Kirsty Wark: The Menopause and Me’, 28 

Aug 2019 <https://www.bbc.co.uk/programmes/b08ndjfw> 共に 2025 年 11 月最

終アクセス  
39 UK Parliament, ‘Menopause and the workplace’  

<https://committees.parliament.uk/work/1416/menopause -and-the-

workplace/news/> 2025 年 9 月最終アクセス  

https://www.nice.org.uk/guidance/ng23
https://www.theguardian.com/society/2017/apr/15/menopause-kirsty-wark-breaking-the-silence
https://www.theguardian.com/society/2017/apr/15/menopause-kirsty-wark-breaking-the-silence
https://www.bbc.co.uk/programmes/b08ndjfw
https://committees.parliament.uk/work/1416/menopause-and-the-workplace/news/
https://committees.parliament.uk/work/1416/menopause-and-the-workplace/news/
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①閉経期の女性（通常 45～55 歳）の 5 人に 3 人が、職場で悪影響がある  

②約 90 万人の女性が閉経期の症状（更年期症状）を理由に、一定期間、仕

事から離れている  

との結果となった。  

 

⚫ 2022 年、Fawcett Society による調査「Menopause and the Workplace」 40  

同調査は、2,000 人以上の更年期の女性を対象に実施された。  

同調査により、  

①77%が更年期症状（一般的な症状として、日中のほてりや寝汗、睡眠障害、

不安や抑うつ、気分の落ち込みなどの気分の変化、記憶力や集中力の低下

など）のうち 1 つ以上の「非常につらい」経験をしていた  

②69%が更年期関連の不安や抑うつを、84%が睡眠障害を、73%がブレインフ

ォグ（脳のもやもや）を、経験していた  

③44%が仕事上の能力への影響があった 

④61%が症状による仕事への意欲喪失があった  

⑤52%が自信喪失があった  

との結果となった。  

 

⚫ 2023 年、英国人事開発協会（CIPD）による 2 度目の調査 41  

同調査は、オンラインで実施。40 歳から 60 歳までの女性労働者 2,185 人から

有効回答を得ている。年齢、就労状況、就労地域に基づき回答者の分布を調

整。2023 年 5 月にフィールドワークでの調査も実施した。  

女性たちが経験した更年期症状の種類と仕事への影響を分析し、職場での支

援の効果の違いと、健全な職場文化を構築することの重要性を探ったもの。  

同調査により、  

①73％が更年期症状を経験する  

②最も多かった症状は、気分の乱れ、不安、抑うつ、記憶障害、パニック発作、

自信喪失、集中力の低下といった精神的なもの  

③②の症状を 2/3（67％）の女性が経験している  

④2/3（約 67％）が、仕事上で主に悪影響があった  

⑤悪影響があったと回答した女性のうち、79％が集中力の低下、68％がストレ

 
40 A. Bazeley et al., ‘Menopause and the Workplace’, 2022 

<https://www.fawcettsociety.org.uk/Handlers/Download.ashx?IDMF=9672cf45

-5f13-4b69-8882-1e5e643ac8a6> 2025 年 10 月最終アクセス  
41 CIPD, ‘Menopause in the workplace’ , 2023 

<https://www.cipd.org/uk/knowledge/reports/menopause -workplace-

experiences/> 2025 年 10 月最終アクセス  

https://www.fawcettsociety.org.uk/Handlers/Download.ashx?IDMF=9672cf45-5f13-4b69-8882-1e5e643ac8a6
https://www.fawcettsociety.org.uk/Handlers/Download.ashx?IDMF=9672cf45-5f13-4b69-8882-1e5e643ac8a6
https://www.cipd.org/uk/knowledge/reports/menopause-workplace-experiences/
https://www.cipd.org/uk/knowledge/reports/menopause-workplace-experiences/
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スの増加、ほぼ半数（ 49％）が顧客や同僚に対する忍耐力の低下、46％が

業務遂行に必要な身体的な能力の低下を感じている  

⑥上記のような更年期症状の結果、回答者の半数以上（ 53％）が、更年期症

状のために出勤できなかった時期があった 

との結果となった。  

 

Ⅱ 法律  

１．概要  

2026 年 1 月現在、イギリスにおける更年期に関する法制度として、更年期を迎える

労働者支援に関するアクションプラン策定義務（雇用主）を挙げることができる。同制度

は、2025 年 12 月に成立した「 2025 年雇用権利法（ Employment Rights Act 

2025） 」による 2010 年平等法（Equality Act 2010）の改正によって、新たに規定され

るもので、2027 年から、250 人以上の労働者を雇用する使用者は、同アクションプラン

を策定し公表することが義務づけられる。 

なお、これは、あくまで雇用主に対し、更年期に関連して職場環境の整備を働きかけ

るものであり、更年期症状を有する労働者に、特定の権利を付与する、または、保護を

与えるものではない。また、現時点のイギリスでは、そうした権利や保護を与える法律は

制定されていない。 

他方で、前述の 2010 年平等法および労働安全衛生法（Health and Safety at 

Work etc. Act 1974）は、条文上で、更年期を対象とする明示的な保護はないものの、

更年期に関連する行為や状況に、法が対応し得る場合がある。 

 

２．各法制度  

（１）雇用主のアクションプラン策定・公表義務－ 2010 年平等法（Equality Act 2010）

改正－  

同義務は、政府が掲げた「働きがいのある仕事の実現（Make Work Pay） 」計画の

もと、2025 年 12 月 18 日に成立した 2025 年雇用権利法（Employment Rights Act 

2025）による 2010 年平等法の改正で加えられる。これにより、平等法上に新たに 78A

条「平等アクションプラン（“equality action plan”）」が規定される。 

この平等アクションプランの規定（ 78A 条）は、雇用権利法が目指す公正な処遇や

男女平等を実現するための、方策のひとつに位置づけられている42。 

雇用主に義務づける平等アクションプランの内容は、「男女賃金差への対策」と「更

 
42 Department of Business and Trade, ‘Factsheet: Employment Rights Act 

2025 –Overview’ 

<https://assets.publishing.service.gov.uk/media/696fabb3c0f4afaa9536a0f2/em

ployment-rights-act-2025-overview-factsheet.pdf> 2026 年 1 月最終アクセス  

https://assets.publishing.service.gov.uk/media/696fabb3c0f4afaa9536a0f2/employment-rights-act-2025-overview-factsheet.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/media/696fabb3c0f4afaa9536a0f2/employment-rights-act-2025-overview-factsheet.pdf
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年期を迎える従業員への支援」の 2 点であり、雇用主はこれらの行動計画を策定し公

表しなければならない。同義務は、一定規模以上（ 250 人以上の労働者を雇用する）

の雇用主が対象となる。  

また、同義務違反に対する制裁や強制執行については、78A 条 7 項に置かれ、同

義務不遵守に対する強制執行を許容すると定められた。ただし、同改正に伴う規則等

が未制定のため、現時点では、詳細は明らかではない。  

なお、政府は様々な雇用上の労働者保護を、雇用権利法を通じて段階的に実施し

ていくものと説明しており、同義務に関する平等法改正は、今後実施される。段階的な

施行は、雇用主である企業や労働者自身にとって、新たな法に向けた準備のための時

間を確保するためでもある。 

2026 年 2 月時点で公表されている情報 43によると、2026 年 4 月には、雇用主は平

等アクションプランを任意で策定し、政府のポータルサイト上で公表することができる。

2027 年中には、雇用主の義務として施行される。  

 

（参考）条文一部抜粋  

2025 年雇用権利法  

33 条  平等アクションプラン（“equality action plan”）  

1 項  2010 年平等法は以下のように改正される。  

2 項  第 5 編（労働）の第 3 章（労働条件の平等）において、第 78 条の後に

次の文言を挿入する。  

2010 年平等法  

平等アクションプラン  

第 78A 条  平等アクションプラン  

1 項  規則は使用者に次の事項を義務づけることができる。  

（ a）  使用者が、男女平等に関する所定の事項に関して労働者に対して講

じている措置を示す計画（「平等アクションプラン」）を定め、公表すること  

（b）  当該計画に関する所定の情報を公表すること  

（略）  

4 項  したがって、男女平等に関する事項とは、次の事項が含まれる。  

 
43 GOV-UK, ‘Policy paper-Plan to Make Work Pay and Employment Rights 

Act: timeline update’,  11 February 2026 

<https://www.gov.uk/government/publications/implementing -the-plan-to-

make-work-pay-and-employment-rights-act/plan-to-make-work-pay-and-

employment-rights-act-timeline-update> 2026 年 2 月最終アクセス、Menopause 

Friendly, ‘Menopause Action Plans: why every employer must act now’, 2 

January 2026 <https://menopausefriendly.co.uk/menopause -action-plans-why-

every-employer-must-act-now/> 2026 年 1 月最終アクセス  

https://www.gov.uk/government/publications/implementing-the-plan-to-make-work-pay-and-employment-rights-act/plan-to-make-work-pay-and-employment-rights-act-timeline-update
https://www.gov.uk/government/publications/implementing-the-plan-to-make-work-pay-and-employment-rights-act/plan-to-make-work-pay-and-employment-rights-act-timeline-update
https://www.gov.uk/government/publications/implementing-the-plan-to-make-work-pay-and-employment-rights-act/plan-to-make-work-pay-and-employment-rights-act-timeline-update
https://menopausefriendly.co.uk/menopause-action-plans-why-every-employer-must-act-now/
https://menopausefriendly.co.uk/menopause-action-plans-why-every-employer-must-act-now/
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（a）  男女間の賃金差への対策、および  

（b）  更年期を迎える従業員への支援  
 

 

（２）2010 年平等法（Equality Act 2010）の対象となり得る場合  

同法は、9 つの保護特性（年齢、障害、性別再指定、婚姻・民事的パートナーシップ、

妊娠・出産、人種、宗教・信仰、性別、性的指向）を明記し、これらを理由とした差別、

ハラスメント、報復的取扱いを禁止する。すなわち、同法のもとでは、障害、年齢、性別

などの保護特性に基づく差別、ハラスメント、報復行為から保護される。対象となる領域

は、サービス、公的機能のほか、不動産、労働、教育、結社（ association）であり、サ

ービスには、公的・私的の両方を含む（行為準則 2011:1.23）。 

「更年期」自体は同法の保護特性ではないが、更年期に関連しつつ、性別や年齢、

障害を理由に不利益な取扱いや差別等が行われる場合には、平等法違反に該当し得

る。 

また、同法は、雇用主に対し、障害者への合理的調整（ reasonable adjustment）

義務を課している。更年期症状が女性労働者の日常的な業務遂行能力に長期的か

つ重大な影響を及ぼすような場合、それは障害とみなされる可能性があり、雇用主が合

理的調整を行わない場合には平等法違反に該当し得る44。 

こうした同法と更年期との関係については、2022 年に政府が発表した政策文書 45の

なかでも言及されており、同文書のなかでも、同法は「更年期」を保護事由として明示し

ていないものの、性別、年齢、障害はいずれも、更年期の労働者を不当な取扱いから

守り得る保護特性であると説明されている。  

こうした点を踏まえ、政府としては、「更年期」を新たな保護特性として追加することや、

複数の差別が交差・重複する差別類型を認めることには消極的である。また実際に、

近年の裁判例において、2010 年平等法の保護事由の範囲内で、更年期に関連して

差別等の申立がなされていることも、指摘されている46。  

 
44 平等人権委員会（EHRC）が 2024 年に発表した、職場での更年期障害に関する使用

者ガイダンス（Menopause in the workplace: Guidance for employers、最新版は

2025 年 8 月改定）では、更年期症状が「障害」とみなされ得ると説明している。  
45 Department for Works and Pensions, ‘Menopause and the Workplace: How 

to enable fulfilling working lives: government response’, 2022 

<https://www.gov.uk/government/publications/menopause -and-the-workplace-

how-to-enable-fulfilling-working-lives-government-response/menopause-and-

the-workplace-how-to-enable-fulfilling-working-lives-government-response> 

2026 年 1 月最終アクセス  
46 雇用審判所において、更年期に関連する事案が増加しており、2017 年には 5 件、

2021 年には 23 件であると言う（D. Murray, ‘Tribunals Triple in Less than 2 

Years’ Menopause Experts’, 1 June 2022  
<https://menopauseexperts.com/tribunals -triple-in-less-than-2-years> 2025 年

11 月最終アクセス）。  

https://www.gov.uk/government/publications/menopause-and-the-workplace-how-to-enable-fulfilling-working-lives-government-response/menopause-and-the-workplace-how-to-enable-fulfilling-working-lives-government-response
https://www.gov.uk/government/publications/menopause-and-the-workplace-how-to-enable-fulfilling-working-lives-government-response/menopause-and-the-workplace-how-to-enable-fulfilling-working-lives-government-response
https://www.gov.uk/government/publications/menopause-and-the-workplace-how-to-enable-fulfilling-working-lives-government-response/menopause-and-the-workplace-how-to-enable-fulfilling-working-lives-government-response
https://menopauseexperts.com/tribunals-triple-in-less-than-2-years
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他 方 で 、 下 院 に設 置 さ れ た女 性 ・ 平 等 委 員 会 （ Women and Equalities 

Committee, WEC ） や 平 等 人 権 委 員 会 （ Equality and Human Rights 

Commission, EHRC）からは、更年期の女性労働者の保護を確保するために、年齢

と性別という 2 つの保護特性の結合差別の申立を認めるよう、未施行の同法 14 条の

施行を主張する提案もある（ 2022 年、女性・平等委員会報告書「Menopause and 

the workplace」ほか）。また、ヨーク大学 Sue Westwood 教授は、更年期障害は年齢

差別や性差別、障害差別が交差する形で、職場において深刻な不平等につながって

いると指摘している47。 

また、2010 年平等法の新たな保護特性の 1 つとして、新たに「更年期」を追加する

提案もある（2022 年、女性・平等委員会報告書「Menopause and the workplace」

ほか）。 

 

（３）1974 年労働安全衛生法（Health and Safety at Work etc. Act 1974）の対象

となり得る場合  

同法は労働者の健康（healthy）、安全（ safety）および福祉（welfare）を確保する

ため（1 条）、イギリスにおける安全な労働環境を規定する主要な法律であり、雇用主、

労働者、特定の自営業者等がそれぞれ負う一般的な義務を規定している（ 2 条以下）。

なかでも雇用主は、自ら雇用する労働者だけでなく、事業所内で働く派遣労働者や自

営業者等を含む人々の、職場における「健康、安全、福祉」を保護しなければならない。  

したがって、同法のもとで雇用主は、更年期症状のある労働者に対しても、職場にお

ける「健康、安全、福祉」の保護義務を負うものと、解釈されている。 

なお 、これら使 用 者 の義 務 は、 「 合 理 的 に実 行 可 能 な範 囲 （ so far as is 

reasonably practicable） 」で求められるものであり、使用者は、たとえば、安全対策に

要するコストがそれによってもたらされるリスク低減の効果に見合わないとの主張をするこ

とができる。ただし、安全対策のコストが単に高額であると主張するだけで、この義務を

免れるわけではない。 

 

 

 

Ⅲ 国・行政機関による施策や事業、ガイドライン等  

１．概要  

更年期に関連して、イギリス政府・行政機関は、雇用分野と健康・保健分野という 2

つの大きな柱に沿って、政策を進めていると言える。 

雇用分野での政策は、更年期にある、またはこれから更年期を迎える労働者への支

 
47 Sue Westwood, ‘A bloody mess? UK regulation of menopause discrimination 

and the need for reform’, J. Law Soc. 2024; 51:104 –129.  
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援が欠如していたこと、そして、それが雇用分野における男女の不平等の一因でもある

ことを前提としている。 

健康・医療分野での政策は、男女間には長く健康格差があること、そして、それには

更年期が関わる課題が関わることを前提としている。 

また、いずれの分野においても、更年期に関わる課題の克服は、男女平等の実現へ

の道であるとともに、経済成長にもつながることだと理解されている。  

以下では、イギリス政府が行ってきた更年期に関する主な政策を、公表された年順に

確認する。 

なお、主に関連する分野を【雇用】【健康】【雇用／健康】の別で付す。  

（※特に、【健康】分野の英単語等は専門性が高く、資料として用いる場合は原典を確

認いただきたい。）  

 

２．政府・行政機関の政策など  

（１） 【雇用／健康】 2019 年 7 月、政府平等局（Government Equalities Office）に

よる「 男女平等に関する変革のためのロードマップ（ Gender equality at every 

stage: a roadmap for change） 」 4 8の発表  

本ロードマップは、未だにイギリスで残るジェンダーギャップを解消するために、幼少期

から退職期まで、あらゆる段階での男女平等を目指し、取り組むべき 8 つの主要課題と、

課題克服のために政府がすべきことを示している。 

当時の Penny Mordaunt 平等局長は、男性と比べて女性のほうが高い資格を有し

て労働市場に入るようになっていること、他方で女性の平均時給が男性より低いこと、女

性が家事育児などの無償労働を担いやすいこと、そして、パートタイム労働者は男性の

3 倍、私的年金への貯蓄額も男性より少ないこと、を指摘し、すべての人が自らの能力

を十分に発揮できるよう「ジェンダー平等を推進することは、イギリスの未来への道筋」で

あると述べている。 

そのうえで、教育の場や働く場、家族等のケアに関する方法等の選択に対し、性別

による制限があるべきではなく、今後、労働市場への参加、科学技術分野の資格、そし

て、賃金等における各ジェンダー差を縮小できれば、イギリスの経済規模は 2030 年ま

でに約 2％、すなわち 550 億ポンドの経済成長につながるとの試算も示されている49。 

同ロードマップのなかでは、不平等という課題克服のために政府がすべき 8 つの施策

が挙げられており、そのなかの１つが更年期女性を含めた課題である。具体的には、  

①妊娠・出産差別やハラスメント、賃金の不平等などに関わる法整備やガイダンスの  

 
48 HM Government・前掲注 4）  
49 UK Girl Guiding, ‘Girls ’ Attitudes Survey: 2017’,  

<https://www.girlguiding.org.uk/globalassets/docs -and-resources/research-

and-campaigns/girls-attitudes-survey-2017.pdf> 2025 年 12 月最終アクセス  

https://www.girlguiding.org.uk/globalassets/docs-and-resources/research-and-campaigns/girls-attitudes-survey-2017.pdf
https://www.girlguiding.org.uk/globalassets/docs-and-resources/research-and-campaigns/girls-attitudes-survey-2017.pdf
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策定、情報収集・検討  

②思春期から更年期までの、女性の生涯にわたるリプロダクティブ・ヘルス向上のた  

めに効果的な施策に関するエビデンスの収集  

③イングランド公衆衛生局（Public Health England）と連携し、女性のリプロダクテ  

ィブ・ヘルスに関するアクションプランの実施  

などが、未来に向けた女性を支援するための基盤つくりであるとして、提示された。  

 

（２）2019 年 10 月、ACAS がホームページ上で、職場での更年期にある労働者に対

処する雇用主向けのアドバイスを公開（最新版は 2024 年 11 月）  

助 言 ・ あっ旋 ・ 仲 裁 機関 ACAS （ Advisory, Conciliation and Arbitration 

Service）は、オンラインサイト上において、職場での更年期労働者のサポートのための

ガイダンスを公開している。2024 年 11 月の最新のガイダンスでは、サポートの段階を 4

段階に分類し、①更年期障害の影響を管理するために、②更年期のあらゆる段階にあ

る労働者をサポートするために、③職場での会社や上司、労働者との間の更年期に関

するコミュニケーションおよび職場でのサポート情報共有のために、④更年期にある労働

者が支援を受ける方法・支援の手順や整備および紛争解決のために、として、各ペー

ジで、使用者に向けた意識啓発や情報提供、関連するアドバイスを行っている50。 

また、①から④の各項目ページでは、より詳細な情報を得るためのリンクも掲載されて

いる。たとえば、①の「更年期症状の影響の管理」の項目上では、更年期や更年期症

状に関する医学的な情報について国民保健サービス（NHS）へのリンク 51があり、また、

②「更年期のあらゆる段階にある労働者をサポート」の項目上では、職場環境の安全性

評価の詳細について安全衛生庁（Health and Safety Executive,  HSE）へのリンク

52が貼られている。 

 

（３） 【健康】 2021年 3月、保健相と患者の安全・自殺予防・メンタルヘルス担当相は、

政府主導の女性健康戦略に関するパブリックコメントを実施  

政府は、後述の女性の健康戦略を策定するにあたり、2021 年 3 月から 6 月にかけ

てパブリックコメントを実施した。受付期間の 14 週間の間に、イギリス全土から 110,123

件の回答と、医療や介護分野等の組織・専門家からは 400 件を超える書面意見が集

 
50 ACAS, ‘Menopause at work-Managing the menopause’ 

<https://www.acas.org.uk/menopause -at-work> 2025 年 12 月最終アクセス  
51 NHS, ‘Overview-Menopause’ <https: //www.nhs.uk/conditions/menopause/ > 

2026 年 1 月最終アクセス  
52 HSE, ‘Managing risks and risk assessment at work’ 

<https://www.hse.gov.uk/simple-health-safety/risk/index.htm> 2026 年 1 月最

終アクセス  

https://www.acas.org.uk/menopause-at-work
https://www.nhs.uk/conditions/menopause/
https://www.hse.gov.uk/simple-health-safety/risk/index.htm
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まった53。  

なお、この約 10 万件の回答結果は、2021 年 12 月に保健省から「Results 

of the ‘Women’s Health –Let's talk about it’ survey」として公表された。

この資料は次の URL から確認できる。  

<https://assets.publishing.service.gov.uk/media/61c30d1a8fa8f54c0d154

34f/results-of-the-womens-health-lets-talk-about-it-survey.pdf> 

そして、医療や介護分野等の団体・専門家からの 400 を超える書面意見は、

2022 年 4 月 、同 じ く保 健 省 から 「 Results of the written evidence 

submitted by organisations and experts to inform the Women’s  Health 

Strategy for England」として公表された。この資料は次の URL から確認でき

る。 

<https://assets.publishing.service.gov.uk/media/6255a278e90e0729f440

0c1b/Womens_Health_Strategy_written_responses_from_organisations_

and_experts.pdf> 

 

（４） 【雇用】2021 年 7 月、議会下院の「女性・平等委員会」は、更年期が雇用に与え

る影響に関する調査を開始 5 4。 

のちに、この結果を踏まえ、更年期障害と職場環境委員会（Menopause and the 

workplace  Committee）が報告書「Menopause and the workplace」（2022 年）

を公表した（後述（ 10））。 

 

（ ５ ） 【 雇 用 ／ 健康 】 2021 年 10 月 、更 年期 タスクフォース （ UK Menopause 

Taskforce）設置を発表  

（2022 年、保健省（DHSC）が中心となって上記タスクフォースの初会合） 55  

タスクフォースの構成員として、イングランド、スコットランド、ウェールズ、北アイルランド

各担当大臣と臨床医（ senior clinicians）が出席し、政府横断的に更年期対策を検

討する会合を開始した。 

たとえば、更年期治療へのアクセス向上や意識の向上、グッドプラクティスの共有、職

 
53 GOV-UK, ‘Policy paper-Our Vision for the Women’s Health Strategy for 

England’, 23 December 2021 

<https://www.gov.uk/government/publications/our -vision-for-the-womens-

health-strategy-for-england/our-vision-for-the-womens-health-strategy-for-

england> 2026 年 1 月最終アクセス  
54 House of Commons, Women and Equalities Committee, Menopause and the 
workplace First Report of Session 2022–23, 2022, HC 91.  
55 DHSC, ‘Press release-Nation unite to tackle menopause taskforce’, 3 

February 2022 <https://www.gov.uk/government/news/nations -unite-to-tackle-

menopause-taskforce> 2025 年 11 月最終アクセス  

https://assets.publishing.service.gov.uk/media/61c30d1a8fa8f54c0d15434f/results-of-the-womens-health-lets-talk-about-it-survey.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/media/61c30d1a8fa8f54c0d15434f/results-of-the-womens-health-lets-talk-about-it-survey.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/media/6255a278e90e0729f4400c1b/Womens_Health_Strategy_written_responses_from_organisations_and_experts.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/media/6255a278e90e0729f4400c1b/Womens_Health_Strategy_written_responses_from_organisations_and_experts.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/media/6255a278e90e0729f4400c1b/Womens_Health_Strategy_written_responses_from_organisations_and_experts.pdf
https://www.gov.uk/government/publications/our-vision-for-the-womens-health-strategy-for-england/our-vision-for-the-womens-health-strategy-for-england
https://www.gov.uk/government/publications/our-vision-for-the-womens-health-strategy-for-england/our-vision-for-the-womens-health-strategy-for-england
https://www.gov.uk/government/publications/our-vision-for-the-womens-health-strategy-for-england/our-vision-for-the-womens-health-strategy-for-england
https://www.gov.uk/government/news/nations-unite-to-tackle-menopause-taskforce
https://www.gov.uk/government/news/nations-unite-to-tackle-menopause-taskforce
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場等における更年期に関する話題のハードルを下げ、今なお残るタブーやスティグマの

解消など、更年期を取り巻く諸課題に取り組むことは、誰もがより健康で幸せな生活を

送るための取組の一環だと位置づけられていた。 

この検討会議は、保健省が中心となっているが、雇用関連の大臣も加わっており、更

年期における職場支援についても、検討された。  

 

（ ６ ） 【健康】 2022 年、英国医薬品・医療製品規制庁（Medicines & Healthcare 

products Regulatory Agency, MHRA） 5 6による、パブリックコメント実施 5 7  

局 所 型 のホルモン補 充 療法 （ hormone replacement therapy, HRT ） 製 品

Gina 58の、販売方法の再検討（販売方法の変更）に関するパブリックコメントの実施

（Gina を処方箋医薬品（POM）から薬局医薬品（P）へと変更すること）。  

・期間は 2022 年 2 月 2 日から 2022 年 2 月 23 日  

・なお、ヒト用医薬品委員会（Commission on Human Medicines, CHM） 59は本製

品を薬局医薬品として販売可能であると助言している。 

（前提となる内容）  

医薬品の販売方法は、①処方箋必須（POM）、②薬局で購入（P）、③その他

店舗で購入（GSL）に分かれる。そして、販売方法変更（「スイッチング」）の検討

では、MHRA は、i）外部専門家による委員会からの助言、 ii）医療に関する専門

家および分類変更の影響を受ける人々からの助言、 iii）パブリックコメントを実施

する。  

また、医薬品が POM から P へ分類変更となる場合は次の条件を充足しなけ

ればならない。  

・医師の監督なしに使用した場合、正しく使用されたとしても、直接的または間接

 
56 MHRA は、イギリスにおいて医薬品及び医療機器等に関する規制機関（  

GOV-UK, ‘Medicines and Healthcare products Regulatory Agency -About us’ 

<https://www.gov.uk/government/organisations/medicines -and-healthcare-

products-regulatory-agency/about> 2025 年 11 月最終アクセス）。  
57 MHRA, ‘Consultation outcome-Proposal to make Gina 10 microgram 

vaginal tablets (Estradiol) available from pharmacies’,  20 July 2022 

<https://www.gov.uk/government/consultations/consultation -on-proposal-to-

make-gina-10-microgram-vaginal-tablets-estradiol-available-from-

pharmacies/proposal-to-make-gina-10-microgram-vaginal-tablets-estradiol-

available-from-pharmacies> 2025 年 11 月最終アクセス  
58 Gina は、50 歳以上で、少なくとも 1 年間月経がない、閉経後の女性におけるエストロ

ゲン欠乏による症状治療に使用されるもの（MHRA・同上）。  
59 CHM は、医薬品の安全性、有効性および品質に関し、大臣に助言を行う  

（GOV-UK, ‘Press release-Easier access to locally-applied HRT to treat 

postmenopausal vaginal symptoms in landmark MHRA reclassification’, 20 

July 2022 <https:/ /www.gov.uk/government/news/easier -access-to-locally-

applied-hrt-to-treat-postmenopausal-vaginal-symptoms-in-landmark-mhra-

reclassification> 2025 年 11 月最終アクセス）。  

https://www.gov.uk/government/organisations/medicines-and-healthcare-products-regulatory-agency/about
https://www.gov.uk/government/organisations/medicines-and-healthcare-products-regulatory-agency/about
https://www.gov.uk/government/consultations/consultation-on-proposal-to-make-gina-10-microgram-vaginal-tablets-estradiol-available-from-pharmacies/proposal-to-make-gina-10-microgram-vaginal-tablets-estradiol-available-from-pharmacies
https://www.gov.uk/government/consultations/consultation-on-proposal-to-make-gina-10-microgram-vaginal-tablets-estradiol-available-from-pharmacies/proposal-to-make-gina-10-microgram-vaginal-tablets-estradiol-available-from-pharmacies
https://www.gov.uk/government/consultations/consultation-on-proposal-to-make-gina-10-microgram-vaginal-tablets-estradiol-available-from-pharmacies/proposal-to-make-gina-10-microgram-vaginal-tablets-estradiol-available-from-pharmacies
https://www.gov.uk/government/consultations/consultation-on-proposal-to-make-gina-10-microgram-vaginal-tablets-estradiol-available-from-pharmacies/proposal-to-make-gina-10-microgram-vaginal-tablets-estradiol-available-from-pharmacies
https://www.gov.uk/government/news/easier-access-to-locally-applied-hrt-to-treat-postmenopausal-vaginal-symptoms-in-landmark-mhra-reclassification
https://www.gov.uk/government/news/easier-access-to-locally-applied-hrt-to-treat-postmenopausal-vaginal-symptoms-in-landmark-mhra-reclassification
https://www.gov.uk/government/news/easier-access-to-locally-applied-hrt-to-treat-postmenopausal-vaginal-symptoms-in-landmark-mhra-reclassification
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的に、人の健康に害を及ぼす可能性が低いこと  

・一般的に正しく使用されること（すなわち、頻繁に、あるいは広く誤用されることが

ない）  

・医薬品の効果または副作用について、さらに調査が必要な物質またはその調剤

を含んではならない  

・通常、医師によって注射（非経口投与）用の処方がないこと  

（さらに、医薬品が P から GSL へ分類変更となるには、当該医薬品が薬局以外

の販売店においても合理的な安全性（ reasonable safety）を確保して販売され

得ることを証明しなければならない。「合理的な安全性」とは、「健康への危害、誤

用の危険性、および当該医薬品の取扱いについて特別な注意事項が少なく、か

つ、より広範な販売が購入者にとって便利となる場合」である。  

 

→パブリックコメント結果： 1229 の回答、うち 88％以上が分類変更に賛成。 

 

（ ７ ） 【 健康 】 2022 年 6 月、ウィメンズ・ヘルス・アンバサダー（Women’s Health 

Ambassador）の任命 6 0  

イングランドでは 2022 年、女性の健康に関する意識向上と、政府が進める「女性の

健康戦略」を推進する「ウィメンズ・ヘルス・アンバサダー」が任命された（ 2021 年に政

府が行った男女間の健康格差に関するパブリックコメントの結果、多くの女性が医療機

関の対応や対処に不十分さや不安を感じていた）。 

初代は、産婦人科医の Dame Lesley Regan 氏。彼女は 42 年のキャリアのなかで、

特に、女性の生理不順や流産、更年期障害等への関心が深く、国際産婦人科連合

（ International Federation of Gynecology and Obstetrics , FIGO）の名誉幹事

や 英 国 王 立 産 科 婦 人 科 学 会 （ Royal College of Obstetricians and 

Gynaecologists, RCOG）の前会長（2016－2019 年）などを歴任している。彼女のこ

うした経験をもとに、政府や健康サービス関連組織、慈善団体等の関係組織と協力し、

女性の健康戦略を推し進め、健康分野におけるジェンダー格差の解消が期待されてい

る。 

本アンバサダー任命に際し、保健相（Health and Social Care Secretary ）の 

Sajid Javid 氏は、健康戦略の推進は、社会のあらゆる場面における平等の達成にと

って不可欠であり、また、女性特有のこうした健康課題への理解や支援は、女性の健康

とウェルビーイングにとっても、経済全体の健全性にとっても、大切なことであると説明し

た。 

 
60 GOV-UK, ‘Press release-Dame Lesley Regan appointed Women’s Health 

Ambassador’, 17 June 2022 <https://www.gov.uk/government/news/dame-

lesley-regan-appointed-womens-health-ambassador> 2026 年 1 月最終アクセス 

https://www.gov.uk/government/news/dame-lesley-regan-appointed-womens-health-ambassador
https://www.gov.uk/government/news/dame-lesley-regan-appointed-womens-health-ambassador
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2024 年、Dame Lesley Regan 氏は、アンバサダーに再任されている61。 

なお、スコットランドでは、2023 年 1 月に、スコットランド初の女性の健康推進担当官

（Women’s Health Champion）として、エディンバラ大学教授で生殖医療に尽力して

いる医師 Anna Glasier 氏が任命されている62。 

 

（８） 【健康】2022 年 7 月、英国医薬品・医療製品規制庁（MHRA）は同年 9 月から、

低用量ホルモン補充療法（HRT）製品を、処方箋なしに薬局で入手できるようになると

発表 6 3。イギリスで初めての措置。 

分類変更の決定にあたっては、前述の MHRA による安全性審査、ヒト用医薬品委

員会（CMH）による助言、およびパブリックコメントの実施を経ている（前述（6） ）。また、

政府（UK regulator）は、患者、薬剤師、処方医にくわえて、英国王立産科婦人科学

会（Royal College of Obstetricians & Gynaecologists）、性とリプロダクティブ・ヘ

ルス部門（Faculty of Sexual & Reproductive Healthcare）、英国薬局方委員会

（British Pharmacopoeia Commission）、英国更年期学会（British Menopause 

Society）といった幅広い関係者からの意見を募った。  

処方箋なしでの入手対象薬は、Gina10 マイクログラム膣内錠（エストラジオール含

有）。対象者は閉経後 50 歳以上で少なくとも 1 年間月経がない女性。 

薬局では薬剤師が助言および必要な情報を女性に提供し、そうした情報に基づき、

女性が選択できるよう確保するものとされた。 

このホルモン補充療法（HRT）の入手が安易になったことで、更年期症状を抱える数

十万人の女性が恩恵を受けたと報告されている64。 

 

（９） 【健康】2022 年 7 月、政府はイングランドにおける今後 10 年間の女性の健康戦

略を発表（同年 8 月に修正・更新） 6 5  

 
61 GOV-UK, ‘Press release-Health Secretary announces new women's health 

priorities for 2024’, 17 January 2024 

<https://www.gov.uk/government/news/health -secretary-announces-new-

womens-health-priorities-for-2024> 2026 年 1 月最終アクセス  
62 Scottish Government,  ‘News-Women’s Health Champion appointed’, 26 

January 2023 <https://www.gov.scot/news/womens-health-champion-

appointed/> 2026 年 1 月最終アクセス  
63 Gov-UK・前掲注 28）  
64 GOV-UK, ‘Press release-Government appoints first Menopause 

Employment Champion to improve workplace support’, 6 March 2023 

<https://www.gov.uk/government/news/government-appoints-first-menopause-

employment-champion-to-improve-workplace-support> 最終アクセス 2025 年 12

月  
65 GOV-UK, ‘Policy paper Women’s Health Strategy for England’,  

20 July 2022 <https: //www.gov.uk/government/publications/womens -health-

strategy-for-england> 2025 年 10 月最終アクセス  

https://www.gov.uk/government/news/health-secretary-announces-new-womens-health-priorities-for-2024
https://www.gov.uk/government/news/health-secretary-announces-new-womens-health-priorities-for-2024
https://www.gov.scot/news/womens-health-champion-appointed/
https://www.gov.scot/news/womens-health-champion-appointed/
https://www.gov.uk/government/news/government-appoints-first-menopause-employment-champion-to-improve-workplace-support
https://www.gov.uk/government/news/government-appoints-first-menopause-employment-champion-to-improve-workplace-support
https://www.gov.uk/government/publications/womens-health-strategy-for-england
https://www.gov.uk/government/publications/womens-health-strategy-for-england
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前述のパブリックコメント（前述（ 3） ）実施後、本健康戦略が発表された。 

同発表においては、これまで女性の流産や更年期障害といった女性特有の問題へ

の注目が不十分であること、女性の声が十分に反映されていない事例があまりに多い

事実（「女性が人口の 51％を占めるにもかかわらず、歴史的に医療・介護システムは男

性によって男性のために設計されてきたことが指摘され、この「男性をデフォルトとする」

アプローチの存在）が示され、女性の健康戦略はこうした事実をふまえ、思春期から成

人期、老年期に至るまでの女性・少女ライフコース全体の健康が中核であり、このライフ

コースを通じて変化する健康等のニーズをすべての人や組織が理解することが重要で

あると指摘された。 

また、健康戦略のこのライフコースアプローチは、すでに世界保健機関（WHO）や英

国王立産科婦人科学会（RCOG）でも採用されている66。本戦略はこのアプローチに基

づき、女性の健康へ早期に介入・支援することで、負の結果を防ぎ、長期にわたる健康

状態の改善と、生きていく上での全体的な質の向上につなげたいと考えている。  

健康戦略の例としては、たとえば、国民保健サービス（NHS）ウェブサイトでの女性の

健康情報リニューアル、医療分野におけるトラウマインフォームドケア 67に関する定義づ

け、重要な研究への女性の参加促進計画などが挙げられている。 

また、本戦略を通じ、今後 10 年以内に、イングランドで達成すべき 6 つの目標として、

以下を示した。 

①すべての女性と少女の健康状態の向上  

②医療・介護システムがすべての女性と少女と関わり、その声に耳を傾ける方法の根本

的な改善  

①②を達成するために：  

③ライフコースアプローチの採用  

④女性の生涯にわたる健康政策とサービスへの注目  

⑤ハイブリッド型サービスと包括型サービスを最良の方法（ベストプラクティス）として定着  

⑥政策決定および医療・介護システムのあらゆるレベルにおいて、女性の声と経験の反

映を強化  

 

なお、同様の健康戦略は、スコットランドでは 2021 年に公表され68、ウェールズでは

 
66 たとえば、英国王立産科婦人科学会による 2019 年の報告書「Better for Women」

によれば、（RCOG, ‘Better for Women’, 2019）は、ライフコースアプローチの必要性を

強調し、健康状態への予防的介入を重視している。  
67 トラウマインフォームドケアとは「トラウマに関する心理教育をおこない、こころのケガをして

いることに気づき、適切な対処法を学ぶことによって安全感や安心感を高めるアプローチ」

のこと（こども家庭庁「わたしに何が起きているの？～自分についてもっとわかるために～支

援者用ガイド」（2020 年）4 ページなど）。  
68 Scottish Government,  ‘Women’s Health Plan’,  2021 
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2022 年に声明の形で出されている69。 

 

（１０） 【雇用／健康】 2022 年 7 月、イギリス議会下院の更年期障害と職場環境委員

会（Menopause and the workplace  Committee）による報告書「Menopause and 

the workplace」 7 0の公表  

本報告書は、健康、雇用、法律の各分野に関し、委員会が調査結果を示しながら、

政府への提言をまとめたものである。 

①前提  

人口の 51％が、加齢に伴い避けることのできない「更年期」を経験する。しかし、これ

までの長い間、更年期にある人々が、社会的な偏見や不適切な診断と治療、職場での

差別や不利益に苦しめられてきた。これを無視してはならない。  

 2021 年には議会において、世界更年期デー（World Menopause Day）についての

率直な議論がなされた。私たちを取り巻く、こうした状況の変化があることは喜ばしいこと

である。しかしながら、不平等な状況を克服する道のりはまだまだ長く、政府はこの点を

見失ってはならない。 

 

②健康分野  

更年期を取り巻く偏見は、とくに、若年女性や民族的マイノリティの人々、そして、性

的少数者といった特定の集団に対して強く見られる。女性が更年期に経験する苦痛な

どの症状は、ただ受け入れるものだと考えられており、また、ホルモン療法の費用やその

供給不足の課題、医師の診断や治療法への不信感もある。  

こうした問題に対処するためには、大規模なキャンペーンとホルモン療法に関する正

しい情報提供、薬の処方料の変更などが必要である。 

また、GP（家庭医）が、更年期女性の最初の相談相手となることから、医師たちが、

更年期に対処する自信と十分なスキルを備えていることが極めて重要である。したがっ

て、医師の初期研修と、CPD（継続的な職能開発） 71において、更年期に関する事項

 

<https://www.gov.scot/publications/womens-health-plan/> 2025 年 12 月最終ア

クセス  
69 Welsh Government, ‘Quality statement for women and girls ’  health 

<https://www.gov.wales/quality-statement-women-and-girls-health-html> 

2025 年 12 月最終アクセス  
70 House of Commons・前掲注 23）  
71 CPD とは、各分野の専門家が自らの能力開発やスキル向上のために行う学習活動を

指す。健康・医療の分野に関する CDP 研修等を実施している専門団体や協会は 30 以

上を数える。一般的に、医師、外科医、内科医は、5 年間で最低 250 時間、平均年間 50

時間の CPD を完了することが求められているという。詳細は次を参照。The CPD 

Certification Service, ‘CPD for Doctors, Surgeons and Physicians’,  31 October 

2018 <https:/ /www.cpduk.co.uk/news/cpd-for-doctors-surgeons-physicians>）

2026 年 1 月最終アクセス  

https://www.gov.scot/publications/womens-health-plan/
https://www.gov.wales/quality-statement-women-and-girls-health-html
https://www.cpduk.co.uk/news/cpd-for-doctors-surgeons-physicians
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を必須項目とすることも提案する。そして、2024 年までに、あらゆる地域で更年期の専

門医や専門家からのサービスを受けられるようにすべきであり、この点を更年期タスクフ

ォース（前述（5） ）は優先事項とすべきである。  

 

③雇用分野  

現在、更年期にある年齢の女性は、過去に類のないほど就業を継続しており、労働

力のなかで最も急速に増加している年齢層である。経験豊富な労働者である彼女たち

が、更年期障害に対するサポートをほとんど受けていないことは珍しくなく、なかには、勤

務時間の短縮や責任ある仕事からの離脱、また、離職に至る者もいる。  

雇用主が、更年期の労働者に対してできることや、すべきことは数多くあり、そうした

支援を怠る場合、または、彼女たちに対して懲罰的な行動をとる場合には、訴訟で差

別を争われるリスクとなるだろう。それはまた、企業の評価や評判を落とし、優秀な女性

人材の流出を招き、企業業績の悪化にもつながり得る。  

政府は、企業への支援を積極的に進める立場にあり、更年期アンバサダーを任命し、

企業や労働組合、支援団体等とも協力し、雇用主への意識啓発と、グッド・プラクティス

（好事例）やガイダンスの普及・促進を進めるべきである。  

くわえて、政府は、モデルとなるような更年期政策を示すべきであり、同政策には、労

働者が合理的配慮その他の支援を求める方法や、柔軟な勤務形態に関するアドバイ

ス、更年期症状のための病気休暇、研修や支援体制的な企業文化を構築するための

規定などが、最低限必要である。政府には、女性が更年期に関連する疾病で職を失う

ことがないような政策を求める。 

 

④法律分野  

現行法は、更年期の女性を保護するものではない。法は、妊娠や出産に関する差別

から女性を保護している一方で、すべての女性が経験する更年期については、保護し

ていない現状にある。また、雇用主は、労働安全衛生法および 2010 年平等法におけ

る更年期に関連する内容について、十分な知識や理解がないうえ、女性が更年期に関

連して差別を受けたとしても、現行法には差別を受けた女性に対する適切な救済措置

も用意されていない。 

したがって、本報告書の雇用主への提言は、そうした法的救済を必要とする女性を

減らすことを目指している。また、法による保護や支援を必要とする女性は、より良いセ

ーフティーネット（保護）を必要としており、2010 年平等法（未施行の）第 14 条を施行

し、複数の保護特性に基づく二重差別の申立を認めるよう、政府に求める。また、同時

に、2010 年平等法において、更年期を新たな保護特性として認めること、および、更年

期の労働者に対する使用者の合理的調整義務を創設することを含めて、早急な検討

が必要である。 
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更年期は長い間、無視され、ないものとされてきた。女性の健康問題や加齢に関する

事柄は、恥ずべきことではなく、更年期を経験する女性への支援は、個人にとってだけ

でなく、経済および社会にとっても意味のあることである。  

 

（ １ １ ） 【 雇 用 】 2023 年 政 府 は 、 「 更 年 期 雇 用 推 進 担 当 官 （ Menopause 

Employment Champion ） 」 を設置 7 2 （ 2024 年からは「更年期雇用アンバサダー

（Menopause Employment Ambassador）」 ）  

イングランドでは、2023 年、更年期における雇用課題に対処し、雇用を推進する担

当官（Menopause Employment Champion）として、Helen Tomlinson 氏が任命さ

れた。 

議会下院の報告書「Menopause and the Workplace」（前述（10））でも同推進担

当の設置が提案されており、政府はこれを実現すると回答していた。  

任命された Helen Tomlinson 氏は、採用や人事部門での 30 年のキャリアを持ち、

人材サービス会社（Adecco Group）の人事部門のトップであった。また、自らの職場に

おいて、更年期に関する方針の策定と導入に尽力した経験がある。この推進担当とし

て、政府の関連機関と連携しながら、企業経営者等に対し、職場での更年期方針の策

定を推し進めること、職場で可能なグッドプラクティスを推進すること、更年期に関する問

題についての意識を向上させることなどが期待された。  

また、本推進担当として、任命から半年後の世界更年期デー（ 10 月 18 日）に報告

書「No Time to Step Back」をまとめ、公表している73。 

同報告書では、この半年間の更年期雇用推進としての活動内容（メディアインタビュ

ーによる広報、政府等関連機関との連携（CIPD や ACAS 等との連携協定や BSI と

の協力関係なども含む）、講演、雇用主との面談・事実調査など）に関する報告ととも

に、雇用における更年期に関する推進に向けた 4 つの計画（①企業間でのベストプラク

ティスの共有ポータルの開始、②全国規模の相談支援プログラム、③更年期フレンドリ

ーな雇用主間全体で優秀な人材確保のための支援体制、④女性の就労環境改善の

ための情報共有）が示された。 

なお、①や②は業種別でのプログラムとして開始し、まずはサービス業や小売業、製

造業やケア産業等に焦点を当てることが計画されている。  

さらに、いくつかの企業のベストプラクティスについても、同報告書のなかで公表してい

る（Lloyds Banking Group、Tesco、Unilever、Whitbread、Aviva UK などの各

 
72 GOV-UK・前掲注 33）  
73 GOV-UK, ‘Policy paper-No Time to Step Back: the government’s 

Menopause Employment Champion’, 18 October 2023 

<https://www.gov.uk/government/publications/no -time-to-step-back-the-

governments-menopause-employment-champion/no-time-to-step-back-the-

governments-menopause-employment-champion> 2026 年 1 月最終アクセス  

https://www.gov.uk/government/publications/no-time-to-step-back-the-governments-menopause-employment-champion/no-time-to-step-back-the-governments-menopause-employment-champion
https://www.gov.uk/government/publications/no-time-to-step-back-the-governments-menopause-employment-champion/no-time-to-step-back-the-governments-menopause-employment-champion
https://www.gov.uk/government/publications/no-time-to-step-back-the-governments-menopause-employment-champion/no-time-to-step-back-the-governments-menopause-employment-champion
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社）。 

また、2024 年 3 月には、任命から 1 年の成果と進捗を政府文書として公表した74。 

その後、雇用権利法案の提出・審議に進むにあたり、Helen Tomlinson 氏の役割

を引き継ぐ形で、 2024 年に Mariella Frostrup 氏が更年期雇用アンバサダー

（Menopause Employment Ambassador）に就任した。同氏は、長年、女性の権利

と男女平等を掲げた活動に尽力してきたジャーナリストである。同アンバサダーとして、ウ

ィメンズ・ヘルス・アンバサダーの Dame Lesley Regan 氏との協力関係を築き、女性の

健康推進と更年期支援の拡充が期待されている75。 

 

（１２） 【雇用】2024 年 2 月、平等人権委員会（EHRC）は、職場での更年期障害に関

する使用者ガイダンス（Menopause in the workplace: Guidance for employers）

を発表 7 6。最新版は、2025 年 8 月改訂版 7 7。 

本ガイダンスは、平等人権委員会によって策定されたもので、更年期症状のある労

働者を支援する上で、雇用主に、2010 年平等法に基づく法的義務等の理解を促進

するためのものである。 

まず、本ガイダンスでは、更年期症状が、2010 年平等法上の保護事由である「障害」

とみなされる可能性があること（当該症状が女性の日常的な活動の能力に対し、長期

的かつ重大な影響を及ぼしている場合）、またその場合には、雇用主は 2010 年平等

法に基づき、当該女性に合理的調整を行い、差別をしてはならないことを説明している。 

また、同法のもとにおいては、更年期症状のある労働者が、更年期症状に関連して、

年齢や性別を理由に差別や不利な取扱い、ハラスメントを受けないよう保護され得るこ

と、そして、公平でインクルーシブな職場環境を確保するために、雇用主が同ガイドライ

ンを丁寧に検討し、自らの職場をガイダンスが示す方針やグッドプラクティスに沿うものと

するよう、EHRC は本ガイダンスを通して推奨している。 

そして、同ガイダンスは、EHRC のサイト上で公開されているが、そのなかで、使用者

への理解の助けとして、法律の内容や職場でのコミュニケーションの進め方などを、各数

 
74 DWP, Shattering the Silence about Menopause:12 -Month Progress Report, 

2024. 
75 GOV-UK, ‘Press release-Women’s health campaigner Mariella Frostrup 

appointed as Government Menopause Employment Ambassador’, 18 October 

2024 <https:/ /www.gov.uk/government/news/womens-health-campaigner-

mariella-frostrup-appointed-as-government-menopause-employment-

ambassador> 2026 年 1 月最終アクセス  
76 EHRC, ‘News-Regulator provides advice for employers on menopause and 

the Equality Act’, 21 February 2024 

<https://www.equalityhumanrights.com/media -centre/news/regulator-

provides-advice-employers-menopause-and-equality-act> 2025 年 12 月最終アク

セス  
77 EHRC, Menopause in the workplace:  Guidance for employers , 2024.  

https://www.gov.uk/government/news/womens-health-campaigner-mariella-frostrup-appointed-as-government-menopause-employment-ambassador
https://www.gov.uk/government/news/womens-health-campaigner-mariella-frostrup-appointed-as-government-menopause-employment-ambassador
https://www.gov.uk/government/news/womens-health-campaigner-mariella-frostrup-appointed-as-government-menopause-employment-ambassador
https://www.equalityhumanrights.com/media-centre/news/regulator-provides-advice-employers-menopause-and-equality-act
https://www.equalityhumanrights.com/media-centre/news/regulator-provides-advice-employers-menopause-and-equality-act
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分の動画にまとめて、説明している。この動画については、後述する（Ⅳ．国・行政機関

等での啓発資料やガイドライン等内）。 

 

（１３） 【雇用】2025 年 4 月、経済界、医療分野、法務分野の専門家らによる、更年期

諮問グループ（Menopause Advisory Group）の設置 7 8  

同グループは、さまざまな分野の専門家で構成され、更年期を迎える労働者に対し

て雇用主がなし得る支援をさらに検討、強化するために、専門的な見地から更年期雇

用アンバサダー（前述（ 11） ）に情報を提供する役割を担う。 

この専門家による諮問グループの構成員は、たとえば、次のような組織から選ばれて

いる（2025 年 4 月時点）。 

製薬会社ジェネラルマネージャー、エネルギー会社 COO、英国更年期学会（British 

Menopause Society）会長。カウンティ警視、NHS 開業医（更年期専門医）、TV 放

送サービス会社人事部長、労働組合会議（ TUC）平等担当、英国中小企業連全国

女性リーダー など。 

 

（１４） 【健康】2025 年 10 月、更年期に関する項目を、定期健診に組み込むことを発

表  

保健省（Department of Health and Social Care, DHSC）の発表 79によれば、

無料の国民保健サービス（NHS）の定期健診において、更年期に関する質問項目を

追加するという。これにより、更年期に関する必要な支援を受けられる女性は、英国全

土で 500 万人以上になると予測されている。  

国民保健サービスの定期健診は、40 歳から 74 歳までの間に、5 年ごとに無償で提

供されており、これまで、心臓病や脳卒中、2 型糖尿病、腎臓病などのリスクのある人を

発見することを目的としていたもので、ここに、更年期障害に対するサポートを必要とす

る人を発見することも加えられることとなった。  

この新たな取組は、政府が進める新たな「女性の健康戦略 （ Women's Health 

Strategy） 」の一環でもある80。同戦略は、すべての女性が健康を維持するための機会

 
78 GOV-UK, ‘Press release-Menopause Employment Ambassador partners 

with industry leaders to support women to stay in work’,  25 April 2025 

<https://www.gov.uk/government/news/menopause -employment-ambassador-

partners-with-industry-leaders-to-support-women-to-stay-in-work> 2026 年 1

月最終アクセス  
79 DHSC, ‘Press release Major NHS update brings menopause into routine 

health checks’, 23 October 2025 <https://www.gov.uk/government/news/major -

nhs-update-brings-menopause-into-routine-health-checks>  
80 DHSC, ‘Press release Government announces Women's Health Strategy to 

be renewed’, 23 October 2025 

<https://www.gov.uk/government/news/government-announces-womens-

health-strategy-to-be-renewed> 2026 年 1 月最終アクセス  

https://www.gov.uk/government/news/menopause-employment-ambassador-partners-with-industry-leaders-to-support-women-to-stay-in-work
https://www.gov.uk/government/news/menopause-employment-ambassador-partners-with-industry-leaders-to-support-women-to-stay-in-work
https://www.gov.uk/government/news/major-nhs-update-brings-menopause-into-routine-health-checks
https://www.gov.uk/government/news/major-nhs-update-brings-menopause-into-routine-health-checks
https://www.gov.uk/government/news/government-announces-womens-health-strategy-to-be-renewed
https://www.gov.uk/government/news/government-announces-womens-health-strategy-to-be-renewed
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の不平等を解消し、女性の健康の向上を目指しているもので、この定期健診への更年

期に関する項目追加は、2026 年度中に実施されると見られている81。 

 

Ⅳ 国・行政機関以外での啓発資料やガイドライン等  

１．概要  

イギリス社会では更年期やその課題に関する関心が高まっており、英国規格協会を

はじめ、女性や女性労働者、高齢女性などをサポートする非営利組織などが、雇用主

や労働者、社会に向けたガイドラインの提示や情報提供、啓発など、多様な取組を行

っている。 

また、2026 年 1 月現在、平等法上のアクションプラン策定義務は未施行であるもの

の、これまでに、企業や組織自身が任意で、更年期フレンドリーの認証を受ける、更年

期への取組を誓約する、あるいは、更年期支援のガイドラインを策定する、といった取組

も実施されている。 

 

２．更年期支援のためのガイドライン、認証制度、誓約プログラム等－社会への提案  

（１）英国規格協会（British Standards Institution, BSI）による更年期に関する標

準規格  

2023 年 5 月、英国規格協会は、「職場における月経、月経衛生、更年期障害に関

する標準規格ガイド（ BSI Standards Publication, Menstruation, menstrual 

health and menopause in the workplace – Guide） （BS 30416:2023）」 82を公開

した83。 

同規格は、職場で月経や更年期を経験している労働者を支援するための実践的な

指針を示すもので、物理的な作業環境の変更や職場環境の調整に関するグッドプラク

ティス（たとえば、身体的な回復や症状改善のための静かな場所の提供、個々での冷

風機や暖房器具の使用許可、湿度や照明の調整など）や、組織における規則やガイド

ラインの見直し・新たな策定（公平で一貫性を備え、管理職、労働者がともに、更年期

等の十分な理解と支援を進めるもの）の提案、職場におけるガイドライン等に沿った健

全な職場環境整備や更年期等にある労働者に適した柔軟な働き方（昼休みの分割や

 
81 BBC, ‘Menopause screening to be included in NHS health checks from next 

year’, 23 October 2025 <https://www.bbc.com/news/articles/cq50z185d78o> 

2026 年 1 月最終アクセス  
82 BSI, BS 30416 - Menstruation, Menstrual Health and Menopause in the 
Workplace,  2023.  
83 なお、本文書では、更年期を指す語として「閉経周辺期／閉経期

（peri/menopause） 」が使用されている。この点について、「更年期（menopause） 」は医

学的定義では、閉経周辺期（perimenopause）、閉経期（menopause）、閉経後期

（post-menopause）を区別するが、本文書では閉経移行期の全体を示すためであると説

明されている（p.1）。  

https://www.bbc.com/news/articles/cq50z185d78o
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始業・終業時間の柔軟化、特別な休暇の創設など）の必要性や例などが、具体的に

提示されている。 

たとえば、業務の特性別（移動や身体的活動を伴う仕事、移動のない仕事、身体的

負担のかかる仕事、対外的な仕事）に、職場環境の調整の例を一覧にしたものなどもま

とめられて示されている（同標準規格 16 ページ）。 

また、ガイド冊子の最後には、5 つの付録として、次のような資料が加えられている。 

付録 A：月経期と更年期の健康に関する参考資料  

付録 B：人事担当および上司のための参考資料  

／（付）環境整備（調整）のための評価基準とモニタリングのための一般的な例  

付録 C：本ガイド推奨事項に基づく内部評価チェックリストサンプル  

／（付）内部評価点検のためのチェックリストサンプル（組織の規模や業務の性   

質、組織の構造等にあわせて、変更可能）  

付録 D：採用における考慮事項と（月経や更年期による）障壁軽減の方策  

／（付）障壁軽減の方策例  

付録 E：職場文化の変革を促進するための取組  

この標準規格の公開から 2 年ほどの間に、同規格をダウンロードした国は 140 か国

以上にのぼるとされる（中小企業からグローバル企業まで 1 万以上の組織に及ぶという）

84。イギリスでは、同国を代表する小売大手で従業員の 70％が女性である Marks & 

Spencer（マークス＆スペンサー）や通信大手 Virgin Media O2 などでも、同規格が

採用されている85。 

また、英国規格協会および国際標準化機構（ International Organization for 

Standardization, ISO）によれば、この BS 30416 規格をもとにした国際標準規格の

開発が進んでおり、2026 年中には ISO/DIS45010 として、公表される予定である86。 

 

 

 
84 Menopause Friendly UK, ‘Celebrating a milestone in workplace support  

for menstruation and menopause’, 27 May 2025 

<https://menopausefriendly.co.uk/celebrating -a-milestone-in-workplace-

support-for-menstruation-and-menopause/> 2026 年 1 月最終アクセス  
85 BSI, ‘Menopause and Talent Retention: How Organizations Can Make a 

Difference’ <https://hcms.bsigroup.com/en/insights -and-

media/insights/blogs/menopause-and-talent-retention-how-organizations-can-

make-a-difference/> 2026 年 1 月最終アクセス  
86 2026 年 4 月に公表予定とされている（BSI, ‘BS ISO 45010 Occupational health 

and safety management – Menstruation, menstrual health and menopause in 

the workplace – Guidance’  

<https://standardsdevelopment.bsigroup.com/projects/2024 -00780> 2026 年 1

月最終アクセス）。また、現時点では、この国際規格において、男性更年期障害は対象外

である。  

https://menopausefriendly.co.uk/celebrating-a-milestone-in-workplace-support-for-menstruation-and-menopause/
https://menopausefriendly.co.uk/celebrating-a-milestone-in-workplace-support-for-menstruation-and-menopause/
https://hcms.bsigroup.com/en/insights-and-media/insights/blogs/menopause-and-talent-retention-how-organizations-can-make-a-difference/
https://hcms.bsigroup.com/en/insights-and-media/insights/blogs/menopause-and-talent-retention-how-organizations-can-make-a-difference/
https://hcms.bsigroup.com/en/insights-and-media/insights/blogs/menopause-and-talent-retention-how-organizations-can-make-a-difference/
https://standardsdevelopment.bsigroup.com/projects/2024-00780
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（ ２ ） Henpicked による民 間 認 証 制度 「 更 年 期 フレンド リー認 証 （ Menopause 

Friendly Accreditation） 」  

同制度は、2021 年に、Henpicked 社（関連会社 Menopause in the Workplace

社）が、法律や人事、医学等の専門家による認証選定委員会をつくり、認証を始めたも

のである。 

Henpicked 社は、41 歳以上の女性を対象に、女性たちが互いに助け合い、人生を

幸せで充実なものとするためのさまざまな情報と議論の場を提供している、イギリスのウェ

ブサイト事業者の 1 つである。更年期に関する事業は同社の事業の 1 つであり、関連

会社である Menopause in the Workplace 社が実施している。 

認証のためのチェックリストには、具体的な例示とともに、たとえば以下の点が挙げら

れている87。 

① 更年期に関する支援指針やガイダンスを文書として公開することおよび内容の

適切性  

② 更年期についてオープンに話せる職場環境やネットワークの構築  

③ 管理職や職場の更年期支援チームが、更年期に関する適切な知識とスキルを

備えていること 

④ 労働者が職場において健康支援を受けられること 

⑤ 職場での服装指定が更年期に配慮した調整可能なものであること  

⑥ 職場環境（室内環境や設備）が症状を悪化させない配慮があること  

2021 年以来、これまでにこの認証を受けた企業や組

織は 600 を超え、たとえば、HSBC 銀行やユニリーバ、

ブリティッシュ・エアウェイズのほか、Manchester City 

Council や Department for Education などの公共

機 関 も 、同 認 証 を受 けてい る 88 。 こ れ ら 組 織 は 、

Menopause in the Workplace 社 が 運 営 す る

Menopause Friendly UK のホームページ上で公開されている89。また、認証組織は、

認証されたことを示す、右図の認証印 90（badge）を使用できる。 

たとえば、HSBC 銀行は、同社ホームページ上のニュースレターで認証を受けたこと

 
87 Henpicked, ‘How menopause friendly is your organisation?’ 

<https://menopausefriendly.co.uk/wp-content/uploads/2024/04/Menopause-in-

the-Workplace-checklist-356-1.pdf> 2026 年 1 月最終アクセス  
88 Menopause Friendly UK, ‘Menopause Friendly members’  

<https://menopausefriendly.co.uk/our -members/> 2026 年 1 月最終アクセス  
89 Menopause Friendly UK, ‘Menopause Friendly  membership’  
<https://menopausefriendly.co.uk/membership -and-accreditation/#menopause-

friendly-membership> 2026 年 1 月最終アクセス  
90 Menopause Friendly UK, ‘Celebrating accredited menopause friendly 

employers’ <https://menopausefriendly.co.uk/> 2026 年 1 月最終アクセス  

更年期フレンドリー認証
印  

https://menopausefriendly.co.uk/wp-content/uploads/2024/04/Menopause-in-the-Workplace-checklist-356-1.pdf
https://menopausefriendly.co.uk/wp-content/uploads/2024/04/Menopause-in-the-Workplace-checklist-356-1.pdf
https://menopausefriendly.co.uk/our-members/
https://menopausefriendly.co.uk/membership-and-accreditation/#menopause-friendly-membership
https://menopausefriendly.co.uk/membership-and-accreditation/#menopause-friendly-membership
https://menopausefriendly.co.uk/
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を報告し、この認証印を掲載している91ほか、2023 年に同認証を受けた Fujitsu UK

では、同社の 2022-2023 年ビジネスレポートのなかで、この認証印を使用している92。 

また、政府が任命している「更年期雇用アンバサダー」も、BSI 規格の活用やこの更

年期フレンドエリー認証を通じた職場の環境整備を推奨している。  

 

（ ３ ）Wellbeing of Women による「職場における更年期（支援）誓約（Menopause 

Workplace Pledge） 」  

Wellbeing of Women は、女性の健康等に取り組む慈善団体であり、2021 年に

「職場における更年期（支援）誓約（Menopause Workplace Pledge） 」を開始した93。 

同団体は、職場における更年期支援の不足により、多くの女性が困難に直面してい

る点を憂慮し、雇用主と労働者に本誓約への署名を促し、あらゆる企業や組織が、更

年期の影響を理解し、影響を受ける女性たちを積極的に支援する行動を起こすよう呼

び掛けている。 

本誓約への署名・参加に法的根拠はなく、任意の自主的な取組ではあるが、あらゆ

る規模の企業や組織が参加でき、この誓約キャンペーンの開始以来、さまざまな分野に

広がり、BBC や Tesco などの企業から、議会（下院）、内閣府などの公的機関を含む

3,000 以上の組織や企業が参加している。 

また、本誓約に署名すると、職場変革のための情報、リソースなど、Wellbeing of 

Women が提供する職場変革のためのツールキットを無償で入手できる。  

使用者による誓約の内容  

①更年期が職場において問題となる可能性があり、支援を必要とする女性がい

ることを認識すること  

②更年期について、オープンに前向きに、そして敬意をもって話し合うこと  

③更年期の影響を受ける労働者を積極的に支援し、情報を提供すること  

④組織の大小を問わず、少なくとも 1 年に 1 つ以上の組織文化を変えること  

また、本誓約は、組織だけでなく労働者自身が署名することもできる。組織をより更年

期に優しい職場への変革することを促す意義がある。 

労働者による誓約の内容（①および②は、雇用主の誓約と同様）  

 
91 HSBC UK, ‘HSBC UK, first direct and M&S Bank are the UK’s first 

accredited Menopause Friendly Employers’, 19 July 2021 

<https://www.about.hsbc.co.uk/news-and-media/hsbc-uk-first-direct-m-and-s-

bank-are-the-uks-first-accredited-menopause-friendly-employers> 2026 年 1

月最終アクセス  
92 Fujitsu UK, ‘UK and Ireland Responsible Business Report FY2022 -2023’, 

2023, p.20.  
93 Wellbeing of Women, ‘Menopause Workplace Pledge’ 

<https://www.wellbeingofwomen.org.uk/menopause -workplace-pledge/> 2026

年 1 月最終アクセス  

https://www.about.hsbc.co.uk/news-and-media/hsbc-uk-first-direct-m-and-s-bank-are-the-uks-first-accredited-menopause-friendly-employers
https://www.about.hsbc.co.uk/news-and-media/hsbc-uk-first-direct-m-and-s-bank-are-the-uks-first-accredited-menopause-friendly-employers
https://www.wellbeingofwomen.org.uk/menopause-workplace-pledge/
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①更年期が職場において問題となる可能性があり、支援を必要とする女性がいる

ことを認識すること  

②更年期について、オープンに前向きに、そして敬意をもって話し合うこと  

③更年期の影響を受ける同僚を積極的に支援すること  

④本誓約によって得られるリソースを雇用主や同僚と共有し、組織がより更年期に

対して積極的に対応できるよう促すこと。  

なお、政府が任命した更年期の雇用推進担当官の Helen Tomlinson 氏は、本誓

約に署名した組織に向けて積極的に対話や情報提供を行っている94。  

 

３．更年期支援のためのガイドライン等の例－各組織内  

（１）グリニッジ大学更年期プロジェクトチームによる大学内のガイドライン 

同大では、更年期障害のタブーを打ち破り、更年期障害への意識を高め、また、職

場での支援と情報を提供することで、更年期症状にある人々を支援することを目指して、

更年期プロジェクトチームを組織している。大学のホームページ 95では、同チームの紹介

や同大学が前述の「更年期フレンドリー認定」を受けていることのほか、更年期の理解

を高めるための啓発動画（3 本）と同大学の「更年期ガイド」が公開されている（順次ア

ップデートされており、最新は 2025 年 10 月版）。 

動画については、後述。 

 

（２）王立看護協会（Royal College of Nursing: RCN）  

 更年期ガイドを発表し、オンラインで公開している（2017 年 11 月）。 

 

（３）ロンドン警視庁  

2024 年 6 月に、更年期を含むガイド・啓発資料  「Medical Guidance Managers 

Guide - What you need to know 」 96および、医学的な情報を含む「Medical 

Guidance - Menopause 」 97 、 そ し て 男 性 更 年 期 に関 す る情 報 「 The male 

 
94 GOV-UK・前掲注 42）  
95 University of Greenwich, ‘Menopause’  
<https://www.gre.ac.uk/internal/menopause> 2025 年 10 月最終閲覧  
96 Metropolitan Police,  ‘Medical Guidance Managers Guide - What you need 

to know’, 2024 <https://www.met.police.uk/SysSiteAssets/foi -

media/metropolitan-police/disclosure_2024/june_2024/redacted -copies-

medical-male-menopause-guidance-medical-guidance-what-need-know.pdf> 

2025 年 11 月最終アクセス  
97 Metropolitan Police,  ‘Medical Guidance – Menopause’, 2024 

<https://www.met.police.uk/SysSiteAssets/foi -media/metropolitan-

police/disclosure_2024/june_2024/redacted -copies-medical-male-menopause-

guidance-medical-guidance-what-you-need-know.pdf> 2025 年 12 月最終アクセ

ス 

https://www.gre.ac.uk/internal/menopause
https://www.met.police.uk/SysSiteAssets/foi-media/metropolitan-police/disclosure_2024/june_2024/redacted-copies-medical-male-menopause-guidance-medical-guidance-what-need-know.pdf
https://www.met.police.uk/SysSiteAssets/foi-media/metropolitan-police/disclosure_2024/june_2024/redacted-copies-medical-male-menopause-guidance-medical-guidance-what-need-know.pdf
https://www.met.police.uk/SysSiteAssets/foi-media/metropolitan-police/disclosure_2024/june_2024/redacted-copies-medical-male-menopause-guidance-medical-guidance-what-need-know.pdf
https://www.met.police.uk/SysSiteAssets/foi-media/metropolitan-police/disclosure_2024/june_2024/redacted-copies-medical-male-menopause-guidance-medical-guidance-what-you-need-know.pdf
https://www.met.police.uk/SysSiteAssets/foi-media/metropolitan-police/disclosure_2024/june_2024/redacted-copies-medical-male-menopause-guidance-medical-guidance-what-you-need-know.pdf
https://www.met.police.uk/SysSiteAssets/foi-media/metropolitan-police/disclosure_2024/june_2024/redacted-copies-medical-male-menopause-guidance-medical-guidance-what-you-need-know.pdf
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menopause ‘andropause’ –  Men’s health focus」 98を公開している。 

 

Ⅴ その他、啓発資料、動画、ポスター等の例  

⚫ 平等人権委員会（EHRC）による啓発動画  

 更年期障害等に関する雇用主向け情報発信のトップページで、以下に挙げる 3 本の

啓発動画を公開している99。いずれも YouTube 上でも再生可能であり、リンクが貼られ

ている。 

 また、これらの動画がアップされた平等人権員会のサイトページの最後には、さらに情

報を得るための関連機関（The Fawcett Society をはじめとする民間機関も含む）の

記載と、ACAS へのヘルプラインが紹介され、雇用主の理解をサポートしている。  

①動画「更年期症状と 2010 年平

等法」  

この動画は、更年期障害に関

する入門編であり、更年期症状を

有する労働者が 2010 年平等法

のもとで、どのように保護される可

能性があるかを詳細に説明し、同

法に基づく雇用主の法的義務の

概要を説明している。 

YouTube リ ン ク ：

https://youtu.be/6HtTBqYPhCo  （2025 年 9 月最終アクセス）  

 

②動画「職場環境の調整と差別

防止」  

この動画は、職場環境におけ

る 調 整 （ workplace 

adjustments）の実例として、労

働者支援と差別防止のために、

職場において雇用主が実施しう

る調整や変更の例を紹介してい

る。また、調整をしなかった場合

 
98 Metropolitan Police,  ‘The male menopause ‘andropause’ – Men’s health 

focus’, 2024 <https://www.met.police.uk/SysSiteAssets/foi -

media/metropolitan-police/disclosure_2024/june_2024/redacted -copies-

medical-male-menopause-guidance-male-menopause.pdf> 2025 年 12 月最終ア

クセス  
99 EHRC・前掲注 46）  

https://youtu.be/6HtTBqYPhCo
https://www.met.police.uk/SysSiteAssets/foi-media/metropolitan-police/disclosure_2024/june_2024/redacted-copies-medical-male-menopause-guidance-male-menopause.pdf
https://www.met.police.uk/SysSiteAssets/foi-media/metropolitan-police/disclosure_2024/june_2024/redacted-copies-medical-male-menopause-guidance-male-menopause.pdf
https://www.met.police.uk/SysSiteAssets/foi-media/metropolitan-police/disclosure_2024/june_2024/redacted-copies-medical-male-menopause-guidance-male-menopause.pdf
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に生じうるリスクを説明し、積極的な対策を講じる雇用主のメリットを紹介している。 

YouTube リンク：https://youtu.be/13OUKs3UM68  （2025 年 9 月最終アクセス）  

 

③動画「更年期に関する対話」  

この動画は、更年期について

労使で話す際のガイドラインを示

している。労働者が自身の症状

について話し、仕事上の配慮や

調整を求めやすい環境を、雇用

主が促進する主要な方法を説明

するとともに、雇用するすべての

労働者を更年期に関する対話に

巻き込む手法とそのメリットについて、解説している。 

YouTube リンク：https://youtu.be/tCS4uYR5Qmw  （2025 年 9 月最終アクセス）  

 

⚫ Henpicked によるポスターおよび動画  

2025 年世界更年期デー（2025 年 10 月 18 日）に合わせたポスターおよび動画（ポ

スター上の QR コードが動画③へのリンク）が制作されており、ポスターには、更年期フレ

ンドリー認証のバッジも掲載 されている。リンクから飛ぶ動画は、「 更年期 と運動

（Menopause and activities） 」と題されたもので、更年期にあっても活動的に健康に

過ごるうえでの運動の様子が映像化されている。動画の長さは約 1 分半。 

また、そのほかにも 3 つの動画が公開されており、合計 4 つで、各動画は 1 分半から

2 分程度である。 

なお、ポスターはグリニッジ大学のサイト 100に、3 つの動画はマンチェスター大学のサ

イト101に掲載されていたものを転記している。  

①「2025 年世界更年期デー、更年期と栄養（Menopause and nutrition） 」  

vimeo リンク：https://vimeo.com/1123572010?fl=pl&fe=vl 

②「2025 年世界更年期デー、更年期とストレス（Menopause and stress） 」  

vimeo リンク：https://vimeo.com/1123573489?fl=pl&fe=vl 

③「2025 年世界更年期デー、更年期と睡眠（Menopause and sleep）」  

vimeo リンク：https://vimeo.com/1123576436?fl=pl&fe=vl 

 
100 University of Greenwich, ‘Menopause and movement’ 

<https://www.gre.ac.uk/__data/assets/pdf_file/0039/392889/movement -and-

menopause-poster.pdf> 2026 年 1 月最終アクセス  
101 The University of Manchester, ‘World Menopause Day 2025’ 

<https://www.staffnet.manchester.ac.uk/wellbeing/resources/menstrual -

health-support/world-menopause-day-2025/> 2026 年 1 月最終アクセス  

https://youtu.be/13OUKs3UM68
https://youtu.be/tCS4uYR5Qmw
https://vimeo.com/1123572010?fl=pl&fe=vl
https://vimeo.com/1123573489?fl=pl&fe=vl
https://vimeo.com/1123576436?fl=pl&fe=vl
https://www.gre.ac.uk/__data/assets/pdf_file/0039/392889/movement-and-menopause-poster.pdf
https://www.gre.ac.uk/__data/assets/pdf_file/0039/392889/movement-and-menopause-poster.pdf
https://www.staffnet.manchester.ac.uk/wellbeing/resources/menstrual-health-support/world-menopause-day-2025/
https://www.staffnet.manchester.ac.uk/wellbeing/resources/menstrual-health-support/world-menopause-day-2025/
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④「2025 年世界更年期デー、更年期と運動（Menopause and activities） 」  

vimeo リンク：https://vimeo.com/1123578256?fl=pl&fe=vl 

 

 ポスター 

 

 

 

動画①「2025 年世界更年期デー、更年期と栄養」  

 

 

動画②「2025 年世界更年期デー、更年期とストレス」  

https://vimeo.com/1123578256?fl=pl&fe=vl
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動画③「2025 年世界更年期デー、更年期と睡眠」  

 

 

 

 

 

動画④「2025 年世界更年期デー、更年期と運動」  

 

 

⚫ 英国勅許マネジメント協会（Chartered Management Institute, CMI）による
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情報提供、動画など  

同協会の HP 上で、更年期を迎える女性のキャリア支援に関し、多くの資料や情報、

動画を共有している。 

以下は、それらの資料を示す一覧ページの一部である。  

 

（たとえば、Article は資料、Video は動画の公開である。）  

 

（４）グリニッジ大学更年期プロジェクトチームによる啓発動画  

前述したように、同大では、更年期プロジェクトチームを組織し、様々な施策を実施し

ている102。そのなかで、更年期の理解を高めるための啓発動画（3 本）を公開している。 

また、同動画は、平等人権委員会の更年期障害等に関する雇用主向け情報発信

のトップページでも、紹介されている103。 

①動画「雇用主のための重要ポイント－グリニッジ大学更年期ガイド」 （人事部門  学

習・業績担当責任者 Anna Radley 氏）  

同大学が、管理職を含む労働者に対する更年期トレーニングを導入した経緯を説明

 
102 EHRC・前掲注 46）  
103 同上  
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している。 

YouTube リンク：https://youtu.be/mqWmPWcSDSw?si=l83rx8M9QoZTBLk4  

（2025 年 11 月最終アクセス）  

②動画「統一方針－グリニッジ大学更年期ガイド」（人事部門  学習・業績担当責任者

Anna Radley 氏）  

グリニッジ大学の更年期に関する統一方針と、職員がそれをどのように受け止めてき

たかについて説明している。 

YouTube リ ン ク ： https://youtu.be/FSlvF-eI8JE?si=779gHGy8FwWGiLQK  

（2025 年 11 月最終アクセス）  

③動画「法－グリニッジ大学更年期ガイド」 （人事部門  上級労働政策担当 Vanessa 

Roots 氏）2010 年平等法が女性の更年期差別に対し、どのように対処しているかに

ついて説明している。 

YouTube リン ク ： https://youtu.be/RWxPxfV63wk?si=ogRx2Mi0aXCmUZLq  

（2025 年 11 月最終アクセス）  

④大学更年期ガイド104  

2021 年 10 月に発行され、順次改訂されている。最新は 2025 年 10 月版で、全 8

ページである。 

 

Ⅵ おわりに 

2025 年雇用権利法の成立により、一定規模以上の雇用主に、更年期支援を進め

るアクションプランの策定・公表が義務づけられることは、職場での更年期労働者の支

援が進み、イギリス政府が取り組むジェンダー格差縮小の一助となる可能性がある。  

しかしながら、アクションプランが具体的にどのような行動につながるかは、現時点では

はっきりとしておらず、また、アクションプランを通して目指す、客観的な指標も明らかで

はないため、この施策がどれほどの実効性を持ちうるかは、今後のイギリスの状況を注視

する必要がある。 

 

 
104 University of Greenwich, ‘Menopause Guidance - University of Greenwich’  

<https://www.gre.ac.uk/__data/assets/pdf_file/0032/409874/menopause -

guidance.pdf> 2026 年 1 月最終アクセス  

https://youtu.be/mqWmPWcSDSw?si=l83rx8M9QoZTBLk4
https://youtu.be/FSlvF-eI8JE?si=779gHGy8FwWGiLQK
https://youtu.be/RWxPxfV63wk?si=ogRx2Mi0aXCmUZLq
https://www.gre.ac.uk/__data/assets/pdf_file/0032/409874/menopause-guidance.pdf
https://www.gre.ac.uk/__data/assets/pdf_file/0032/409874/menopause-guidance.pdf
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フランスの更年期に関する取組 

 

日本大学名誉教授 神尾真知子 

 

目次 

１．更年期に関する法律 

（１）公衆衛生法典における規定 

（２）地方自治体の議会が更年期休暇を導入するための法的措置の必要性 

２．行政機関による施策 

（１）女性と男性の間の平等に対する省庁間計画（Plan interministériel pour l’égalité 

entre les femmes et les hommes ）である「女性も男性も平等」（TOUTES ET TOUS 

ÉGAUX）における取組 

（２）議会報告書と政府の施策の方向性 

（３）保健・家族・自律・障害者省の取組 

１）HP で更年期について情報発信 

２）「私の予防健康診断」における更年期の取組 

（４）地域保健機関の取組 

  １）イル・ド・フランス地域保健機関（l’ARS Île-de-France）の取組 

  ２）サントル-ヴァル・ド・ロワール地域保健機関(ARS Centre-Val de Loire)の取組 

（５）保健高等機関の取組 

３．国・行政機関 HP 等での啓発資料 

（１）疾病保険金庫（La Caisse nationale de l’Assurance Maladie,CNAM） の啓発資 

料 

（２）スポーツ・若者・市民活動省（Ministère des sports, de la jeunesse et de la vie 

associative）の発行するガイド「身体活動、運動不足及び更年期：理解し、行動する  

一般向けのガイド」（Activité physique, sédentarité et ménopause : comprendre et 

agir Guide à destination du grand public） 

４．民間の取組 

（１）「フランス産婦人科医協会」（Collège national des gynécologues et obstétriciens 

français,CNGOF）と「更年期障害及びホルモンの老化に関する多職種研究グルー

プ」（Le Groupe d'Etude sur la Ménopause et le Vieillissement hormonal、

GEMVI。）による更年期に関する臨床実践ガイドライン（recommandations pour 

la pratique clinique du CNGOF et du GEMVi） 

（２）フランス更年期学会（la Société Française de Ménopause ）の取組 

（３）プランニングファミリアル（le planning familial）の取組 

（４）婦人科オンライン（Gynéco Online）の取組 
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（５）更年期に関する書籍 

（６）個人の取組 

５．労働分野における取組 

（１）議会報告書がとらえる「更年期の労働問題」 

（２）労使協定と更年期休暇 

 

 

１．更年期に関する法律 

 

 更年期に関する規定は、公衆衛生法典の L1411-6-5 にある。他方で、地方自治体が議会の

議決によって、女性地方公務員に更年期休暇を導入しようとすることには、法的な障壁があ

る。 

 

（１）公衆衛生法典における規定 

2025 年 12 月 30 日法（loi n゜2025-1403 du 30 décembre 2025 de financement de la 

sécurité sociale pour 2026）により、公衆衛生法典Ⅼ.1411-6-5（第Ⅳ巻保健の一般行政 第

1 款体制 第 1 章保健政策）に、更年期に関する以下の規定が新設された（施行は 2025 年

12 月 31 日）。 

「Ⅼ1411-6-5 

45 歳から 65 歳の女性は、疾病保険が適用され、彼女たちに情報を与え、更年期の際のリ

スクの起こりうる要因を見つけるための長時間の診断を受けることができる。 

この診断の保険適用の条件は、社会保障法典Ⅼ.162-5 及びⅬ.162-9 に規定する協定によ

って定められる。」 

出所：Chapitre Ier : Politique de santé. (Articles L1411-1 à L1411-10) - Légifrance 

L1411-6-5 は、議会報告書（２（２）で後述する）「提言 11」が、「一般開業医と疾病保 

険との間の医療協定についての次期の交渉の際に、更年期の初期の長時間の診断 

（consultation longue）の創設を議論の議題に置く。」と提言していたことを受けて、 

立法化されたものである。更年期にある女性に対する新たな診断である「長時間の診 

断」に疾病保険が適用されるという内容である。 

 

（２）地方自治体の議会が更年期休暇を導入するための法的措置の必要性 

民間では、更年期休暇に関する労使協定等が締結されているが、地方自治体の議会が更年

期休暇を女性地方公務員に付与する決議をすることは、裁判所によって違法とされている。 

グルノーブル・アルプスのメトロポール議会は、2024 年 12 月 20 日に、3 種類の「欠勤

の特別許可（autorisations spéciale d’absence,Asa）」を創設する決議を採択した。3 種類の

https://www.legifrance.gouv.fr/codes/section_lc/LEGITEXT000006072665/LEGISCTA000006171073?init=true&query=menopause&searchField=ALL&tab_selection=code&anchor=LEGIARTI000053270303#LEGIARTI000053270303
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「欠勤の特別許可」とは、①第 2 の親休暇、②中絶休暇、③生理健康休暇（congé de santé 

menstruelle）である。生理健康休暇は、健康に影響を与える生理痛、子宮内膜症、更年期、

更年期前に苦しむ女性公務員のためのものであり、診断書を提出して年 15 日の欠勤ができ

る。 

 イーゼル県知事が、①地方自治体の議会は、このような「欠勤の特別許可」を制度化する

権限はなく、その権限は首長にあり、決議には法令の根拠がない、②この決議は、法律によ

って禁止される 1,607 時間を下回る労働時間をもたらす、と主張して、この決議の無効の申

立をグルノーブル行政裁判所に行った。 

 2025 年 2 月 17 日に、グルノーブル行政裁判所は、首長というのはメトロポールの長で

あり、コミューンにおいては知事であるとし、メトロポール議会は、このような決議をする

いかなる権限もなく、決議全体が違法であり、無効とした。しかし、グルノーブル裁判所裁

判官は、知事のその他の主張については取り上げず、グルノーブル・アルプスの長は、首長

として、第２の親休暇及び中絶休暇という「欠勤の特別許可」の制度を導入し定めることに

は反対しないと述べたが、生理休暇のための「欠勤の特別許可」だけは法的根拠を欠き、不

可能であるとした。 

 公務一般法典 L622-1 は、「公務員は、親であること及び一定の家族の出来事に関連した

欠勤の特別許可を受けることができる」と定めている。第 2 の親休暇及び中絶休暇は、「親

であること及び一定の家族の出来事に関連」しているが、生理健康休暇は、親であることに

も一定の家族の出来事にも関連していないからである。 

 なお、グルノーブル行政裁判所以前に、トゥルーズ行政裁判所の 2024 年 11 月 20 日の判

決も、重い生理、子宮内膜症、子宮腺筋症、月経困難症に苦しむ女性地方公務員に対する「欠

勤の特別許可」を利用した勤務態様及び労働時間の調整を認めるコミューンの決議を、同じ

理由により無効とした。 

 更年期休暇を違法とする判決に対して、後述する議会報告書の「提言 25」は、「公共サー

ビスにおいて、更年期休暇を実験的に措置したいとする地方自治体に安定した法的枠組を

提示する。」としている。「提言 25」の「行動」として、「職場の更年期のより一般的な政策

の枠内で、及びコンセイユデタのデクレが定義する条件の枠内で、更年期休暇を実験的に行

いたいとする地方自治体を許可する法的措置を導入する。」としている。「行動」の実施日程

は、2025 年以降としているので、今後の議会の動向が注目される。 

 

グルノーブル行政裁判所判決の出所：https://grenoble.tribunal-administratif.fr/decisions-

de-justice/dernieres-decisions/suspension-des-autorisations-speciales-d-absence-dites-

2eme-parent-conge-menstruel-et-conge-interruption-de-grossesse 

https://grenoble.tribunal-administratif.fr/Media/mediatheque-ta-

grenoble/documents/2025/fevrier/2500479_17022025.anon_compl 

トゥルーズ行政裁判所判決の出所：https://toulouse.tribunal-administratif.fr/decisions-de-

https://grenoble.tribunal-administratif.fr/decisions-de-justice/dernieres-decisions/suspension-des-autorisations-speciales-d-absence-dites-2eme-parent-conge-menstruel-et-conge-interruption-de-grossesse
https://grenoble.tribunal-administratif.fr/decisions-de-justice/dernieres-decisions/suspension-des-autorisations-speciales-d-absence-dites-2eme-parent-conge-menstruel-et-conge-interruption-de-grossesse
https://grenoble.tribunal-administratif.fr/decisions-de-justice/dernieres-decisions/suspension-des-autorisations-speciales-d-absence-dites-2eme-parent-conge-menstruel-et-conge-interruption-de-grossesse
https://grenoble.tribunal-administratif.fr/Media/mediatheque-ta-grenoble/documents/2025/fevrier/2500479_17022025.anon_compl
https://grenoble.tribunal-administratif.fr/Media/mediatheque-ta-grenoble/documents/2025/fevrier/2500479_17022025.anon_compl
https://toulouse.tribunal-administratif.fr/decisions-de-justice/dernieres-decisions/le-conge-menstruel-ne-peut-etre-instaure-dans-l-immediat
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justice/dernieres-decisions/le-conge-menstruel-ne-peut-etre-instaure-dans-l-immediat 

 

２．行政機関による施策 

 

フランスにおいては、女男平等（l’ égalité entre les femmes et hommes）は、大統領の

5 年任期の大儀（la grande cause）となっている。そのなかで、更年期に関する政府の取組

については、2023 年 3 月 8 日（国際女性の権利の日）に政府が公表した 2023 年から 2027

年にかけての「女性と男性の間の平等のための省庁間計画」（Plan interministériel pour 

l’égalité entre les femmes et les hommes ）である「女性も男性も平等」（TOUTES ET 

TOUS ÉGAUX）が注目される。 

そして、2025年4月9日に提出された議会報告書が更年期にしぼった提言を行っている。

今後、政府は、議会報告書の提言に基づいて、施策を行っていくことが予想される。提言の

内容は、新たに施策を行うことを求めるものと、既にある施策に更年期に関することを付け

加えることを求めるものとがある。 

1（２）で述べたように、「提言 11」のように既に実施されているものもあるが、「提言 25」

のようにまだ実施されていないものもある。 

 

（１）女性と男性の間の平等に対する省庁間計画（Plan interministériel pour l’égalité 

entre les femmes et les hommes ）である「女性も男性も平等」（TOUTES ET TOUS 

ÉGAUX）における取組 

同計画では、「女性の健康」を 4 本柱の 2 番目の柱にかかげ、女性の健康は、女性と男性

の不平等を取り除く強力なテコであるという認識に立っている。そして、戦略目標「女性の

健康の特性をより考慮する」の 4 つ運用目標のひとつとして「更年期について女性の寄り

添いを強化する」をかかげ、行動として「45 歳の予防診察において更年期及び前更年期を

含む」としている。また、戦略目標「女性の健康へのアクセスを強化する」では、7 つの運

用目標のひとつとして「労働における健康サービスによって女性の寄り添いを強化する」を

かかげ、行動として「婦人科がんの診察及び更年期を対象とする 45 歳の予防診察について

労働保健サービスによって女性に情報を用意する」としている。 

出所：「女性も男性も平等」（女性と男性の間の平等に対する省庁間計画）

https://www.egalite-femmes-hommes.gouv.fr/sites/efh/files/2023-

03/Plan_interminist%C3%A9riel_pour_l%E2%80%99%C3%A9galit%C3%A9_entre_les_

femmes_et_les_hommes_2023-2027_2.pdf 

 

（２）議会報告書と政府の施策の方向性 

 フランスの更年期についての関心は最近始まったところである。2024 年 5 月にフランス  

大統領が、社会における更年期の認識を高め、情報を改善し、女性の支援のために、更年期

https://toulouse.tribunal-administratif.fr/decisions-de-justice/dernieres-decisions/le-conge-menstruel-ne-peut-etre-instaure-dans-l-immediat
https://www.egalite-femmes-hommes.gouv.fr/sites/efh/files/2023-03/Plan_interminist%C3%A9riel_pour_l%E2%80%99%C3%A9galit%C3%A9_entre_les_femmes_et_les_hommes_2023-2027_2.pdf
https://www.egalite-femmes-hommes.gouv.fr/sites/efh/files/2023-03/Plan_interminist%C3%A9riel_pour_l%E2%80%99%C3%A9galit%C3%A9_entre_les_femmes_et_les_hommes_2023-2027_2.pdf
https://www.egalite-femmes-hommes.gouv.fr/sites/efh/files/2023-03/Plan_interminist%C3%A9riel_pour_l%E2%80%99%C3%A9galit%C3%A9_entre_les_femmes_et_les_hommes_2023-2027_2.pdf
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についての議会の使命を果たす希望を表明した。その結果、首相は、ロワールの国民議会議

員の Stephanie Rist 氏（2025 年 10 月以降、保健・家族・自律・障害者省大臣に就任）に

この使命を委ねた。同氏は、2025 年 4 月 9 日に報告書“《J’ai eu l’impression de devenir 

invisible…》La ménopause en France :25 propositions pour enfin trouver le chemin de 

l’action”（「《私は不可視化されている印象を持った・・》フランスの更年期：行動の道筋を

見出すための 25 の提言」）（以下「議会報告書」という。）を政府に提出した。 

 フランスでは、1,700 万人の女性が更年期にあるが、更年期はタブーだった。共和国の平

等の約束はすべての人に実現されていない。45 歳以上の女性の健康は忘れられたままであ

り、彼女たちの表象は価値の喪失と結びついているという認識に議会報告書は立っている。 

議会報告書では、更年期の現状を分析し、諸外国の事例を参考にして、政府に対して、25

の「提言」を行っている。「提言」には、それを実現するための具体的な「行動」が提示さ

れており、各「行動」には、推進する主体、実施の日程、予算が記載されている。なお、議

会報告書の付録には、「2,149 人の女性に実施したアンケートの声」「ドイツ、スペイン、イ

タリア、スウェーデン、イギリスの取組」「生理休暇に関する労使協定の表」も収録されて

いる。 

以下、「提言」とそのための「行動」を中心とした「議会報告書」の内容を紹介する。 

 

Stéphanie Rist 「《私は不可視化されている印象を持った…》 

フランスにおける更年期：行動の道筋を見出すための 25 の提言」 

 

＊は、以下神尾の解説である。 

 

基本方針 1 更年期についての情報、予防、準備:情報が深刻に不足していること及び女性

の声を聴いていないことにもはや甘んじてはならない。 

 

提言 1：公的な利用可能な手段を動員して、更年期症状について情報を女性によりよく提供 

する。 

 

行動 1：全国疾病保険金庫（Caisse National de l’Assurance Maladie,CNAM）の HP にあ

る更年期に関する Ménopause/ameli.fr/Assuré のページを利用者の要望により一層

合うように改良する。 

 

＊３（１）参照。 

 

行動２：保健・家族・自律・障害者省（Ministère de la Santé,des Familles,de l’Autonomie  

et des Personnes handicapées）  の HP の更年期に関するページ（Ménopause Santé  
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fr.及び La ménopause :s’informer et en parler）を見直す。 

 

＊２（３）１）参照。 

 

提言 2：ステレオタイプに対して闘い、そして更年期は必ず衰退と危機の時期であるという   

考えと闘うことで、更年期について深刻な不安をもたらさないビジョンをコミュニ

ケーション全体において取り入れる。更年期を発展段階として提示し、更年期は困

難もありうるが、積極的でもありうる（生理の終了、避妊の終わり、新しい人生の

時期）。 

 

提言 3：ホルモンの老化を理解することによって、男性と女性の人生の種々の段階について、   

中学校の時から情報を与える。 

 

行動１：中学校の第 4 課程の「地球の科学及び生命」（sciences et vie de la terre、SVT）      

のプログラムに男性と女性のホルモンの老化を組み入れる。SVT は、第 5 学年に 

始まり、そのプログラムでは生命の課程に既に含まれている。 

 

提言 4：迅速に、更年期に関する一般大衆に向けたコミュニケーションを改善するために、 

フランス保健局（Santé Public France, SPF）に注文する。 

 

行動１：短期的に、女性に向けたコミュニケ―ションの新しいキャンペーン全体に、横断的 

に更年期を取り入れるために、フランス保健局に注文する。 

 

行動２：中期的に、国とフランス保健局の間で定める、次期のフランス保健局の目的及び運

用契約に更年期を組み入れ、更年期固有の一般大衆向けの文献資料を製作するよ

うに注文する。 

 

＊Santé Public France の HP（https://www.santepubliquefrance.fr/）を検索したが、更年 

期固有の一般大衆向けの文献資料はヒットしなかった。 

 

提言 5：情報を与えるための力と機会として、そして不安の源としてではなく、社会的なネ   

ットワーク及びデジタルを利用する。 

 

行動１：健康分野においてコンテンツのクリエーター（性的健康などの様々なテーマに関す 

るインフルエンサー）とパートナーシップを結ぶ。 

 

https://www.santepubliquefrance.fr/
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行動２：全ての女性に向けて、個人化された予防を可能にするために Mon Espace Santé 

を利用する。 

 

＊Mon Espace Santé( https://www.monespacesante.fr/)は、健康管理のためのデジタル公

共サービスである（ https://www.ameli.fr/assure/sante/mon-espace-sante）。 

 

行動３：全ての女性によりよく情報を与えるために、一方で共済組合とフェムテックの間、

他方で使用者とフェムテックの間での協力を推進する。 

 

＊MySlife（https://www.myslife.co/en/）は、国のデジタルヘルスサービスカタログ「Mon  

Espace Santé」に掲載された最初の FemTech アプリケーションである。コンテンツの質、 

透明性、アクセシビリティ、環境への責任に基づき、フランス政府によって選定されたサ 

ービスである。 

 

提言 6：特に地域保健機関(Agences Régional de Santé)と連携して、特にアウトリーチを進

展するために、地方の優先順位に更年期を書き込むことで、更年期の情報と予防行

動のための永続的な財政の枠組みを定める。 

 

行動１：情報や支援への女性のアクセスを改良するために、地域保健機関の地方の優先順位

に更年期を統合する。 

 

＊２（４）参照 

 

行動２：《患者の治療教育》（le label《Education Thérapeutique du Patient》,ETP）ラベ

ルを補足して、更年期にある女性のための特別の《更年期 ETPラベル》(label ETP 

ménopause)を作り、現在の ETPラベルのように、自己負担金を免除される慢性的な

疾病及び副腎白質ジストロフィー（ALD）の疾病に限定しない。  

 

＊《更年期 ETPラベル》(label ETP ménopause )でグーグル検索したが、ヒットしなかっ

た。 

 

提言 7：家 族
プランニング

計 画
ファミリアル

のためのフランス運動(Mouvement Français pour Le Planning 

Familial,MFPF)に更年期の年齢についてその権限を拡大することを提案する。 

 

行動：MFPF ができることを規定している、プランニングファミリアルの連盟規約の第 1 

条及び第 2 条の枠内で、更年期についての女性の情報を完全に書き入れる。 

https://www.monespacesante.fr/)は、健康管理のためのデジタル公
https://www.monespacesante.fr/)は、健康管理のためのデジタル公
https://www.ameli.fr/assure/sante/mon-espace-sante
https://www.myslife.co/en/
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＊MFRF の HP（https://www.planning-familial.org/fr）で検索したが、連盟規約は検索

できなかた。また、グーグルでも検索したが、2016 年時点での連盟規約

（https://www.planning-familial.org/sites/default/files/2019-

01/le_planning_familila_statuts_confederaux_avril_2016.pdf）しか検索できなかっ

た。各地域のプランニングファミリアルの活動については、４（３）参照。 

 

基本方針２：寄り添いと保健的な保護：非常に不備のあるアプローチから総合的で女性の

各々に合ったケアに移行する。 

 

提言 8：組織的及び局所ケア及び治療に女性がアクセスできるように、総合的な医療及び 

非医療のビジョンの枠内で、現在から 2025 年の終わりまでに更年期を支援する保 

健高等機関（la Haute Autorité de Santé,HAS）の提言を実現する。 

 

行動：更年期及びその結果である勧告について科学的な知識の状態を実現する。 

 

＊保健高等機関（la Haute Autorité de Santé,HAS）は、2025年 11 月 6日に提言を出し

ている（https://www.has-sante.fr/upload/docs/application/pdf/2025-

11/dir7/reco_563_cadrage_menopause_mel_.pdf）。 

 

提言 9:上記の保健高等機関（HAS）の新しい提言を基に、更年期に関する情報、保健専門 

職の初期及び継続教育を強化する。 

 

行動１：一般医の継続教育の継続職業開発（Dévelopment professionnel continu,DPC） 

    の次期のオリエンテーションに更年期を組み入れる（医療提供総局 DGOS/保健総

局 DGS）。 

 

行動２：保健機関における管轄の進展に関する DGOS/DGS の年次情報の次期のメモに 

更年期をテーマとするカードを取り入れる。 

 

行動３：全ての保健専門職に保健高等機関（HAS）の新しい勧告を普及する。 

 

行動４：パリ・シテ大学の学位（Les Diplômes Universitaires、DU)のキャパシティを強

化する。 

 

提言 10：更年期症状を女性が認識できるように、《私の予防健康診断》（Mon bilan de 

https://www.planning-familial.org/fr
https://www.planning-familial.org/sites/default/files/2019-01/le_planning_familila_statuts_confederaux_avril_2016.pdf
https://www.planning-familial.org/sites/default/files/2019-01/le_planning_familila_statuts_confederaux_avril_2016.pdf
https://www.has-sante.fr/upload/docs/application/pdf/2025-11/dir7/reco_563_cadrage_menopause_mel_.pdf
https://www.has-sante.fr/upload/docs/application/pdf/2025-11/dir7/reco_563_cadrage_menopause_mel_.pdf
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prevention）の 45 歳から 50歳の自己質問事項を補強する。 

 

行動１：非常に短期的に、自己診断の方法において、更年期症状に女性が気づくことがで

きるように質問を付け加えることで、45 歳から 50 歳の予防健康診断の現在の自

己質問事項を補強する。 

 

＊２（３）２）参照。 

 

行動２：中期的に、女性の反応を考慮して、更年期に関するより正確な質問事項に向けて

女性を導くために《私の予防健康診断》の質問事項を適合的なものにする。 

 

行動３：予防健康診断の際に、更年期、その症状、助力を求める専門職について、女性

各々に紙の資料を配布する。 

 

提言 11：一般開業医と疾病保険との間の医療協定についての次期の交渉の際に、更年期の

初期の長時間の診断（consultation longue）の創設を議論の議題に置く。 

 

行動：《予防健康診断》とともに実現する最初の気づきを補強して、更年期の際に、医療 

診断を 360度実現することができる長時間の診断を創設する。 

 

＊公衆法典Ⅼ1411-6-5 によって、更年期の長時間の診断に疾病保険が適用されることにな

った。１（１）参照。 

 

提言 12：関係する専門職全体がかかわり、そして、更年期の個々のコース（un parcours 

individualisé de la ménopause,le PIM） を各々の女性に提案することによっ

て、多分野のケア及び治療への女性のアクセスを改良する。 

 

行動１：それを必要とする女性のために、及び予防健康診断に基づいて、連携されたコー

スの枠内でかつ職業教育の条件のもと、更年期のホルモン治療を処方することを

助産婦に認める。 

 

行動２：運動療法士のために、ホルモンを使わない局所治療を処方するための可能性を研

究する。 

 

行動３：更年期の際の栄養士による唯一の治療の償還の実現可能性を研究する。 
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提言 13：ハンディジネコ（Handigynéco,障害をもつ女性のための総合的な婦人科ケア）と

いう手法の一般化に、更年期に関する課題を組み入れる。 

 

行動：社会医療機関（Etablissements médicaux-sociaux）においてハンディジネコの方 

法を展開するために、更年期の配慮を付け加えることによって、候補の呼びかけの 

ために地域保健機関の仕様書を補強する。 

 

提言 14：更年期の女性の配慮についての総合的で多分野にわたるビジョンの枠内で、  

更年期国家戦略に関する関係者全体を集めるために、更年期大会(des Assises 

de la Ménopause)を組織する。 

 

行動１：更年期大会を組織し、様々な専門職、公共サービスの利用者、企業を組み合わせ

た、テーマに関するラウンドテーブルをめぐって、更年期国家戦略を提示するこ

とが可能である。 

 

＊更年期大会は、2026 年 10 月 18日（世界メノポーズデー）に開催される予定である。 

 

提言 15：更年期についての基本的であり、トランスレーショナルであり、イノベーティブ 

である研究を奨励する。 

 

行動１：更年期を研究する若い研究者に対する奨学金の創設 

 

行動２：この意味において国家医薬安全機構（agence national des sécurité du 

médicament,ANSM）の指針（les lignes directrices）を補強することによって、

医学研究に更年期女性を組み入れるように、研究機関を誘導する。 

 

行動３：イノベーティブな解決に向けて働くビオテックのスタートアップや企業を支援す

ることによって、医学及び工学的イノベーションを奨励する。 

 

基本方針３：労働における更年期について考慮する。数値化する、職業教育をする、適応

させる：女性及び使用者にとっての課題 

 

提言 16：企業主への広報とともにフランスの更年期の経済的費用を数字化して、企業の認 

識を高める。 

 

行動：企業にとって労働に関する更年期の経済的費用を評価する研究をフランスの戦略に
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注文する。 

 

提言 17：具体化の過程で、第 5 次労働保健計画（le plan de santé au travail numéro 

5,PST5）に更年期を組み入れる。 

 

行動１：第５次労働保健計画に《更年期》の方針を組み入れる。 

 

＊労働・連帯省の HP を検索したところ、第 4 次までの労働保健計画は収録されていたが、 

第５次の労働保健計画は収録されていなかったので、上記提言が実現できているか否か 

について確認できなかった。 

 

提言 18：性別及び年齢別にしたがった労働保健についての統計を作成する。 

 

提言 19：マネージャーや労働者向けに《職場における更年期》（Ménopause sur le lieu de 

travail） というガイドを作成し、広報する。 

 

行動２：人事課に対して《職場における更年期》のガイドを配布する。 

 

＊「行動 2」を実施する主体とされている全国労働条件改善機関（Agence National pour  

l’amelation des conditions de travail,anact:公共の使命を持った公的行政機関であ 

り、労働省の管轄下にある）の HP（https://www.anact.fr/）を検索したが、《職場におけ 

る更年期》のガイドが作成されているか否かを確認できなかった。 

 

提言 20：人事方針及び大企業や公的サービスの経営方針に更年期を完全に組み込む。 

 

行動１：イギリスの例にならい、更年期の期間雇用を奨励するために労働環境を適応するこ

とについて、企業や公的サービスの関心を高め、助言を与える責任を負う《更年期

と雇用》大使（une Ambassadrice Ménopause et emploi）を任命する。 

 

*グーグルで、《更年期と雇用》大使（une Ambassadrice Ménopause et emploi》）を検索し 

たが、ヒットしなかった。 

 

行動２：イギリスの《The Pledge,誓約》のイニシアティブの例にならい、《更年期の誓約

l’Engagement Ménopause》の署名とともに、更年期についての企業の誓約という

方法を始める。 

 

https://www.anact.fr/
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＊イギリスの《The Pledge》とは、イギリスの女性の健康等に取り組む慈善団体 Wellbeing  

of Women が提唱した《Menopause Workplace Pledge,職場における更年期（支援）誓約》 

のことを指す。 

 

行動３：職場の更年期に関して特化した接点をつくるために、職場の労働医及び看護師を教 

育する。 

 

提言 21：更年期に結びついた職業的な離脱のリスクについて、フランス・トラバイユ(France  

Travail,公的 HP)の管理者の関心を高める。 

 

行動１：更年期症状、労働への影響、関係する女性を助けることができる専門職や組織につ 

いて、助言者たちに情報を与えるために、フランス・トラバイユの助言者に向けた 

ラインでの関心を高めるチームを設ける。 

 

提言 22：更年期の期間の運動不足に対する闘いのために、GEMVI(groupe d’étude de la  

ménopause et du vieillissement hormonal,更年期障害とホルモンの老化に関する

多職種研究グループ)の提言に沿って事務室の備品を適合させる。 

 

行動：公私の使用者の購入政策において、フレキシブルな高さの事務机の取得を奨励して、 

《立った》姿勢を奨励する。 

 

GEMVI の提言に関する資料は、https://gemvi.org/wp-content/uploads/2022/06/actu-62-

1610615892-1.pdf 参照。 

 

提言 23：企業の中で、各事業所レベルで労働条件の適応計画の診断的なフォローアップの     

実施を奨励する。 

 

行動：第５次労働保健の計画に、この目的を組み込む。 

 

提言 24：45歳におけるキャリア半ばの診察（la visite médicald de mi-carrière）に更年

期の課題を組み込む。 

 

行動：キャリア半ばの診断の時に更年期の質問に取り組むように、労働医及び看護師を誘導 

する。 

 

＊「キャリア半ばの診察」とは、労働者の年齢及び健康状態を考慮して、労働における健康 

https://gemvi.org/wp-content/uploads/2022/06/actu-62-1610615892-1.pdf
https://gemvi.org/wp-content/uploads/2022/06/actu-62-1610615892-1.pdf
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予防を強化するという目的を有する。部門協定が時期を規定していない場合は、労働者が

45歳に達する暦年において行われる。労働医は、使用者及び労働者との意見交換の後に、

①労働ポストの調整、適応、又は変更、②労働時間の調整という措置を書面で提案するこ

とができる。「キャリア半ばの診察」は、一定の要件を満たした労働健康看護師（un 

infirmier de santé au travail）が行うことができる（労働法典Ⅼ4624-2-2、L4624-3、

Ⅼ5213-6-1）。 

 

提言 25：公共サービスにおいて、更年期休暇を実験的に措置したいとする地方公共団体に   

安定した法的枠組を提示する。 

 

行動：職場の更年期のより一般的な政策の枠内で、及びコンセイユデタのデクレが定義する   

条件の枠内で、更年期休暇を実験的に行いたいとする公共団体に許可する法的措置 

を導入する。 

 

＊「提言 25」の背景については、１（２）で述べたところであるが、現時点では、法的枠

組は提示されていない。 

 

出 所 ： 詳 細 版 https://sante.gouv.fr/IMG/pdf/la_menopause_en_france-

rapport_et_annexes-04-25.pdf 

プレス版：https://sante.gouv.fr/IMG/pdf/dp_me_nopause__v_def.pdf 

 

（３）保健・家族・自律・障害者省（Ministère de la Santé,des Familles,de l’Autonomie  

et des Personnes handicapées、以下「保健省」という。）の取組 

１）HP で更年期について情報発信 

 保健省の HP（https://sante.gouv.fr/prevention-en-sante/sante-des-populations/sante-

des-femmes/article/la-menopause-s-informer-et-en-parler）には、「更年期：情報を得て、

それについて語る」（La ménopause : s’informer et en parler）というコーナーがある。同

コーナーには、①上述した議会報告書の紹介、②45 歳から 50 歳の「私の予防健康診断」

（Mon bilan de prevention）についての情報、③更年期についての情報が掲載されている。 

２）「私の予防健康診断」における更年期の取組 

 「私の予防健康診断」（Mon bilan de prevention）は、次のような仕組みである。この予

防健康診断は無料であり、疾病保険の適用を受ける（https://www.sante.fr/mon-bilan-

prevention-comment-en-beneficier）。 

①年代に応じた自己質問事項（18 歳-25 歳、45 歳-50 歳、60 歳-65 歳、70 歳-75 歳）に

答えてそれを用意する。質問事項は、生活習慣及び自分の健康の優先事項を分析するもので

ある。 

https://sante.gouv.fr/IMG/pdf/la_menopause_en_france-rapport_et_annexes-04-25.pdf
https://sante.gouv.fr/IMG/pdf/la_menopause_en_france-rapport_et_annexes-04-25.pdf
https://sante.gouv.fr/IMG/pdf/dp_me_nopause__v_def.pdf
https://sante.gouv.fr/prevention-en-sante/sante-des-populations/sante-des-femmes/article/la-menopause-s-informer-et-en-parler
https://sante.gouv.fr/prevention-en-sante/sante-des-populations/sante-des-femmes/article/la-menopause-s-informer-et-en-parler
https://www.sante.fr/mon-bilan-prevention-comment-en-beneficier
https://www.sante.fr/mon-bilan-prevention-comment-en-beneficier
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自 己 質 問 事 項 を ダ ウ ン ロ ー ド す る こ と も で き る し 、 Mon Espace Santé

（https://www.monespacesante.fr/）にある自己質問事項に回答することもできる。自己質

問事項を自分で完成できない場合は、専門職との面談の際に完成することもできる。 

45 歳から 50 歳の予防健康診断の自己質問事項（全 46 問）のうち、更年期に関する質問

は 2 つあり、以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②健康専門職を選んで、面談の約束をする。健康専門職とは、医師、看護師、薬剤師、助

産 師 で あ り 、 こ の た め の 研 修 は 必 要 な い が 、 登 録 が 必 要 で あ る 。

https://www.sante.fr/annuaire-mon-bilan-prevention によれば、自宅に近くの健康専門職

を探すことができる。 

もし、すでに健康専門職を知っている場合は、予防健康診断の時間は通常の診断よりも長

いので、予防健康診断についてであることを明らかにして、通常の方法で面談を申し込むこ

とができる。 

③自分のテンポで、自分の健康に最もよい生活習慣を採用するために個別の診断を受け

ることができる。 

30 分から 45 分の間で、健康に関する優先事項を決めるために、生活習慣について、健康

専門職と意見を交換する。予防健康診断は、たとえば、栄養摂取、身体活動、睡眠に関して、

自身の要望や欲求を取り入れる機会である。また、精神的な健康、性的健康、更年期に関す

る疑問、自律の喪失、がん予防と検診のような自身にとって最も重要な課題に言及すること

ができる。 

この意見交換の時に、健康専門職の助けを得て、自身が働きかけたい健康の優先事項のひ

とつ又はふたつを明示することになろう。 

フォローアップされていない、または知られていない病気の場合は、医師に直接誘導され

る。 

質問 19 あなたの予防健康診断の際に更年期症状（ほてり、睡眠障害、膣のかわき、尿トラブ

ル、疲労、不安、怒りっぽい）に取り組みたいですか？ 

 〇はい 〇いいえ 〇私は既に更年期です。 〇関係ありません。 

質問 46 あなたの予防健康診断の過程で、健康専門職の助けを得て、以下のひとつまたは複数

の優先的な課題に取り組みたいですか。 

□私の栄養摂取を改善し、もっと体を動かす。 

□タバコの消費を減らす、またはやめる。 

□アルコールを減らす、またはやめる。 

□精神的な充足感を改善する、私のストレスや不安を減らす。 

□更年期についてよりよく知り/理解する、及びその影響のいくつかをよりよく予防する。 

□映像や電話の前にいる時間を減らす。 

□自分の年代に関する検診についてより情報を得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.monespacesante.fr/
https://www.sante.fr/annuaire-mon-bilan-prevention
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 ④健康専門職の助けを得て、自身の予防個人プランを完成する。フォローアップを要望す

る場合は、適切な専門職又は機関に誘導される。 

予防健康診断の終わりに、健康専門職の助けを得て、健康に関する優先的な目標、及び具

体的で、自分のテンポで設定した、日常生活に合った活動を含む自身の「予防個人プラン」

（le Plan personnalisé de prévention）を作成する。予防個人プランも、予防健康診断の年

代 に 応 じ て 作 成 さ れ る （ 45 歳 か ら 50 歳 の 「 予 防 個 人 プ ラ ン 」

https://www.ameli.fr/sites/default/files/Documents/Mon-bilan-prevention-plan-

personnalise-45-50ans.pdf）。 

 「私の予防健康診断」について、議会報告書の「提言 10」が、更年期症状を女性が認識

できるように、「私の予防健康診断」の 45 歳から 50 歳の自己質問事項を補強することを提

言している。「提言 11」は、「長時間の診断」について言及している。  

出所：「私の予防健康診断」https://monbilanprevention.sante.gouv.fr/ 

45 歳 か ら 50 歳 の 「 私 の 予 防 健 康 診 断 」 自 己 質 問 事 項

https://monbilanprevention.sante.gouv.fr/pdf/AUTO_QUESTIONNAIRE_45_50_ANS.p

df 

 

（４）地域保健機関（Agence Régional de Santé,ARS）の取組 

 地域保健機関（https://www.ars.sante.fr/）は、保健省の監督下に置かれており、組織的

及び財政的に独立した公共機関である。地域の公衆衛生政策の担い手であり、①監視、公衆

衛生保障、健康観察、②健康の予防と促進の活動の明確化、財政支援、評価、③知事と協力

して、公衆衛生の危機の予測、準備、管理を担う。 

 １）イル・ド・フランス地域保健機関（l’ARS Île-de-France）の取組 

 イル・ド・フランス地域保健機関によって資金援助されたプロジェクトの一環として、

Foch 病院とプラットフォーム Barnabe.io のパートナーシップから生まれた「更年期クラ

ブ」（Ménopause club）（Accueil | ménopause club）がある。「更年期クラブ」の使命は、

以下のとおりである。 

①更年期、その症状、治療について女性及び健康専門職に情報を提供する。 

②女性が、更年期の自然な生理現象及び人生のこの期間を準備し、やりすごすことを支援

する。 

 ③特にリスクの早期探知及び心血管疾患の予防を推進するために、45 歳からの女性の要

望に合う健康の経路に女性を導き、引き受ける。 

 このプロジェクトは、実験的に、2023 年に始まり、2025 年 12 月まで実施された。なお、 

現時点でも Ménopause club にアクセスできる。 

 また、イル・ド・フランス地域保健機関が、民間からプロジェクトを募集し、2024 年に

採択したプロジェクト 4 件のうち、1 件は更年期障害に関する取組である。採択された Cap 

Horn 多 職 種 医 療 セ ン タ ー （ Maison de santé pluridisciplinaire Cap Horn 、

https://www.ameli.fr/sites/default/files/Documents/Mon-bilan-prevention-plan-personnalise-45-50ans.pdf
https://www.ameli.fr/sites/default/files/Documents/Mon-bilan-prevention-plan-personnalise-45-50ans.pdf
https://monbilanprevention.sante.gouv.fr/
https://monbilanprevention.sante.gouv.fr/pdf/AUTO_QUESTIONNAIRE_45_50_ANS.pdf
https://monbilanprevention.sante.gouv.fr/pdf/AUTO_QUESTIONNAIRE_45_50_ANS.pdf
https://www.ars.sante.fr/
https://www.menopauseclub.fr/
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https://www.caphorn-sante.fr/ 多職種医療センターは、多職種の医療専門職のチームで包

括的なケアを提供する施設）のプロジェクトは、45 歳以上の女性を対象に、体系的な検診

を組織し、心血管疾患と骨粗しょう症の治療の経路を連携するというものである。 

 ２）サントル-ヴァル・ド・ロワール地域保健機関(ARS Centre-Val de Loire)の取組 

 サントル-ヴァル・ド・ロワール地域保健機関は、2025 年 3 月 7 日の国際女性の権利日

に、いくつかの女性の健康と権利を強化する取組を公表した。その中に、更年期に対する取

組がある。解決策があるにもかかわらず、多くの女性が、更年期障害によって職業活動をや

めたり、減らしたりしているという認識に立ち、数か月間、この問題についての情報提供を

強化する。情報提供は、女性自身に対してのみならず、配偶者、同僚、使用者というまわり

の人々にも更年期の期間や利用できる寄り添いをよく理解してもらう。 

 出 所 ： イ ル ド フ ラ ン ス 地 域 保 健 機 関 に よ る 更 年 期 ク ラ ブ

https://www.iledefrance.ars.sante.fr/menopause-club-journee-mondiale 

https://www.iledefrance.ars.sante.fr/menopause-addicto-sante-mentale-quand-lars-ile-

de-france-finance-de-nouveaux-parcours-de-soins 

サントル-ヴァル・ド・ロワール地域保健機関による取組 

https://www.centre-val-de-loire.ars.sante.fr/droits-et-sante-des-femmes-en-centre-val-

de-loire-lars-accelere 

 

（５）保健高等機関（la Haut Autorité de Santé,HAS）による更年期障害のホルモン療法

の再評価 

 保健高等機関（https://www.has-sante.fr/jcms/）は、科学的な性格をもった独立した公的

な機関であり、人々のために保健、社会、及び社会医療分野での質の向上を目指している。

同機関は、公権力と連携しその実践と組織を最適化するために専門家とともに、その決定を

助け、利用者のために、その選択をする能力を高める。同機関は、疾病保険に関する 2004

年 8 月 13 日法によって創設された。 

その使命は、3 つある。①償還（フランスの疾病保険は償還方式である）のために医薬品、

医療機器、職業行為を評価する、②職業的なすぐれた実践を推薦し、ワクチン接種及び公衆

衛生の提言を策定する、③病院、診療所、街医者、社会的及び社会医療構造における質を測

り、改善する。 

 保健省の委託を受けて、更年期のホルモン治療（ le traitement hoemonal de la 

ménopause,THM）において指示されている医薬品を再評価した（以前の再評価は2014年。

2025 年 9 月 25 日に透明化委員会により採択）。同機関は、その大部分の医薬品について、

償還に好意的な意見を維持した。 

出 所 ： HAS の 再 評 価 報 告 書 https://www.has-sante.fr/upload/docs/evamed/CT-

21190_THM_PIC_REEV_AvisDef_CT-EVAL469.pdf 

 

https://www.caphorn-sante.fr/
https://www.iledefrance.ars.sante.fr/menopause-club-journee-mondiale
https://www.iledefrance.ars.sante.fr/menopause-addicto-sante-mentale-quand-lars-ile-de-france-finance-de-nouveaux-parcours-de-soins
https://www.iledefrance.ars.sante.fr/menopause-addicto-sante-mentale-quand-lars-ile-de-france-finance-de-nouveaux-parcours-de-soins
https://www.centre-val-de-loire.ars.sante.fr/droits-et-sante-des-femmes-en-centre-val-de-loire-lars-accelere
https://www.centre-val-de-loire.ars.sante.fr/droits-et-sante-des-femmes-en-centre-val-de-loire-lars-accelere
https://www.has-sante.fr/jcms/
https://www.has-sante.fr/upload/docs/evamed/CT-21190_THM_PIC_REEV_AvisDef_CT-EVAL469.pdf
https://www.has-sante.fr/upload/docs/evamed/CT-21190_THM_PIC_REEV_AvisDef_CT-EVAL469.pdf
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３．国・行政機関 HP 等での啓発資料 

 

（１）全国疾病保険金庫（La Caisse nationale de l’Assurance Maladie,CNAM） の啓発資 

料 

 疾病保険金庫は、更年期について啓発する情報を HP に掲載している。それが、

“ Ménopause et périménopause ” （ 「 更 年 期 と 更 年 期 前 後 」

https://www.ameli.fr/assure/sante/themes/menopause）である。）である。そこでは、①更

年期（更年期前後）：症状と避妊、②更年期（定義、症状、診断）、③更年期：健康に対する

影響、④更年期前後及び更年期：生活と治療の方法、⑤更年期をよく生きる、⑥更年期の睡

眠（❶いかに更年期によく眠るか、❷更年期と睡眠トラブル：なぜ？）についての解説があ

る。 

 

（２）スポーツ・若者・市民活動省（Ministère des sports, de la jeunesse et de la vie 

associative）の発行するガイド「身体活動、運動不足及び更年期：理解し、行動する  一

般向けのガイド」（Activité physique, sédentarité et ménopause : comprendre et agir 

Guide à destination du grand public） 

 同ガイドは、更年期前後又は更年期の女性に対し、定期的な身体活動に参加するように情

報提供し、関心を高め、そして奨励することを目的としている。国立身体活動及び運動不足

動観測所のチームによって執筆された。国立身体活動及び運動不足観測所（L’Observatoire 

national de l’activité physique et de la sédentarité ,ONAPS。https://onaps.fr/）は、活動

的で運動不足でない人々を実現する強い切望をもって 2015 年以降活動している。スポーツ

国家戦略（la Stratégie Nationale Sport Santé）の枠内でスポーツ・若者・市民活動省によ

り支援されており、また、その活動においてクレルモンフェランの大学病院センター及びク

レルモン大学によって支援されている。このガイドは、更年期前後と更年期に起こりうる身

体的、心理的、認識的変化をよりよく知り理解することを目的としている。さらに、定期的

な身体活動のメリットや、これらの時期における座り勝ちであること（運動不足）の対策を

示すだけでなく、更年期症状に取り組み、健康と生活の質を改善するために、身体活動と運

動不足に関連する具体的で分かりやすいアドバイスも提供している。 

 

https://www.ameli.fr/assure/sante/themes/menopause
https://onaps.fr/
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出所：ガイド https://onaps.fr/wp-content/uploads/2026/02/Guide_Menopause_VF.pdf 

 

４．民間の取組 

 

フランスは、1901 年法による民間団体（アソシアシオン）が、様々な分野で活動してい

る。そのなかには、公の資金が投入されている団体も少なくない。更年期の分野においても

民間団体（アソシアシオン）の存在は大きい。 

 

（１）「フランス産婦人科医協会」（Collège national des gynécologues et obstétriciens 

français,CNGOF）と「更年期障害及びホルモンの老化に関する多職種研究グループ」（Le 

Groupe d'Etude sur la Ménopause et le Vieillissement hormonal、GEMVI。）による更

年期に関する臨床実践ガイドライン（recommandations pour la pratique clinique du 

CNGOF et du GEMVi） 

 当ガイドラインは、更年期に関する臨床実践ガイドラインである

（https://www.sciencedirect.com/journal/gynecologie-obstetrique-fertilite-and-

senologie/vol/49/issue/5）。 

 「国立フランス産婦人科医協会」は、公立か私立かを問わず、また、婦人科、産科、生

殖医療、外科、腫瘍学という分野を問わず、フランスの産婦人科医が加入する学会（アソ

シアシオン）である。「更年期障害とホルモンの老化に関する多職種研究グループ」は、

フランス更年期学会（la Société Française de Ménopause）の一部門であり、その使命

は、①更年期、男女のホルモンの老化、並びに健康と生活の質及び現在のかつ来るべき診

断・治療計画への影響において確立した事実についての情報、②これらのテーマに関する

医学的な職業教育及び研究、③これらのテーマについてヨーロッパ及び世界の専門家の参

加と科学的な意見交換、である。 

出所：CNGOF の規約 https://cngof.fr/app/uploads/2024/04/Statuts-CNGOF-au-07-02-

2024.pdf?x16080 

GEMVI の HPhttps://gemvi.org/gemvi/ 

 

（２）フランス更年期学会（la Société Française de Ménopause ）の取組 

 フランス更年期学会の更年期障害及びホルモンの老化に関する多職種研究グループ

（GEMVi）が編集した更年期に関する以下の資料を用意している。 

 早 期 卵 巣 不 全 の 患 者 に 向 け た 情 報 資 料 （ https://gemvi.org/wp-

content/uploads/2025/08/GEMVI-menopause-info-brochure-Patiente_2025.pdf） 

更年期に関する情報資料（https://gemvi.org/wp-content/uploads/2025/08/Info-IOP-

GEMVI-2025.pdf） 

関連する団体の URL も掲載されている https://gemvi.org/liens-utiles/）。 

https://onaps.fr/wp-content/uploads/2026/02/Guide_Menopause_VF.pdf
https://www.sciencedirect.com/journal/gynecologie-obstetrique-fertilite-and-senologie/vol/49/issue/5
https://www.sciencedirect.com/journal/gynecologie-obstetrique-fertilite-and-senologie/vol/49/issue/5
https://cngof.fr/app/uploads/2024/04/Statuts-CNGOF-au-07-02-2024.pdf?x16080
https://cngof.fr/app/uploads/2024/04/Statuts-CNGOF-au-07-02-2024.pdf?x16080
https://gemvi.org/gemvi/
https://gemvi.org/wp-content/uploads/2025/08/GEMVI-menopause-info-brochure-Patiente_2025.pdf
https://gemvi.org/wp-content/uploads/2025/08/GEMVI-menopause-info-brochure-Patiente_2025.pdf
https://gemvi.org/wp-content/uploads/2025/08/Info-IOP-GEMVI-2025.pdf
https://gemvi.org/wp-content/uploads/2025/08/Info-IOP-GEMVI-2025.pdf
https://gemvi.org/liens-utiles/


資料３ 

89 

 

 

（３）プランニングファミリアルの取組 

家 族
プランニング

計 画
ファミリアル

のためのフランス運動(Mouvement Français pour Le Planning Familial) 

は、フランスにおける性の健康（santé sexuelle）についてのサービスを提供する民間の

行動的な最大の連合体である（Libre de ses choix | Le planning familial）。フランス

に 80 の組織（アソシアシオン）がある。 

 コート・ドールのプランニングファミリアル（ le Planning Familial de Côte 

d'Or ）は、更年期に関して、2024 年 4月から、①無料ですべての人に開かれたディスカ

ッショングループの創設、②いくつかのエピソードのあるポッドキャストの実施、③巡回

写真展の実施、の取組を行っている。この取組は、地域保健機関、市民活動発展基金（le 

Fonds de Développement de la Vie Associative）、ディジョン市及びロンビック市（les 

Villes de Dijon et Longvic）から支援を得ている（https://www.planning-

familial.org/fr/le-planning-familial-de-la-cote-dor-21/la-menopause-un-enjeu-de-

sante-actuel-le-planning-21-se）。 

 また、更年期についてのアンケート調査も実施している（https://www.planning-

familial.org/sites/default/files/2025-

09/Barom%C3%A8tre%20de%20la%20m%C3%A9nopause%20en%20France.pdf）。 

 啓発資料も作成している（https://www.planning-

familial.org/sites/default/files/2025-10/Plaquettes%20menopause-6.pdf）。 

  

（４）婦人科オンライン（Gynéco Online）の取組 

 産婦人科医、外科医、弁護士、助産師等からなるメンバーの編集による婦人科関係の HP

（https://www.gyneco-online.com/rubrique/menopause）で、更年期についての情報発信

をしている。 

 

（5）更年期に関する書籍 

更年期に関する書籍として、以下の書籍がある。 

・Emma Roche,“VOTRE GUIDE DU THM EN FRANCE:Un Guide Complet sur le 

Traitement Hormonal de la Ménopause pour les Femmes Françaises”（『フランスにお

ける更年期ホルモン治療に関するガイド：フランス女性のための更年期ホルモン治療に関

する完全ガイド』）ペーパーバック、2025年 10 月 5 日刊 

https://www.planning-familial.org/fr
https://www.planning-familial.org/fr/le-planning-familial-de-la-cote-dor-21/la-menopause-un-enjeu-de-sante-actuel-le-planning-21-se
https://www.planning-familial.org/fr/le-planning-familial-de-la-cote-dor-21/la-menopause-un-enjeu-de-sante-actuel-le-planning-21-se
https://www.planning-familial.org/fr/le-planning-familial-de-la-cote-dor-21/la-menopause-un-enjeu-de-sante-actuel-le-planning-21-se
https://www.planning-familial.org/sites/default/files/2025-09/Barom%C3%A8tre%20de%20la%20m%C3%A9nopause%20en%20France.pdf
https://www.planning-familial.org/sites/default/files/2025-09/Barom%C3%A8tre%20de%20la%20m%C3%A9nopause%20en%20France.pdf
https://www.planning-familial.org/sites/default/files/2025-09/Barom%C3%A8tre%20de%20la%20m%C3%A9nopause%20en%20France.pdf
https://www.planning-familial.org/sites/default/files/2025-10/Plaquettes%20menopause-6.pdf
https://www.planning-familial.org/sites/default/files/2025-10/Plaquettes%20menopause-6.pdf
https://www.gyneco-online.com/rubrique/menopause
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（６）個人の取組 

 個人が更年期に関する情報を収録しているHPを運営している（https://lamenopause.fr/）。 

同 HP によると、Ariane という人物が運営者で、母親が更年期になったことにより更年期

に関心を持ったという記述があるのみで、どのような人物なのかは不明であるが、更年期に

関する情報が幅広く収録されているので、情報として記述する。 

 

５．労働分野における取組 

  

（１）議会報告書がとらえる「更年期の労働問題」 

 議会報告書が、更年期の労働問題をどのようにとらえているのかについて紹介する（頁数 

は議会報告書の頁数である）。 

フランスの女性の 2 人に 1 人は更年期がその労働に影響を与えている。更年期が労働に 

対して否定的な効果があると考えている女性のうち、16％は生産性の低下に気づき、21％

は病気休職をし、10％は彼女たちの職業上の野心にブレーキがかかるとしている（132 頁。

同数字は、《Ménopause et Entreprise:Lever le tabou》、étude Harris,menée pour 

l’assureur santé Alan,2021が参考文献として引用されているが、同資料そのものを見つ

けることはできなかった。しかし、同資料を引用している HP を見つけることができた

https://lamenopause.fr/etudes-scientifiques/etude-alan-menopause/）。 

 フランスでは、「提言 16」が指摘しているように、更年期による経済的損失の数字は出さ

れていない（135 頁）。なお、日本は、更年期について《積極的な》取組をしている国として

引用されている国であるとし、経済産業省は、更年期障害による損失を、1.9兆円としてい

ることを紹介している（136 頁）。 

 45 歳以上の女性は、労働市場への参加が増える傾向とともに、就労人口の必要不可欠な

構成部分となっている。50 歳から 64歳の女性の就労率は、1975年には 43.4％だったのが、

2022 年には 67.7％となった。50歳以上の女性の増加とともに、企業がこの年代の特別な要

望を考慮しなければならない（137頁-138頁）。 

 フランスでは、更年期は経営戦略においても労使対話においてもほとんど考慮されてい

いない。労働法典Ⅼ4121-1 は、「使用者は、安全を保障し、労働者の心身の健康を守るため

https://lamenopause.fr/
https://lamenopause.fr/etudes-scientifiques/etude-alan-menopause/
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に必要な措置をとる」と規定している。更年期は、以下の理由から労働衛生の課題である。

①労働能力に影響を与えることを示す症状（疲労、ストレス、睡眠障害、筋肉の痛み）をも

たらすこと、②特に夜間労働、暑さにさらされること、心理的な強いプレッシャーのような、

以前から存在している職業上のリスクを悪化させうること、③更年期に関係する女性労働

者とその他の労働者の間に待遇の不平等をもたらし、それは、間接差別の一形態と解釈され

うること（職業平等に関する労働法典Ⅼ1132-1 及びⅬ1142-１）、④一定の労働条件はその

影響を悪化させるということ（138 頁-139 頁）。 

 職場における更年期についての情報と予防は、また、45 歳以上の女性の職業上の排除

（désinsetion）をなくす政策に位置づけられる。2024 年の国立研究安全研究所

（Institute National de Recherche et de Sécurité,INRS。INRS は、労使代表の理事会

により運営される民間団体（アソシアシオン））の研究によれば（「45 歳から 55 歳の労働

者の職業上の排除の防止の探求と活動：企業間防止及び労働衛生サービスにおける

《Repérage et actions de prevention de la désinsertion professionnelle des 

salariés de 45-55 ans:un exemple de dispositive dans un SPSTI》,Références en 

santé au travail,INSR,n゜179,Juillet/Août/Septmbre 2024 

https://www.inrs.fr/media.html?refINRS=TF%20320）、職業上の排除の予言的なサイン

を見つけ、適切な行動をとることの重要性を強調している。職業上の排除のファクターの

中に、更年期の症状と一致するいくつかのサイン、特に疲労と睡眠障害を強調している

（＊この研究論文は更年期について直接言及しているわけではない）。 

 女性の健康は、2021 年の第 4 次労働保健計画に組み込まれたので、最近関心を持たれて

いる。使用者は、職業上のリスクを評価する記録に性別及び年齢別のデータを用意する義務

があるが、この義務はほとんど知られていない。 

労働総局（la Direction Générale du Travail。労働・連帯省の一部局）は、労働保健政

策に更年期はまだ組み入れられていないことを認めている。女性の健康というテーマは、

2021 年以降発展している。聴取の時に、労働総局は、第 5 次労働保健計画の枠内でその一

連の仕事のなかで更年期に取り組むことについて関心を示した。 

致命的な労働災害は、45 歳から 59 歳の年代の女性に最も多い。フランスでは、一般制度

に加入し 2023 年に労災に遭った女性のうち、45 歳以上が 75％を占めている。更年期と労

災との間の関係はないにしても、しかしながら、これらのデータは、更年期の年代は、職業

の枠内で女性にとってある種のリスクに直面する増大する危険にさらされる段階にあると

いう指標となっている（139 頁-140 頁）。 

 2025 年 1 月 13 日に実施した人事部長の全国団体による人事部長に対するアンケートの

回答（35 人回答）によると、大多数の回答者は、更年期は当該企業の人事政策において考

慮されていないと回答した。何人かの人事部長は、女性の健康と更年期はシニアの雇用及び

団体交渉の議論に含まれなければならないと考えているが、大多数はそのようには考えて

いない（141 頁-142 頁）。 

https://www.inrs.fr/media.html?refINRS=TF%20320
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 労働組合組織においても、更年期に関する検討は、まだ取り組むべき課題になっていない。

社会的対話の枠組みにおいて、更年期に関する討議は、全国レベルでほとんどなされていな

い。部門又は使用者レベルでの要求において、更年期は、女性の要求に応え、獲得する可能

性のある新しい権利であることで労働組合の領域内にあるものとして、特別の休暇という

視点で最も頻繁に取り組まれている（142 頁-143 頁）。 

 各労働団体の更年期に関する取組は以下のとおりである。 

 フランス民主労働総同盟（CFDT）が、連合レベルで、更年期と労働に関する公の討論を

していることは見つけられなかった。特定の職業部門レベル又は何社かの企業では更年期

について議論している。たとえば、部門レベルでは、設計事務所部門の CFDT、外務省の

CFDT、ミシュランの CFDT、企業レベルでは、CFDT と《Eaux Vive-Emaüs》の使用者

との企業協定である（＊詳細は（２）で述べる）。CFDT の設計部門は、職業平等に関する

2024 年 9 月に始まる部門の新しい交渉の枠内で更年期を取り上げ、特別の欠勤として年 12

日の婦人科の健康休暇（生理痛、子宮内膜症、更年期症状）の新設を提案している

（BUREAUX D'ETUDES : Egalité professionnelle : Ouverture de négociation F3C CFDT 

- CFDT。）。 

 フランス労働総同盟（CGT）が、全国レベルで、職場の更年期について特別の討議をして

いることは見つけられなかった。CGT-culture（国会図書館職員等文化に関する部門の連合

体）は、生理休暇の要求に絞り、更年期については取り上げていない（UNE MESURE 

D’ÉGALITÉ : L’Autorisation spéciale d’Absence MENSTRUELLE - la CGT Culture）。 

労働者の力（CGT-FO）が、全国レベルで、更年期について討議をしていることは見つけ

られなかった。しかし、女性が最も多い職業部門では、FO は、更年期について取り組んで

いる。たとえば、社会及び家族関係当事者部門（La Branche des Acteurs du Lien Social et 

Familial）は、労働条件、健康の予防、職業上のリスクの削減に関する部門協定について議

論している。これらの交渉の枠内で、FO は、生理休暇及び更年期/更年期前後休暇の新設を

要求している（annexe-cr-cmp-66-chrs-du-26-nov-24.pdf 及び cr-cmp-66-chrs-du-26-nov-

2024.pdf）。 

フランス幹部職総同盟（CFE-CGC）が更年期についての討議をしていることは見つけら

れなかった。この組合組織の討議は、シニアの雇用及び労働におけるよりよく老いる方法に

最も多く置かれている。CFE-OGC の組合員の 35％は女性であるが、目下のところ、職場

の更年期をテーマに動いていなかったことを確認している。 

フランスキリスト教労働者同盟（CFTC）が、全国でベルで、更年期について討議してい

ることを見つけられなかった（143 頁-148 頁）。 

 各使用者団体の更年期に関する取組は以下のとおりである。 

 フランス企業運動（MEDEF）は、そのための休暇のような特別の措置を否定しているけ

れども、労働の世界において、更年期を含む女性の健康を扱う重要性を認めている。MEDEF

は、この問題についての科学的データを作ることの必要性について強調している。MEDEF

https://f3c.cfdt.fr/portail/f3c/a-la-une/tpe/bureaux-d-etudes-egalite-professionnelle-ouverture-de-negociation-srv2_1384305
https://f3c.cfdt.fr/portail/f3c/a-la-une/tpe/bureaux-d-etudes-egalite-professionnelle-ouverture-de-negociation-srv2_1384305
https://cgt-culture.fr/une-mesure-degalite-lautorisation-speciale-dabsence-menstruelle-22504/
https://cgt-culture.fr/une-mesure-degalite-lautorisation-speciale-dabsence-menstruelle-22504/
https://www.fnasfo.fr/wp-content/uploads/2024/12/annexe-cr-cmp-66-chrs-du-26-nov-24.pdf
https://www.fnasfo.fr/wp-content/uploads/2024/12/cr-cmp-66-chrs-du-26-nov-2024.pdf
https://www.fnasfo.fr/wp-content/uploads/2024/12/cr-cmp-66-chrs-du-26-nov-2024.pdf
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は、疾病保険金庫の「私の予防健康診断」のような予防措置は、女性や健康にかかわる専門

職の関心を高めるためにより活用されるだろうと評価する。規則による義務よりも、

MEDEFは、使用者や労働保健サービスの任意の気づきやかかわりをあてにしているので、

企業の責任に基づくアプローチを重視する。 

中小企業連盟（La CPME）は、更年期を何よりも私的な世界に関連する問題であると考

えるアプローチをとっているので、この問題は中小企業では検討されていない。がんのよう

なある種の重大な疾病であれば、特別の寄り添いの措置を正当化できるが、更年期の場合は

そうではなく、使用者に対する新たな義務をもたらすべきではないと考えている。問題は、

使用者と女性労働者の間の直接的な対話の枠内で取り組むべきであると考えるので、もっ

ぱら任意に基づくアプローチを擁護する。 

身近な企業連盟（L’U2P）は、更年期の問題を、賃金の平等、親であること、在宅勤務な

どの優先的と判断される他の人事問題と比べて、副次的なものと考えて、慎重な態度をとっ

ている。現時点で、組織においていかなる特別の方法をとっていなかった。L’U2P は、更年

期をフランスの現在の懸念事項とは考えておらず、その意味において使用者によってとら

れる具体的なイニシアティブの知識を持っていないことを示している。睡眠障害、ほてり、

関節痛のような、ある種の更年期症状が女性労働者の職業生活に影響を与えうることは認

めているが、この症状はめったに職業上の離職や解消の要因にはならないと考えている

（151 頁-153 頁）。 

出 所 ： 労 働 法 典 の 条 文 に つ い て は 、

https://www.legifrance.gouv.fr/codes/texte_lc/LEGITEXT000006072050 

 

（２）労使協定と更年期休暇 

 議会報告書は、労働総局（DGT）による 28 の生理休暇に関する労使協定を付録として収

録している。そのうち、更年期について明確に規定しているのは、前述した CFDT と Eaux 

Vive-Emaüs の労使協定のみであり、他の労使協定は、子宮内膜症について規定している。 

CFDT と Eaux Vive-Emaüs の労使協定では、期間は月１日で、有給、診断書不要、意図の

再確認、生理期間、更年期前後、更年期の期間に適用される。休暇は、半日又は時間単位で

取得できる（https://www.legifrance.gouv.fr/acco/id/ACCOTEXT000049895924）。 

 フランス政府の法令検索（https://www.legifrance.gouv.fr/）で更年期（ménopause）とい

う 言 葉 を 入 れ て 検 索 し て み る と 、 労 働 協 約 で は ２ 件 が ヒ ッ ト し た

（ https://www.legifrance.gouv.fr/search/kali?tab_selection=kali&searchField=ALL&que

ry=menopause&searchType=ALL&etatTexte=VIGUEUR&etatTexte=VIGUEUR_ETEN

&etatTexte=VIGUEUR_NON_ETEN&etatArticle=VIGUEUR&etatArticle=VIGUEUR_

ETEN&etatArticle=VIGUEUR_NON_ETEN&typePagination=DEFAUT&sortValue=P

ERTINENCE&pageSize=10&page=1&tab_selection=kali#kali 

）。 

https://www.legifrance.gouv.fr/codes/texte_lc/LEGITEXT000006072050
https://www.legifrance.gouv.fr/acco/id/ACCOTEXT000049895924
https://www.legifrance.gouv.fr/
https://www.legifrance.gouv.fr/search/kali?tab_selection=kali&searchField=ALL&query=menopause&searchType=ALL&etatTexte=VIGUEUR&etatTexte=VIGUEUR_ETEN&etatTexte=VIGUEUR_NON_ETEN&etatArticle=VIGUEUR&etatArticle=VIGUEUR_ETEN&etatArticle=VIGUEUR_NON_ETEN&typePagination=DEFAUT&sortValue=PERTINENCE&pageSize=10&page=1&tab_selection=kali#kali
https://www.legifrance.gouv.fr/search/kali?tab_selection=kali&searchField=ALL&query=menopause&searchType=ALL&etatTexte=VIGUEUR&etatTexte=VIGUEUR_ETEN&etatTexte=VIGUEUR_NON_ETEN&etatArticle=VIGUEUR&etatArticle=VIGUEUR_ETEN&etatArticle=VIGUEUR_NON_ETEN&typePagination=DEFAUT&sortValue=PERTINENCE&pageSize=10&page=1&tab_selection=kali#kali
https://www.legifrance.gouv.fr/search/kali?tab_selection=kali&searchField=ALL&query=menopause&searchType=ALL&etatTexte=VIGUEUR&etatTexte=VIGUEUR_ETEN&etatTexte=VIGUEUR_NON_ETEN&etatArticle=VIGUEUR&etatArticle=VIGUEUR_ETEN&etatArticle=VIGUEUR_NON_ETEN&typePagination=DEFAUT&sortValue=PERTINENCE&pageSize=10&page=1&tab_selection=kali#kali
https://www.legifrance.gouv.fr/search/kali?tab_selection=kali&searchField=ALL&query=menopause&searchType=ALL&etatTexte=VIGUEUR&etatTexte=VIGUEUR_ETEN&etatTexte=VIGUEUR_NON_ETEN&etatArticle=VIGUEUR&etatArticle=VIGUEUR_ETEN&etatArticle=VIGUEUR_NON_ETEN&typePagination=DEFAUT&sortValue=PERTINENCE&pageSize=10&page=1&tab_selection=kali#kali
https://www.legifrance.gouv.fr/search/kali?tab_selection=kali&searchField=ALL&query=menopause&searchType=ALL&etatTexte=VIGUEUR&etatTexte=VIGUEUR_ETEN&etatTexte=VIGUEUR_NON_ETEN&etatArticle=VIGUEUR&etatArticle=VIGUEUR_ETEN&etatArticle=VIGUEUR_NON_ETEN&typePagination=DEFAUT&sortValue=PERTINENCE&pageSize=10&page=1&tab_selection=kali#kali
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企 業 協 定 で 検 索 す る と 143 件 の 労 使 協 定 が ヒ ッ ト し た

（ https://www.legifrance.gouv.fr/search/acco?tab_selection=acco&searchField=ALL&qu

ery=menopause&searchType=ALL&typePagination=DEFAULT&sortValue=PERTINE

NCE&pageSize=10&page=1&tab_selection=acco#acco）。 

 

https://www.legifrance.gouv.fr/search/acco?tab_selection=acco&searchField=ALL&query=menopause&searchType=ALL&typePagination=DEFAULT&sortValue=PERTINENCE&pageSize=10&page=1&tab_selection=acco#acco
https://www.legifrance.gouv.fr/search/acco?tab_selection=acco&searchField=ALL&query=menopause&searchType=ALL&typePagination=DEFAULT&sortValue=PERTINENCE&pageSize=10&page=1&tab_selection=acco#acco
https://www.legifrance.gouv.fr/search/acco?tab_selection=acco&searchField=ALL&query=menopause&searchType=ALL&typePagination=DEFAULT&sortValue=PERTINENCE&pageSize=10&page=1&tab_selection=acco#acco
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ドイツ Menopause/Wechseljahre 調査結果 

日本大学法学部 松島雪江 

 

〈2025 年 12 月時点の報告〉 

【概要】 

１．  2025年 12月時点で、更年期を直接の対象として規定した法律はドイツに存在しない

が、更年期障害が経済的損失を生むという視点から、労働分野では AGG（一般平等待遇法）に

より更年期を原因とする差別を禁止するという形での対応が取られている。 

 

２．  日本の厚生労働省に該当する機関は Bundesministerium für Arbeit und Soziales 

（BMAS）であり、BMAS主導で新しい労働の質イニシアティブというプラットフォーム

（INQA）が作られており、労働分野における更年期への情報提供や助言を行っている。 

AGGを管轄する連邦反差別局 Antidiskriminierungsstelle des Bundes でも、職場における

更年期障害という政策文書を作成し、更年期障害への対応を差別の観点から注視している。 

自治体レベルでは、ベルリン市が大学や保険基金と共に更年期の行動指針を発表している。 

 いずれも国家レベルで統一された施策やガイドラインではなく、情報提供や助言を主な目的と

している。 

 

３．  国家レベルでの啓発は、ドイツ連邦保健省 Bundesministerium für Gesundheit（BMG）

や BMGが運営する健康情報ポータルサイト gesund.bund.de がある。 

民間領域では、ドイツ更年期学会 Deutsche Menopause Gesellschaft（DMG）、Haufe、私た

ちは 900万人＃wirsind9milionen などのサイトで情報提供や啓発活動が行われている。 

 

 

 

１． 法律  

2025年 12月時点で、更年期障害に関して直接規定した法律は存在しない。 

 

しかし労働分野での更年期障害には、Allgemeines Gleichbehandlungsgesetz:AGG（いわゆる

包括的差別禁止法に該当する一般平等待遇法）にて、対応が行われている。 

AGG条文サイト： 

https://www.gesetze-im-internet.de/agg/BJNR189710006.html 

 

【AGGについて】 

AGG（雇用へのアクセスや労働条件にも適用）では、直接更年期に言及してはいないが、第 1

条法の目的に「人種や民族的出自、性別、宗教や世界観、障害、年齢、性的アイデンティテ

ィ」に基づく差別の防止が明記されている。更年期に基づく不利益は、性別、年齢、（更年期

症状が重いときには）障害に該当することで保護される。第 3条（２）間接差別の項では、中

立的に見える基準や行為で不利益を被る可能性があることを規定しており、更年期は性別・年

https://www.gesetze-im-internet.de/agg/BJNR189710006.html
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齢差別の可能性を孕む。第 2章は雇用関係における従業員への不利益の禁止が謳われており、

第 7条では従業員に不利益を与えることの禁止、差別禁止に違反する規定は無効であること、

差別が契約上の義務違反であることが示されている。更年期であることにより配置転換をした

り、パフォーマンス低下により昇進を見送るなどは、これに該当する。第 12条には使用者の

義務と措置が示されており、使用者は従業員に不利益や差別が行われないような措置を取る義

務がある。（第 3条で、直接・間接差別のみならず、ハラスメントも対象としている。）第 15

条では、差別禁止に違反した場合、使用者に損害賠償義務が生じる旨記されている。これらの

差別に対応するため、連邦反差別局 Antidiskriminierungsstelle des Bundes が設置されてい

る（第 25条）。 

連邦反差別局サイト：

https://www.antidiskriminierungsstelle.de/DE/startseite/startseite-node.html 

 

 

 

２． 国・行政機関による施策内容 

  日本の厚生労働省に該当するドイツの機関は Bundesministerium für Arbeit und 

Soziales:BMAS（サイト：https://www.bmas.de/DE/Startseite/start.html）である。この BMAS主

導のもと、新しい労働の質イニシアティブ Initiative Neue Qualität und Arbeit:INQA という働

き 方 の 質 を 改 善 さ せ る プ ラ ッ ト フ ォ ー ム が 作 ら れ て い る 。（ サ イ ト ：

https://www.inqa.de/DE/startseite/startseite.html） 

（ただし、INQA は行政機関ではない） 

 

 

INQA の取組 

INQAでは「更年期とキャリア：企業はなぜこの問題に注目すべきか？」というページを作って

いる。ただし、INQAは法的拘束力を持つものではなく、あくまで情報提供や助言に留まる。（サ

イト：https://www.inqa.de/DE/themen/diversity/diversitaetsmanagement/wechseljahre-und-

karriere.html?utm） 

ほとんどすべての女性が労働生活の中で更年期を迎えること、更年期の特徴的な症状の説明、企

業が従業員に適切な支援を行うことで長く働いてもらえること、そのために企業がなすべきこと

などが示されている。 

企業が具体的に支援できることとして、以下の点が挙げられている。（法的拘束力のないガイドラ

インとして考えられるもの） 

① 更年期障害を議題に取り上げる 

まず企業でこの問題を取り上げ、更年期障害をタブーから共に議論できるテーマにする。 

② 理解は透明性につながる 

様々な年齢層に対して企業がリーダーシップを取り、会話重視の企業文化を示すことで、従

業員同士が話し合い、問題の解決策を共に見出すことができる。 

③ 助言をして情報を伝える 

https://www.antidiskriminierungsstelle.de/DE/startseite/startseite-node.html
https://www.inqa.de/DE/startseite/startseite.html
https://www.inqa.de/DE/themen/diversity/diversitaetsmanagement/wechseljahre-und-karriere.html?utm
https://www.inqa.de/DE/themen/diversity/diversitaetsmanagement/wechseljahre-und-karriere.html?utm
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   医師によるＱ＆Ａ等の助言や外部の助言者を示し、重要情報はイントラネットに掲載する

などする 

④ 職場や働き方を適応させる 

職場で何が求められているのか―例えば窓際の席が良いのか、休憩室が必要なのか―に対応

し、可能であれば、柔軟な労働時間を考慮する 

⑤ ニーズに応じた健康への措置を行う 

運動クラスを提供することや、栄養のアドバイスを行うことも有益である。それはすべての

従業員に利益をもたらすものでもある。 

⑥ ネットワークを構築する 

社内ネットワークの構築支援を行うことで、労働者同士が経験を共有したり助言を与えたり

することが可能になる。人事管理部門を更年期の担当窓口とすることもできる。 

 

 

 

連邦反差別局の取組 

（上記 1でも言及した）連邦反差別局 Antidiskriminierungsstelle des Bundes では、「職場にお

ける更年期障害」という政策文書を発表し、更年期障害による差別のリスクと行動アプローチを

提示している。 

（サイト：

https://www.antidiskriminierungsstelle.de/SharedDocs/forschungsprojekte/DE/Studie_Wechs

eljahre_am_ArbPlatz.html） 

このサイトで示されている概要は以下の通り 

ドイツでは 900 万人以上の女性が更年期を迎えている。研究によると、50歳以上の女性の 10％が

更年期障害によって退職しており、年間 94億ユーロの経済損失が見込まれる。労働力不足の時代

にこの数字は警鐘を鳴らしている。 

この政策文書は、閉経前後期および閉経という、これまで無視されてきたテーマに取り組むこと

を目的としている。ここでは政治家、企業の代表をはじめ、労働組合や健康保険会社、NGO など

市民社会における活動家に対して、具体的に推奨できる行動を提示する。 

方法論的には、2022年にイギリス政府が公表した最初の国際政策文書「更年期障害と職場」とい

うプロジェクトに依拠している。そこでは体系的な文献調査、専門家のインタビュー、2回の専

門家会合の成果である。移民という背景を持つ女性、地方出身者、様々な社会経済的背景を持つ

女性などの特別なニーズが体系的に含まれ、インターセクショナルな視点が考慮されている。 

 

 

 

ベルリン市での取組 

 ベルリン市ではベルリン法・経済単科大学（Hochschule für Wirtschaft und Recht Berlin：

HWR）と Barmer という保険基金が共同で更年期の行動指針（Menopause@work）を発表している。

このパンフレットは４７ページに及び、更年期の症状、専門家による多方面からの分析、労働領

https://www.antidiskriminierungsstelle.de/SharedDocs/forschungsprojekte/DE/Studie_Wechseljahre_am_ArbPlatz.html
https://www.antidiskriminierungsstelle.de/SharedDocs/forschungsprojekte/DE/Studie_Wechseljahre_am_ArbPlatz.html
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域における措置と責任に関するチェックリストも示している。（サイト：

https://www.barmer.de/resource/blob/1345774/bbd7d1a9330f35e516428837f10281d7/leitfaden-

menopause-work-60127-data.pdf） 

高齢化社会において更年期の女性をエビデンス・ベースで活用することは、価値ある投資である

という視点がある。 

 

「更年期と労働」に関するチェックリストは以下の通り 

1. 企業における 40歳以上の女性社員割合の把握 

更年期は、経営陣の意識の中で、経済および業績に関連する要素として認識されているか確

認。 

2. ニーズ分析 

女性の健康と更年期に関するアンケートまたはワークショップを実施し、更年期に関する要望

やニーズを把握する。 

3. 調整 

体系的な調査と具体的な施策の実施において、企業特有のニーズとして考慮すべき事項の確

認。 

企業健康管理担当者と協力し、具体的な施策の実施を調整する。 

体系的な調査の実施や具体的な施策の実施において、企業特有のニーズのどの側面を考慮すべ

きか検討。 

4. 企業文化 

オープンなコミュニケーションを支援する。 

健康上の課題について率直に話し合うことのできる職場環境の積極的な推進。 

5. 専門情報 

更年期に関して専門家による講演を計画。 

情報提供を通じて、「ホルモンの変化」というテーマをタブー視させないようにするにはどうす

ればよいか検討。 

6. 意識向上 

全従業員に更年期のテーマを浸透させる。 

ジェンダーに配慮した健康問題に関する研修や、意識向上のためのリソースや情報資料の整

理。 

7. 統合 

既存の企業健康管理プログラムに更年期プログラムを追加する。 

企業健康管理は、更年期に関するサービスを追加できるよう、プログラムを確認。 

8. 専門知識 

女性の健康と更年期に関する知識を確認し、強化する。 

医療専門家、産業医、企業健康管理の専門家は、ジェンダーに配慮した健康管理と更年期に関

する十分な専門知識を持っているか確認。 

9. 戦略的な方向性 

企業理念を総合的な健康コンセプトに整合させる。 

https://www.barmer.de/resource/blob/1345774/bbd7d1a9330f35e516428837f10281d7/leitfaden-menopause-work-60127-data.pdf
https://www.barmer.de/resource/blob/1345774/bbd7d1a9330f35e516428837f10281d7/leitfaden-menopause-work-60127-data.pdf
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企業は、どのようにして長期的かつ総合的な健康戦略を構築することができるか検討する。 

 

 

 

３． 国・行政機関 HP等での啓発資料 

ドイツ連邦保健省 Bundesministerium für Gesundheit:BMG においても更年期の啓発を行って

いる（サイト：

https://www.bundesgesundheitsministerium.de/presse/pressemitteilungen/dialog-ueber-

die-wechsel-jahre.html）が、BMGが運営する健康情報ポータルサイト gesund.bund.de(サイ

ト：https://gesund.bund.de/en/menopause?utm_source=chatgpt.com)では、更年期障害につ

いてのより詳細な科学的データが提供されている。そこでは、更年期の症状、進行、診断、治

療、日常生活で知っておくべきことなどの情報が提供されている。 

 

 

 

〈民間領域での啓発資料〉 

 ドイツ更年期学会 Deutsche Menopause Gesellschaft:DMG サイト：https://www.menopause-

gesellschaft.de/rund-um-die-menopause 

医師のための治療ガイドラインや、一般向けの情報提供を行っている。更年期に関する他の学協

会のリンクも示されており、その中には「ヨーロッパ更年期障害及び男性更年期協会 European 

Menopause and Andropause Society:EMAS」(サイト：https://emas-online.org)、「イギリス更年

期協会 British Menopause Society:BMS」（サイト：https://thebms.org.uk）、「国際更年期障害

協会 International Menopause Society:IMS」（サイト：https://www.imsociety.org）などが挙

げられている。 

 

 

 Haufe（企業の労務管理について情報提供を行う会社） サイト：

https://www.haufe.de/arbeitsschutz/gesundheit-umwelt/frauengesundheit-mit-bgm-fit-

durch-die-menopause_94_644586.html 

 企業の労務管理の観点から更年期障害に着目し、労働条件改善のための教育と支援の必要性を

訴えている。ここでの情報は、ベルリン法・経済単科大学（HWR）が 2022～2024年に行った

MenoSupport というプロジェクト（サイト：https://blog.hwr-

berlin.de/menosupport/projektbeschreibung/）の結果に依拠している。 

この HWRのプロジェクトは、27～67歳の女性 2119名を対象としたもので、プロジェクトの結果

も公表されている。（サイト：https://blog.hwr-berlin.de/menosupport/ergebnisse/） 

 

 

 私たちは 900 万人＃wirsind9milionen サイト：https://wexxeljahre.de/wirsind9millionen/ 

全ドイツの医師や更年期アドバイザー、薬剤師、ジャーナリスト、起業家、活動家、インフルエ

https://www.bundesgesundheitsministerium.de/presse/pressemitteilungen/dialog-ueber-die-wechsel-jahre.html
https://www.bundesgesundheitsministerium.de/presse/pressemitteilungen/dialog-ueber-die-wechsel-jahre.html
https://gesund.bund.de/en/menopause?utm_source=chatgpt.com
https://www.menopause-gesellschaft.de/rund-um-die-menopause
https://www.menopause-gesellschaft.de/rund-um-die-menopause
https://emas-online.org/
https://thebms.org.uk/
https://www.imsociety.org/
https://www.haufe.de/arbeitsschutz/gesundheit-umwelt/frauengesundheit-mit-bgm-fit-durch-die-menopause_94_644586.html?utm_source=c
https://www.haufe.de/arbeitsschutz/gesundheit-umwelt/frauengesundheit-mit-bgm-fit-durch-die-menopause_94_644586.html?utm_source=c
https://blog.hwr-berlin.de/menosupport/projektbeschreibung/
https://blog.hwr-berlin.de/menosupport/projektbeschreibung/
https://blog.hwr-berlin.de/menosupport/ergebnisse/
https://wexxeljahre.de/wirsind9millionen/
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ンサーなどからなる団体で、更年期障害に対する社会的なタブーを取り除き、職場で更年期をテ

ーマ化し、健康政策のアジェンダに載せることを目的としている。心身にどのような変化が起き

るかや、治療の選択肢（植物の力を利用、栄養補助食品、ホルモン充填療法 HRTなど）を提示し

ている。 
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   更年期に関する報告―アメリカ― 

                              日本大学非常勤講師 松井丈晴 

１． はじめに 

アメリカでは、更年期に関する医学的研究が長年行われてきた。例えば、1990 年代にはすでにア

メリカにおける更年期研究の動向を紹介する文献があり105、その後も国立衛生研究所を中心に大規

模研究が継続されている。本報告では、更年期に関する医学的研究、連邦機関による情報提供、民

間団体の啓発、州・地方政府における法的対応を概観する。 

 

 

２． 国立衛生研究所（National Institutes of Health、 NIH）の取組106 

 Office of Research on Women’s Health（ORWH）107は、女性の健康に関する研究を進めるため

の中心的な役割を担っており、更年期移行期、その前後、および閉経後の中高年女性の健康に関す

る研究を行っている。 

過去数十年にわたり、国立衛生研究所は、女性の健康イニシアティブ（Women’s Health Initiative、

WHI）108と全国的な女性の健康研究（Study of Women’s Health Across the Nation、SWAN）109

など、更年期に関するいくつかの重要な研究を支援してきた。これらの研究は、この重要なライフ

ステージに対する理解を豊かにしてきた。 

 NIH Revitalization Act of 1993により、Office of Research on Women’s Health（ORWH）は法

的根拠を与えられ、NIHが実施または支援すべき女性の健康に関する研究課題や学際的研究を特定

する役割を担うこととなった。ORWHは、その使命に沿って、NIH内の他の研究所、センター、

オフィス（Institutes, Centers, and Offices: ICOs）と連携し、更年期を含む女性の中年期以降の健

康に関する研究を推進している。 

 ここでいうNIH内の他の研究所、センター、オフィス(ICOs)とは、 

①国立心肺血液研究所（National Heart, Lung, and Blood Institute、 NHLBI）110 

②国立老化研究所（National Institute on Aging、NIA） 

③ユーニス・ケネディ・シュライバー国立小児保健・人間発達研究所 

（Eunice Kennedy Shriver National Institute of Child Health and Human Development 、

NICHD） 

である。 

 Study of Women’s Health Across the Nation（SWAN）は、1994年に開始された中年期女性の

健康に関する縦断研究であり、初回登録時に 42 歳から 52 歳の閉経前女性約 3,300 人を対象とし

た。 

 
105 2025.11.16閲覧 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jshms/8/0/8_49/_pdf/-char/ja 
106 2026.3.20閲覧 

https://orwh.od.nih.gov/menopause-midlife-health#card-1292 
107 国立衛生研究所（NIH）内にある女性の健康研究室の略称 
108 主に閉経後の女性の健康に焦点を当てた、国民的な長期健康調査で、この研究は、国立心肺血

液研究所（NHLBI）が資金提供している。 
109 閉経期を中心とした中年期女性の健康の変化を調査する大規模な疫学研究で、この研究は、身

体的、生物学的、心理的、社会的な変化に焦点を当てている。 
110 国立衛生研究所（NIH）に属する主要な3番目に大きな研究機関で、心臓、肺、血液の疾患お

よび睡眠障害に関する研究、トレーニング、教育を主導している。 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/jshms/8/0/8_49/_pdf/-char/ja
https://orwh.od.nih.gov/menopause-midlife-health#card-1292
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国立老化研究所の資金提供を受けた2 つの研究111 

①the Menopause Strategies: Finding Lasting Answers for Symptoms and Health (MsFLASH) 

更年期対策：症状と健康の持続的な解決策を見つける 

→2008年に更年期の症状に対する新しい治療法の研究を開始した。 

②Menopausal Vasomotor Symptoms and Brain Aging in Women (MsBRAIN) 

女性における更年期血管運動症状と脳の老化 

→更年期の症状が短期的及び長期的な脳の健康にどのように影響するか、そして更年期と年齢によ

る加齢が脳にどのような異なる影響を与えるかを探っている。 

 

1991年に国立心肺血液研究所は、歴史上最大の女性の健康プロジェクトの１つとして、女性の健

康イニシアティブを開始した。ORWHの資料では、Mielke博士の見解として、最近の研究に基づ

けば、ホルモン療法は更年期症状を軽減し、生活の質を向上させる可能性がある一方、心血管疾患

等の状態やリスクを有する女性では禁忌となる場合があると紹介されている112。 

 

 

３．その他の国立衛生研究所及び連邦機関と啓発資料 

①ORWH   

・更年期研究の今後の方向性:女性の中年期健康の最適化ラウンドテーブル 

https://orwh.od.nih.gov/about/newsroom/events/future-directions-in-menopause-research-

optimizing-midlife-health-of-women-roundtable 

 

・国立衛生研究所の女性の健康に焦点を当てた四半期刊行物:「更年期に関する研究」 

https://orwh.od.nih.gov/sites/orwh/files/docs/ORWHInFocus52_508.pdf 

 

・第7 回年次ヴィヴィアン・W・ピン・シンポジウム(2023年5 月)—「更年期と女性の中年の健康

最適化」 

https://orwh.od.nih.gov/our-work/annual-vivian-w-pinn-symposium 

 

・国立衛生研究所健康ニュース:「更年期の管理」 

https://newsinhealth.nih.gov/2024/10/managing-menopause 

 

②全国的な女性の健康研究状況説明 

https://www.swanstudy.org/fact-sheets/ 

 

③国立がん研究所（National Cancer Institute、 NCI)   

・更年期ホルモン療法とがん 

 
111 2026.3.20閲覧 

https://orwh.od.nih.gov/sites/orwh/files/docs/ORWHInFocus52_508.pdf 

7頁参照。 
112 2026.3.20閲覧 

https://orwh.od.nih.gov/sites/orwh/files/docs/ORWHInFocus52_508.pdf 

5頁参照 

https://orwh.od.nih.gov/about/newsroom/events/future-directions-in-menopause-research-optimizing-midlife-health-of-women-roundtable
https://orwh.od.nih.gov/about/newsroom/events/future-directions-in-menopause-research-optimizing-midlife-health-of-women-roundtable
https://orwh.od.nih.gov/sites/orwh/files/docs/ORWHInFocus52_508.pdf
https://orwh.od.nih.gov/our-work/annual-vivian-w-pinn-symposium
https://newsinhealth.nih.gov/2024/10/managing-menopause
https://www.swanstudy.org/fact-sheets/
https://orwh.od.nih.gov/sites/orwh/files/docs/ORWHInFocus52_508.pdf
https://orwh.od.nih.gov/sites/orwh/files/docs/ORWHInFocus52_508.pdf
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https://www.cancer.gov/about-cancer/causes-prevention/risk/hormones/mht-fact-sheet 

 

④全米補完・統合医療センター（National Center for Complementary and Integrative Health 、

NCCIH)   

・更年期症状と補完的な健康実践について知っておくべき4つのこと 

https://www.nccih.nih.gov/health/tips/things-to-know-about-menopausal-symptoms-and-

complementary-health-practices 

 

⑤国立心肺血液研究所（National Heart, Lung, and Blood Institute 、NHLBI)   

・心臓の健康と更年期 

https://www.nhlbi.nih.gov/health/coronary-heart-disease/women#Why-does-coronary-heart-

disease-affect-women-differently? 

・女性と心臓病 

https://www.nhlbi.nih.gov/education/heart-truth/listen-to-your-heart 

 

⑥ユーニス・ケネディ・シュライバー国立小児保健・人間発達研究所（Eunice Kennedy Shriver 

National Institute of Child Health and Human Development 、NICHD)  

https://www.nichd.nih.gov/health/topics/menopause 

 

⑦国立医学図書館（National Library of Medicine 、NLM)   

・更年期 

https://medlineplus.gov/menopause.html 

・ホルモン療法 

https://medlineplus.gov/hormonereplacementtherapy.html 

・「私たちが知っていることまだ知らないこと」NIH MedlinePlus Magazine 

https://magazine.medlineplus.gov/article/what-we-know-and-still-dont-know-about-menopause 

・「更年期：知っておくべきこと」NIH MedlinePlus Magazine 

https://magazine.medlineplus.gov/article/menopause-what-you-need-to-know 

 

⑧米国保健福祉省女性保健局（U.S. Department of Health and Human Services (HHS) Office on 

Women’s Health 、OWH) 

→1991 年に米国保健福祉省(HHS)内に設立された。米国保健福祉省女性保健局は米国保健福祉省

全体で女性の健康活動を調整し、政策の情報提供と推進、医療専門家や消費者の教育、革新的なプ

ログラムの支援を通じて重要な女性の健康問題に対応している。 

https://womenshealth.gov/menopause 

 

⑨食品医薬品局（Food and Drug Administration 、FDA)  

→米国保健福祉省傘下の機関で、人間および獣用医薬品、生物製品、医療機器の安全性、有効性、

セキュリティを確保することで公衆衛生を保護する責任を負っている。また、国の食品供給、化粧

品、放射線を放出する製品の安全を確保することでも支援している。 

https://www.fda.gov/consumers/womens-health-topics/menopause 

https://www.fda.gov/media/130242/download 

https://www.fda.gov/media/119387/download 

 

2023 年 5 月 12 日、食品医薬品局（FDA）は、Veozah（フェゾリネタント）を、更年期に伴う中

https://www.cancer.gov/about-cancer/causes-prevention/risk/hormones/mht-fact-sheet
https://www.nccih.nih.gov/health/tips/things-to-know-about-menopausal-symptoms-and-complementary-health-practices
https://www.nccih.nih.gov/health/tips/things-to-know-about-menopausal-symptoms-and-complementary-health-practices
https://www.nhlbi.nih.gov/health/coronary-heart-disease/women#Why-does-coronary-heart-disease-affect-women-differently?
https://www.nhlbi.nih.gov/health/coronary-heart-disease/women#Why-does-coronary-heart-disease-affect-women-differently?
https://www.nhlbi.nih.gov/education/heart-truth/listen-to-your-heart
https://www.nichd.nih.gov/health/topics/menopause
https://medlineplus.gov/menopause.html
https://medlineplus.gov/hormonereplacementtherapy.html
https://magazine.medlineplus.gov/article/what-we-know-and-still-dont-know-about-menopause
https://magazine.medlineplus.gov/article/menopause-what-you-need-to-know
https://womenshealth.gov/menopause
https://www.fda.gov/consumers/womens-health-topics/menopause
https://www.fda.gov/media/130242/download
https://www.fda.gov/media/119387/download
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等度から重度の血管運動症状、すなわちホットフラッシュの治療薬として承認した113。Veozahは、

FDAが承認した初のニューロキニン3 受容体拮抗薬であり、体温調節に関与するNK3受容体の作

用を阻害することで症状を軽減する薬剤である。ただし、薬剤費や保険適用の問題があり、一部の

保険者では、他の治療薬を先に試すことを求める場合がある114。 

 

４．民間の啓発資料 

①更年期協会（旧：北米更年期協会）The Menopause Society 

→会員は北米に限定されず、医療保健専門家、研究者、メディア、一般市民からなり、更年期の移

行期およびその後の女性の健康と医療体験の改善に関する対話を引き続き主導している。 

https://menopause.org/ 

更年期ガイドブック（第10版） 

https://menopause.org/patient-education/the-menopause-guidebook 

更年期ジャーナル（月刊） 

https://menopause.org/professional-resources/menopause-journal-nm 

 

②アメリカ産婦人科学会(American College of Obstetricians and Gynecologists、ACOG) 

→女性の健康、社会的課題、アドボカシー等に関するプログラムを通じて、世界中の女性の医療を

改善・強化することに取り組んでいる。 

https://www.acog.org/ 

『更年期：産婦人科医が知ってほしいこと』（2026 年） 

https://www.acog.org/store/products/patient-education/books/menopause-what-your-ob-gyn-

wants-you-to-know 

 

③内分泌学会 Endocrine Society 

→医師と科学者で構成された世界的なコミュニティーであり、科学的な突破口を加速させ、患者の

健康と福祉を向上することに力を入れている。 

https://www.endocrine.org/patient-engagement/endocrine-library/menopause 

ホルモンと更年期 

https://www.endocrine.org/-/media/endocrine/files/patient-engagement/hormones-and-

series/hormones_and_menopause_what_you_need_to_know.pdf 

 

④女性健康研究協会（Society for Women's Health Research 、SWHR)   

→1990年にFlorence Haseltine（フローレンス・ハセルティン）博士によって設立され、科学、政

策、教育を通じて女性の健康を推進し、女性の健康を最適化するための性差研究を促進する。 

・更年期準備ツールキット（2022年6 月16日出版） 

→このツールキットは、女性健康研究協会の更年期プログラムのプロジェクトであり、更年期移行

に関連するケアの障壁を解消し、健康格差を減らすために設立された。このプログラムは、女性の

医療提供者や研究者、患者や患者の支援者、医療の意思決定者に、女性の更年期および中年のケア

 
113 2026.5.12閲覧 

https://www.fda.gov/news-events/press-announcements/fda-approves-novel-drug-treat-

moderate-severe-hot-flashes-caused-menopause 
114 2026.3.29閲覧 

https://www.nbcnews.com/health/health-news/non-hormonal-menopause-drugs-symptoms-

insurance-hurdles-rcna152439 

https://menopause.org/
https://menopause.org/patient-education/the-menopause-guidebook
https://menopause.org/professional-resources/menopause-journal-nm
https://www.acog.org/
https://www.acog.org/store/products/patient-education/books/menopause-what-your-ob-gyn-wants-you-to-know
https://www.acog.org/store/products/patient-education/books/menopause-what-your-ob-gyn-wants-you-to-know
https://www.endocrine.org/patient-engagement/endocrine-library/menopause
https://www.endocrine.org/-/media/endocrine/files/patient-engagement/hormones-and-series/hormones_and_menopause_what_you_need_to_know.pdf
https://www.endocrine.org/-/media/endocrine/files/patient-engagement/hormones-and-series/hormones_and_menopause_what_you_need_to_know.pdf
https://www.fda.gov/news-events/press-announcements/fda-approves-novel-drug-treat-moderate-severe-hot-flashes-caused-menopause
https://www.fda.gov/news-events/press-announcements/fda-approves-novel-drug-treat-moderate-severe-hot-flashes-caused-menopause
https://www.nbcnews.com/health/health-news/non-hormonal-menopause-drugs-symptoms-insurance-hurdles-rcna152439
https://www.nbcnews.com/health/health-news/non-hormonal-menopause-drugs-symptoms-insurance-hurdles-rcna152439
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を理解する重要性を訴え、患者の治療効果を改善するために、科学に基づく医療政策と教育を促進

する。 

https://swhr.org/resources/menopause-preparedness-toolkit-a-womans-empowerment-guide/ 

・更年期準備ツールキット(YouTube) 

https://swhr.org/resources/menopause-preparedness-toolkit-video-series/ 

・更年期障害の体験に光を当て、治療の謎を解き明かす(YouTube) 

https://www.youtube.com/watch?v=Fedm377VHLo 

 

 

５．法律 

ロードアイランド州で法制化された全米初の「更年期」への職場配慮115 

ロードアイランド州は、Fair Employment Practices Act を改正し、従業員4 人以上を雇用する

使用者について、妊娠・出産に関連する状態に加えて、更年期および関連する医学的状態も合理的

配慮の対象に含めた。同改正は2025年6 月24 日に施行され、使用者が過度の負担を証明できる場

合を除き、従業員または求職者に対する合理的配慮の拒否を違法な雇用慣行としている。これまで

同法は妊娠や出産に関連する状態への配慮を使用者に求めてきたが、今回新たに「更年期」がその

対象に追加された。これにより使用者は、ホットフラッシュ（突然のほてり・のぼせ・発汗症状）

といった代表的な症状を含む、更年期に関連する症状を経験する従業員または求職者に対して「合

理的配慮」を提供することが法的に義務づけられる。 

【参考：ADAにおける合理的配慮例】116 

・既存の施設を利用できるようにすること 

・職務の再編成 

・パートタイム勤務または勤務時間の変更 

・機器・設備の取得または改造 

・試験、研修教材、または規定の変更 

・資格のある朗読者または通訳者を提供すること 

・空いているポストへの配置転換 

 

R.I. Gen. Laws § 28-5-7.4→ロードアイランド州法における合理的配慮 

“ Reasonably accommodate” means 

providing reasonable accommodations, 

including, but not limited to, more frequent 

or longer breaks, time off to recover from 

childbirth, acquisition or modification of 

(2) 「合理的配慮」とは、より頻繁または長

期の休憩、産後休暇、設備・機器の取得また

は変更、座席の提供、一時的な軽易・安全な

業務への配置転換、職務の再編成、軽作業、

休憩時間、母乳を搾るための専用のトイレ以

 
115 2025.11.16閲覧 

https://www.forbes.com/sites/janicegassam/2025/08/30/the-menopause-law-that-could-change-

your-workplace-forever/ 

https://www.oprahdaily.com/life/health/a65566765/rhode-island-menopause-law-news/ 
116 2026.3.28閲覧 

ADAに基づく合理的配慮および過度の負担に関する執行指針 

https://www.eeoc.gov/laws/guidance/enforcement-guidance-reasonable-accommodation-and-

undue-hardship-under-ada 

42 USC § 12111(9) (1994); 29 CFR § 1630.2(o)(2)(i-ii) (1997). 

https://vensure.com/employment-law-updates/rhode-island-expands-workplace-protections-to-

include-menopause/ 

https://swhr.org/resources/menopause-preparedness-toolkit-a-womans-empowerment-guide/
https://swhr.org/resources/menopause-preparedness-toolkit-video-series/
https://www.youtube.com/watch?v=Fedm377VHLo
https://www.forbes.com/sites/janicegassam/2025/08/30/the-menopause-law-that-could-change-your-workplace-forever/
https://www.forbes.com/sites/janicegassam/2025/08/30/the-menopause-law-that-could-change-your-workplace-forever/
https://www.oprahdaily.com/life/health/a65566765/rhode-island-menopause-law-news/
https://www.eeoc.gov/laws/guidance/enforcement-guidance-reasonable-accommodation-and-undue-hardship-under-ada
https://www.eeoc.gov/laws/guidance/enforcement-guidance-reasonable-accommodation-and-undue-hardship-under-ada
https://vensure.com/employment-law-updates/rhode-island-expands-workplace-protections-to-include-menopause/
https://vensure.com/employment-law-updates/rhode-island-expands-workplace-protections-to-include-menopause/
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equipment, seating, temporary transfer to 

a less strenuous or hazardous position, job 

restructuring, light duty, break time and 

private non-bathroom space for expressing 

breast milk, assistance with manual labor, 

or modified work schedules; 

外の個室スペース、肉体労働への支援、また

は勤務スケジュールの変更などを含む合理

的配慮の提供を意味する。 

 

そのため、同法に基づき、州内の使用者は、すでに実施されている妊娠および出産関連の保護に

加えて、「更年期および関連する医学的状態を経験している」求職者（prospective employee）と従

業員の両方に職場での配慮を提供しなければならない。ロードアイランド州の使用者は、事業運営

に過度の負担をもたらす場合を除き、これらの合理的配慮を提供することが義務づけられている。 

【過度の負担の判断要素】 

「過度の負担」とは、使用者に重大な困難または費用を伴う措置を意味する。過度の負担の決定を

行う際に考慮される可能性のある要因には、以下が含まれるが、これらに限定されない。 

(i) 配慮の性質および費用 

(ii) 使用者の全体的な財政資源、従業員数、施設の数・種類・所在地に照らした使用者の事業規模 

(iii) 当該配慮が使用者の費用、資源その他の事業運営に及ぼす影響  

R.I. Gen. Laws § 28-5-7.4 

(4) “Undue hardship” means an action 

requiring significant difficulty or expense to 

the employer. In making a determination of 

undue hardship, the factors that may be 

considered include, but shall not be limited 

to, the following: 

 

(i) The nature and cost of the 

accommodation; 

 

(ii) The overall financial resources of the 

employer; the overall size of the business of 

the employer with respect to the number of 

employees, and the number, type, and 

location of its facilities; and 

 

(iii) The effect on expenses and resources or 

the impact otherwise of such 

accommodation upon the operation of the 

employer. 

(4)「過度の負担」とは、使用者に重大な困難

または費用を要する行為を指す。過度の負担

の判断を行う際に考慮される要素には以下

のものが含まれるがこれに限定はされない。 

 

 

 

(i) 配慮の性質および費用 

 

(ii) 使用者の全体的な財政資源、従業員数、

施設の数・種類・所在地に照らした使用者の

事業規模 

 

 

 

(iii) そのような配慮が使用者に与える費用

および資源その他の影響 

 

(A) 使用者は、過度の負担を証明する責任を負うものとする。 

 

(B)使用者が、仕事中に負傷した従業員や障害のある従業員など、それを必要とする他のクラスの従

業員に同様の調整（accommodation）を提供している、または提供する必要があるという事実は、
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その調整（accommodation）が使用者に過度の負担を課さないという反証可能な推定を生じさせる

ものとする。 

→日本の障害者差別解消法等においても、合理的配慮の提供に際して「過重な負担」の有無

が問題となるが、ロードアイランド州法では、使用者が「過度の負担」を証明する責任を負

うことが条文上明示されている点に特徴がある。 

 

R.I. Gen. Laws § 28-5-7.4 

(A) The employer shall have the burden of 

proving undue hardship. 

 

(B) The fact that the employer provides, or 

would be required to provide, a similar 

accommodation to other classes of 

employees who need it, such as those who 

are injured on the job or those with 

disabilities, shall create a rebuttable 

presumption that the accommodation does 

not impose an undue hardship on the 

employer. 

(A)使用者は過度の負担を証明する責任を負

う 

 

 

(B)使用者が仕事中に負傷した人や障害者な

ど他の従業員に同様の配慮を提供している

または提供する義務があるという事実が、使

用者に過度の負担を及ぼさないという反証

可能な推定を生じさせるものとする。 

 

 

 

 

 

 

また、使用者には、妊娠、出産、更年期および関連する医学的状態に関して、差別を受けない権利

および合理的配慮を受ける権利を知らせる書面を、従業員がアクセス可能な場所に掲示する義務が

あり、 

①新規入職者 

②法施行から120 日以内の現在働いている従業員 

③従業員が更年期について使用者に通知した場合、使用者はその通知から 10 日以内に当該従業員

へ権利通知を行わなければならない117。 

 

関連する苦情申立・相談窓口（ロードアイランド労働部118） 

ロードアイランド州法の改正は、既存のFair Employment Practices Actに更年期を加える形で

行われたものであり、更年期に特化した独立の苦情処理制度を創設したものではない。したがって、

更年期に関する苦情は、雇用関連の苦情申立制度の一部として扱われると考えられる。そして、2025

年 6 月 24 日に施行されたばかりのため、更年期に関する違反事例は現時点では見当たらない。な

お、ロードアイランド州では、同時期に新規採用者に対する賃金等の書面通知義務も導入されてい

るが、これはPayment of Wages Act に基づく別個の制度であり、更年期に関する合理的配慮義務

とは区別する必要がある。更年期に関する改正については、使用者に対し、職場での権利通知の掲

示、新規従業員への通知、既存従業員への通知、および従業員が更年期関連症状を通知した場合の

 
117 2026.1.17閲覧 

https://www.lawandtheworkplace.com/2025/07/rhode-island-adds-new-protections-for-

menopause-and-mandatory-wage-payment-notice-to-new-hires/ 
118 https://dlt.ri.gov/employers/fair-employment-practices 

https://www.lawandtheworkplace.com/2025/07/rhode-island-adds-new-protections-for-menopause-and-mandatory-wage-payment-notice-to-new-hires/
https://www.lawandtheworkplace.com/2025/07/rhode-island-adds-new-protections-for-menopause-and-mandatory-wage-payment-notice-to-new-hires/
https://dlt.ri.gov/employers/fair-employment-practices
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10 日以内の通知が求められると解説されている119。 

 

６．更年期に関する連邦法（案） 

①H.R.8774 2022年更年期研究法案が2022年9月6日に提出された。 

https://www.govinfo.gov/app/details/BILLS-117hr8774ih 

②H.R.8223 更年期ケア及び中年期女性の健康推進法案が2024 年5月2日に提出された。 

https://www.govinfo.gov/app/details/BILLS-118hr8223ih 

 

以上のとおり、連邦議会では更年期に関する法案が提出されているが、調査時点では、いずれの法

案についても成立は確認できない。 

 

 

７．追記 

①ロードアイランド州に続いて、フィラデルフィア市では、2025年12 月3日に承認されたBill No. 

250849 により、フィラデルフィア市法典第9-1128 条が改正され、2027 年 1 月 1 日から、月経、

更年期前、更年期を理由とする差別を明示的に禁止し、これらの症状が従業員の一つ以上の職務機

能の遂行を実質的に妨げる場合には、使用者に合理的配慮の提供を求めることとされた120。例えば、

月経中の重い出血による解雇など、これらの状態に基づく差別を具体的に禁止する。フィラデルフ

ィア市の制度は市条例によるものであり、ロードアイランド州法の影響を受けて整備されたものと

される。 

 

②イリノイ州では、新法により、個人および団体の健康保険プランに対して、医学的に必要で医師

が推奨する更年期治療をカバーすることが義務づけられている。対象には、安全性および有効性が

示されたホルモン治療および非ホルモン治療が含まれる。同法は2026年1月1日に施行された121。 

 

８．参考資料 

①ロードアイランド州法§ 28-5-7.4 

条文は下記ウェブサイト参照。 

https://law.justia.com/codes/rhode-island/title-28/chapter-28-5/section-28-5-7-4/ 

 

（原文） 

2025 Rhode Island General Laws 

Title 28 - Labor and Labor Relations 

Chapter 28-5 Fair Employment Practices 

Section 28-5-7.4. Accommodation of 

pregnancy-related and menopause-related 

（仮訳） 

ロードアイランド州法第 28 編労働と労働関

係 

第28－5章公正な雇用慣行 

第 28－5－7.4 節妊娠関連状態および更年期

関連状態に対する配慮 

 
119 2026.1.17閲覧 

https://www.lawandtheworkplace.com/2025/07/rhode-island-adds-new-protections-for-

menopause-and-mandatory-wage-payment-notice-to-new-hires/ 
120 2026.3.28閲覧 

https://theconversation.com/workplace-relief-is-coming-for-employees-with-symptoms-of-

menstruation-perimenopause-and-menopause-in-philly-275189 
121 2026.3.29閲覧 

https://ogletree.com/insights-resources/blog-posts/illinois-and-philadelphia-grant-menopause-

related-protections/ 

https://www.govinfo.gov/app/details/BILLS-117hr8774ih
https://www.govinfo.gov/app/details/BILLS-118hr8223ih
https://law.justia.com/codes/rhode-island/title-28/chapter-28-5/section-28-5-7-4/
https://www.lawandtheworkplace.com/2025/07/rhode-island-adds-new-protections-for-menopause-and-mandatory-wage-payment-notice-to-new-hires/
https://www.lawandtheworkplace.com/2025/07/rhode-island-adds-new-protections-for-menopause-and-mandatory-wage-payment-notice-to-new-hires/
https://theconversation.com/workplace-relief-is-coming-for-employees-with-symptoms-of-menstruation-perimenopause-and-menopause-in-philly-275189
https://theconversation.com/workplace-relief-is-coming-for-employees-with-symptoms-of-menstruation-perimenopause-and-menopause-in-philly-275189
https://ogletree.com/insights-resources/blog-posts/illinois-and-philadelphia-grant-menopause-related-protections/
https://ogletree.com/insights-resources/blog-posts/illinois-and-philadelphia-grant-menopause-related-protections/


資料５ 

109 
 

conditions. 

 

§ 28-5-7.4. Accommodation of pregnancy-

related and menopause-related conditions. 

 

(a) It shall be an unlawful employment 

practice for an employer, as defined in § 28-

5-6, to do the following: 

 

(1) To refuse to reasonably accommodate an 

employee’s or prospective employee’s 

condition related to pregnancy, childbirth, 

menopause, or a related medical condition, 

including, but not limited to, the need to 

express breast milk for a nursing child, if 

she so requests, unless the employer can 

demonstrate that the accommodation 

would pose an undue hardship on the 

employer’s program, enterprise, or 

business; 

 

(2) To require an employee to take leave if 

another reasonable accommodation can be 

provided to an employee’s condition related 

to the pregnancy, childbirth, menopause, or 

a related medical condition; 

 

(3) To deny employment opportunities to an 

employee or prospective employee, if such 

denial is based on the refusal of the 

employer to reasonably accommodate an 

employee’s or prospective employee’s 

condition related to pregnancy, childbirth, 

menopause, or a related medical condition; 

 

(4) To fail to provide written notice, 

including notice conspicuously posted at an 

employer’s place of business in an area 

accessible to employees, of the right to be 

free from discrimination in relation to 

pregnancy, childbirth, menopause, and 

related conditions, including the right to 

reasonable accommodations for conditions 

related to pregnancy, childbirth, 

 

 

 

第 28－5－7.4 節妊娠関連状態および更年期

関連状態に対する配慮 

 

(a) 以下の行為は、28-5-6 の定義に従い、使

用者による違法な雇用慣行である 

 

 

(1) 当該配慮が使用者の事業、企業活動また

は業務に過度の負担をもたらすことを使用

者が証明できない限り、妊娠、出産、更年期

または関連する医学的状態に関する従業員

または求職者の合理的配慮を拒否すること 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 妊娠、出産、更年期または関連する医学

的状態について、休暇以外の合理的配慮を提

供できるにもかかわらず、従業員に休暇取得

を求めること 

 

 

(3) 使用者が従業員または求職者に対する合

理的配慮を拒否したことを理由として、当該

従業員または求職者に雇用機会を与えない

こと。 

 

 

 

 

 

 

(4) 妊娠、出産、更年期または関連する医学

的状態に関して、差別を受けない権利および

合理的配慮を受ける権利について、書面によ

る通知を行わないこと。 
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menopause, or related conditions pursuant 

to this section to: 

 

(i) New employees at the commencement of 

employment; 

 

(ii) Existing employees within one hundred 

twenty (120) days after the effective date of 

June 25, 2015; 

 

(iii) Any employee who notifies the 

employer of her pregnancy or menopause, 

within ten (10) days of such notification; 

 

(5) For any person, whether or not an 

employer, employment agency, labor 

organization, or employee, to aid, abet, 

incite, compel, or coerce the doing of any act 

declared by this section to be an unlawful 

employment practice; or to obstruct or 

prevent any person from complying with 

the provisions of this section or any order 

issued pursuant to this section; or to 

attempt directly or indirectly to commit any 

act declared by this section to be an 

unlawful employment practice. 

 

(b) For the purposes of this section, the 

following terms shall have the following 

meanings: 

 

(1) “Qualified employee or prospective 

employee” means a “qualified individual” 

as defined in 42-87-1(3)(i); 

 

(2) “Reasonably accommodate” means 

providing reasonable accommodations, 

including, but not limited to, more frequent 

or longer breaks, time off to recover from 

childbirth, acquisition or modification of 

equipment, seating, temporary transfer to 

a less strenuous or hazardous position, job 

restructuring, light duty, break time and 

private non-bathroom space for expressing 

 

 

 

 

 

 

(i)雇用開始時の新規従業員 

 

 

(ii)2015 年 6 月 25 日発効日から 120 日以内

の既存従業員 

 

 

(iii) 従業員が妊娠または更年期について使

用者に通知した場合、その通知から 10 日以

内に当該従業員へ通知すること 

 

(5)使用者、職業紹介者、労働組合、従業員の

いずれかが、本条によって違法な雇用慣行と

された行為を援助、助長、促進、強制、強要

すること 

または本条の規定または本条に基づき発せ

られた命令の遵守を妨害すること 

または本条で違法な雇用慣行と宣言された

行為を直接または間接的に行おうとするこ

と 

 

 

 

 

 

 

(b)本条項の目的上、以下の用語は以下の意味

を有する 

 

 

(1)「適格な従業員または求職者」とは、42-

87-1(3)(i)で定義される「資格のある個人」を

意味する。 

 

(2)「合理的配慮」とは、より頻繁または長期

の休憩、産後休暇、設備・機器の取得または

変更、座席の提供、一時的な軽易・安全な業

務への配置転換、職務の再編成、軽作業、休



資料５ 

111 
 

breast milk, assistance with manual labor, 

or modified work schedules; 

 

(3) “Related conditions” includes, but is not 

limited to, lactation or the need to express 

breast milk for a nursing child, or the need 

to manage the effects of vasomotor 

symptoms; 

 

(4) “Undue hardship” means an action 

requiring significant difficulty or expense to 

the employer. In making a determination of 

undue hardship, the factors that may be 

considered include, but shall not be limited 

to, the following: 

 

(i) The nature and cost of the 

accommodation; 

 

(ii) The overall financial resources of the 

employer; the overall size of the business of 

the employer with respect to the number of 

employees, and the number, type, and 

location of its facilities; and 

 

(iii) The effect on expenses and resources or 

the impact otherwise of such 

accommodation upon the operation of the 

employer. 

 

(A) The employer shall have the burden of 

proving undue hardship. 

 

(B) The fact that the employer provides, or 

would be required to provide, a similar 

accommodation to other classes of 

employees who need it, such as those who 

are injured on the job or those with 

disabilities, shall create a rebuttable 

presumption that the accommodation does 

not impose an undue hardship on the 

employer. 

 

(c) No employer shall be required by this 

憩時間、母乳を搾るための専用のトイレ以外

の個室スペース、肉体労働への支援、または

勤務スケジュールの変更などを含む合理的

配慮の提供を意味する。 

 

 

 

 

 

(3) 「関連する状態」には、授乳、授乳中の子

のために母乳を搾る必要性、または血管運動

症状の影響を管理する必要性などが含まれ

るが、これらに限定されない。 

 

 

(4)「過度の負担」とは、使用者に重大な困難

または費用を要する行為を指す。過度の負担

の判断を行う際に考慮される要素には以下

のものが含まれるがこれらに限定されない。 

 

 

 

(i) 配慮の性質および費用 

 

 

(ii) 使用者の全体的な財政資源、従業員数、

施設の数・種類・所在地に照らした使用者の

事業規模 

 

 

 

(iii) そのような配慮が使用者に与える費用

および資源その他の影響 

 

 

 

(A)使用者は過度の負担を証明する責任を負

う 

 

 

(B)使用者が仕事中に負傷した人や障害者な

ど他の従業員に同様の配慮を提供している

または提供する義務があるという事実が、使

用者に過度の負担を及ぼさないという反証
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section to create additional employment 

that the employer would not otherwise 

have created, unless the employer does so, 

or would do so, for other classes of 

employees who need accommodation, such 

as those who are injured on the job or those 

with disabilities. 

 

(d) No employer shall be required to 

discharge any employee; transfer any 

employee with more seniority; or promote 

any employee who is not qualified to 

perform the job, unless the employer does 

so, or would do so, to accommodate other 

classes of employees who need it, such as 

those who are injured on the job or those 

with disabilities. 

 

(e) The provisions of this section shall not be 

construed to affect any other provision of 

law relating to sex discrimination, 

pregnancy, or menopause, or to preempt, 

limit, diminish, or otherwise affect any 

other law that provides greater protection 

or specific benefits with respect to 

pregnancy, childbirth, menopause, or 

medical conditions related to childbirth or 

menopause. 

 

(f) Nothing in this section shall be 

construed to require an individual with a 

need related to pregnancy, childbirth, 

menopause, or a related medical condition 

to accept an accommodation which such 

individual chooses not to accept. 

可能な推定を生じさせるものとする。 

 

 

 

 

 

(c) 本条は、使用者が通常であれば創設しな

い追加的な雇用を創設する義務を使用者に

課すものではない。ただし、業務中に負傷し

た従業員や障害のある従業員など、配慮を必

要とする他の従業員層に対して使用者がそ

のような措置を講じている場合、または講じ

るであろう場合は、この限りではない。 

 

 

(d) 本条は、使用者に対し、いかなる従業員

をも解雇すること、より勤続年数の長い従業

員を異動させること、または職務遂行資格を

有しない従業員を昇進させることを義務づ

けるものではない。ただし、業務中に負傷し

た従業員や障害のある従業員など、配慮を必

要とする他の従業員層に対応するために、使

用者がそうした措置を講じる場合、または講

じるであろう場合はこの限りではない。 

 

(e)本条の規定は、性差別、妊娠、更年期に関

する他の法律の規定に影響を与えるもので

はなく、妊娠、出産、更年期または関連する

医学的状態に関して、その他の法律によるよ

り手厚い保護や特定の利益を、排除、制限、

縮減、またはその他の形で影響するものとし

て解釈してはならない。 

 

 

 

 

 

(f)本項のいかなる内容も、妊娠、出産、更年

期または関連する医学的状態を伴った個人

に対して、本人が受け入れないことを選択し

た配慮を受け入れることを要求するものと

解釈してはならない。 

 

 

②フィラデルフィア市条例§ 9-1128 
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2026.3.29閲覧 

条文は下記ウェブサイト参照 

https://codelibrary.amlegal.com/codes/philadelphia/latest/philadelphia_pa/0-0-0-278779#text-

28-1 

（原文） 

§  9-1128. Unlawful Employment 

Practices Based Upon Reproductive Health 

Autonomy, Pregnancy, Childbirth and 

Related Medical Conditions. 122 

 

{ Section 9-1128 - Delayed Amendment }123 

   (1)   It shall be an unlawful 

employment practice for an employer to fail 

to provide reasonable accommodations to 

an employee for needs related to 

reproductive health autonomy, pregnancy, 

childbirth, or a related medical condition, 

provided (i) the employee requests such 

accommodations and (ii) such 

accommodations will not cause an undue 

hardship to the employer.124  

      (a)   For purposes of this Section 9-

1128, "reasonable accommodation" shall 

mean an accommodation that can be made 

by an employer in the workplace that will 

allow the employee to perform the essential 

functions of the job. Reasonable 

accommodations include, but are not 

limited to, restroom breaks, periodic rest for 

those who stand for long periods of time, 

assistance with manual labor, leave for a 

period of disability arising from childbirth, 

reassignment to a vacant position, and job 

restructuring. 

（仮訳） 

第9－1128条 リプロダクティブ・ヘルスに

関する自己決定、妊娠、出産及び関連する医

学的状態に基づく違法な雇用慣行127 

 

 

 

第9－1128条（施行延期を伴う改正）128 

(1) リプロダクティブ・ヘルスに関する自己

決定、妊娠、出産または関連する医学的状態

に関連するニーズに対する合理的配慮を提

供しなかった使用者は、(i) 従業員がそのよ

うな配慮を要求し、(ii) その配慮が使用者に

過度の負担を生じさせないことを条件に、違

法な雇用慣行とみなされる。129 

 

(a) 本セクション9-1128 条の目的上、「合理

的配慮」とは、使用者が職場で行うことがで

きる配慮を意味し、従業員が職務の本質的な

機能を遂行できるようにすることを指す。合

理的配慮には、トイレ休憩、長時間立ってい

る人への定期的な休息、肉体労働の支援、出

産に伴う就労不能期間の休暇、空席への異

動、そして職務再編が含まれるがこれらに限

定されない。 

 

 

 

 

 

 
122 Added, Bill No. 130687 (approved January 20, 2014); caption amended, Bill 

No. 220664 (approved January 16, 2023). 
123 This secton has been amended by Bill No. 250849 (approved December 3, 2025), effective 

January 1, 2027. 
124 Amended, Bill No. 220664 (approved January 16, 2023). 
127 追加：Bill No.130687(2014年1月20日承認)。見出し修正：Bill No.220664(2023年1月16

日承認)。 
128 本条は、Bill No.250849（2025年12月3日承認）により改正され、2027年1月1日に施行

される。 
129 修正。 Bill No. 220664(2023年1月16日承認)。 

https://codelibrary.amlegal.com/codes/philadelphia/latest/philadelphia_pa/0-0-0-278779#text-28-1
https://codelibrary.amlegal.com/codes/philadelphia/latest/philadelphia_pa/0-0-0-278779#text-28-1
http://files.amlegal.com/pdffiles/Philadelphia/130687.pdf
http://files.amlegal.com/pdffiles/Philadelphia/220664.pdf
https://files.amlegal.com/pdffiles/Philadelphia/250849.pdf
http://files.amlegal.com/pdffiles/Philadelphia/220664.pdf
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   (2)   Undue Hardship. The employer 

shall have the burden of proving undue 

hardship. For purposes of this Section 9-

1128, factors to be considered in making a 

determination of undue hardship shall 

include, but not be limited to the following: 

      (a)   The nature and cost of the 

accommodations; 

      (b)   The overall financial resources 

of the employer's facility or facilities 

involved in the provision of the reasonable 

accommodations, including the number of 

persons employed at such facility, the effect 

on expenses and resources, or the impact 

otherwise of such accommodations upon 

the operation of the employer; 

      (c)   The overall financial resources 

of the employer, including the size of the 

employer with respect to the number of its 

employees and the number, type and 

location of its facilities; and 

      (d)   The type of operation or 

operations of the employer, including the 

composition, structure and functions of the 

workforce, the geographic separateness, 

administrative, or fiscal relationship of the 

facility or facilities in question to the 

employer. 

   (3)   Affirmative Defense. In any case 

where the need for reasonable 

accommodations under this Section is 

placed in issue, it shall be an affirmative 

defense that the person aggrieved by the 

alleged discriminatory practice could not, 

with reasonable accommodations, satisfy 

the requisites of the job. 

   (4)   Notice of Rights. The employer 

shall provide written notice, in a form and 

manner to be determined by the 

Commission, of the right to be free from 

discrimination in relation to reproductive 

health status autonomy, pregnancy, 

childbirth, and related medical conditions 

and the right to reasonable 

(2) 過度の負担。 使用者は過度の負担を証明

する責任を負う。本セクション 9-1128 条に

ついて、過度の負担を判断する際に考慮すべ

き要素は、以下のものを含むが、これらに限

定されない。 

 

 

(a) 配慮の性質と費用; 

 

(b) 合理的配慮の提供に関わる使用者の施設

の全体的な財政資源、雇用者数、経費や資源

への影響、またはこれらの配慮が使用者の運

営に与えるその他の影響; 

 

 

 

 

 

(c) 使用者の全体的な財務資源、従業員数に

照らした使用者の規模、施設数、種類、所在

地を含む 

 

 

(d) 使用者の運営の種類、労働力の構成、構

造および機能、対象施設の地理的分離性、管

理上、または財政的関係を含む。 

 

 

 

 

(3) 積極的抗弁。 本条に基づく合理的配慮の

必要性が問題となる場合、差別的取扱いを受

けたと主張する者が合理的配慮をもって職

務の要件を満たせなかったことは積極的抗

弁とされる。 

 

 

 

(4) 権利通知。 使用者は、全ての新規従業員

及び既存の従業員に対して、リプロダクティ

ブ・ヘルスに関する自己決定、妊娠、出産お

よび関連する医学的状態に関する差別から

の自由権と、リプロダクティブ・ヘルスに関

する自己決定、妊娠、出産および関連する医
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accommodations related to reproductive 

health autonomy, pregnancy, childbirth, 

and related medical conditions under this 

Section, to all new and existing employees. 

Such notice may also be posted 

conspicuously at an employer's place of 

business in an area accessible to employees. 
125 

   (5)   Education. The Commission is 

authorized to develop courses of instruction 

and conduct ongoing public education, as 

necessary, to inform employers, employees, 

employment agencies and job applicants 

about their rights and responsibilities 

under this Section. 

   (6)   Relationship to Other Laws. 

Nothing in the ordinance adding this 

sentence to the Code, nor any provision of 

this Section, shall be construed to affect any 

other provision of law relating to sex 

discrimination or pregnancy, or in any way 

diminish the coverage of reproductive 

health autonomy, pregnancy, childbirth, or 

a medical condition related to pregnancy or 

childbirth under any other provision of law, 

including the scope of sex discrimination 

otherwise prohibited by this Chapter 9-

1100. 126 

学的状態に関する合理的配慮を受ける権利

について、委員会が決定する形式および方法

で書面通知を提供しなければならない。 こ

のような通知は、従業員がアクセスできる使

用者の事業所にも目立つように掲示される

ことがある。130 

 

 

 

 

(5) 教育。 委員会は、使用者、従業員、職業

紹介所、求職者に対し、本条に基づく権利と

義務について知らせるため、必要に応じて教

育課程を制定し、継続的な公的教育を行う権

限を有する。 

 

 

(6) 他の法律との関係。本条のいかなる規定

も、性差別や妊娠に関する他の法律の規定に

影響を与えるものと解釈されてはならず、ま

たリプロダクティブ・ヘルスに関する自己決

定、妊娠、出産、または妊娠・出産に関連す

る医学的状態の適用をいかなる形でも減少

させるものではない。 これには、第9-1100

章により別途禁止されている性差別の範囲

も含まれる。131 

 

 

 
125 Amended, Bill No. 220664 (approved January 16, 2023). 
126 Amended, Bill No. 220664 (approved January 16, 2023). 
130 修正。 Bill No.220664(2023年1月16日承認)。 
131 修正。 Bill No. 220664(2023年1月16日承認)。 

http://files.amlegal.com/pdffiles/Philadelphia/220664.pdf
http://files.amlegal.com/pdffiles/Philadelphia/220664.pdf

